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第 1 章 序論 

1.1 研究の背景 

近年、都市化の進展や建築物の高層化に伴い、建築火災は依然として社会の安全を脅かす

深刻な問題となっている。日本では、総務省消防庁の統計[1]によると、令和 5 年の総出火

件数は 38,672 件であった。そのうち建物火災が 20,974 件で約 54.2％を占めている。建築火

災による死者が 1,200 人、その約 93.9％が住宅火災に関連している。一方、中国では、国家

消防救援局[2]の統計によると、2023 年 1 月～6 月中国での総出火件数は約 55.1 万件、その

うち住宅火災が 16.7 万件、約 30.3％を占めている。住宅火災による死者は 682 人で、火災

による総死者数の 69％を占めている。これらのデータにより、建築火災による人の被害と

経済の損失は毎年多く報告されている。 

現代の建築物には大量の可燃性材料や家具・内装材が使用されており、火災発生時には燃

焼の拡大とともに、煙や有毒ガスが大量に発生する。特に、高層ビルや商業施設のような不

特定多数の人が集まる建築物では、人員構成の多様化、避難距離の長さ、そして煙による視

野不良が重なることで、避難活動と消火活動がより困難になる。このような現状を踏まえる

と、建築物の設計段階において、火災時の被害を最小限に抑えるための火災安全設計が必要

である。 

建築物の火災安全設計とは、避難経路の確保、構造部材の耐火性能、延焼の防止、煙と熱

の制御等、複数の要素を考慮して、建築物の構造や設備を科学的に設計することである。そ

の中で、建築火災のメカニズムをより深く理解し、室内における可燃物の燃焼拡大性状を対

象として予測することは、火災危険の正確な評価と、合理的な防火対策の策定に不可欠な基

盤となる。 

室火災の進展はくん焼期、初期成長期、火盛り期、減衰期の四つの段階に分けて考えるこ

とができる[3]。くん焼期には火炎が生じておらず、可燃物から煙が生じる。くん焼が持続す

ると火炎が生じる。そして、火炎が可燃物表面に沿って拡がって、ある程度大きくなると、

周辺の可燃物へ燃え拡がっていく。この段階を初期成長期と呼ぶ。初期成長が進むと、ある

時点で室内の可燃物が一斉に着火する。この現象はフラッシュオーバー（F.O.）と呼ばれる。

F.O.が起こると室内の温度が急上昇し、扉や窓等の開口部から火炎が噴出し、出火室の周辺

の室へ延焼し、危険な状態になる。F.O.以後の火災は火盛り期（盛期火災）と呼ばれる。火

盛り期が継続すると可燃物が燃え尽きて、減衰期になる。この時期は、ほとんどの可燃物が

燃え尽き段階で燃焼が緩慢になり、室内の温度も下がり始める。フラッシュオーバーが早期

に発生すると、避難や消火活動が著しく困難になるため、建物内の人命を守るためには、フ

ラッシュオーバーに至る前の段階で火災を早期に発見し、適切に制御・消火することが重要

である。従って、本研究は初期火災の燃焼性状に着目し、フラッシュオーバーするまでの火

災性状を考察する。 
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初期火災では、建築物内には様々な可燃物が存在しており、その燃焼の激しさは発熱速度

（燃焼により単位時間あたりに発生する熱量、単位 kW）で表す。発熱速度が分かれば、燃

焼性状や室内の温度等の安全設計に必要な値を予測できる。実務的な火災安全設計におい

ては、発熱速度は時間の二乗で近似されることが多いが、実際の火災では可燃物の形状、位

置、火災室の寸法等、多様な要因によってその挙動が複雑に変化する。従って、実火災の燃

焼性状を簡易にかつ精度良く予測するモデルの構築が求められている。また、可燃物の燃焼

の激しさは材質に大きく依存する。建築物内には木材だけでなくウレタンフォーム、ポリス

チレンフォーム等のプラスチック等の様々な種類の可燃物が存在する。その中でもウレタ

ンフォームは燃焼性が高く、かつソファやマットレス等の家具に広く使用されている。 

以上の背景を踏まえ、本研究では代表的な可燃物としてウレタンフォームを対象に取り

上げ、着火から初期火災を経てフラッシュオーバーまでの燃焼性状を簡易に精度良く予測

することを目的としている。 

 

1.2 既往研究 

1.2.1 外部放射による燃焼速度の増加 

自由空間においては、可燃物の燃焼によって発生した煙は蓄積せず、煙や壁などからの熱

フィードバックも存在しない。しかし、室内での火災では高温の煙層が室の上部に形成され、

火炎の拡大に伴い、火炎が天井に接触し、天井下に展炎する可能性がある。展炎部、周壁お

よび煙層、ならびに火炎が接する天井部からの放射および火炎からの間接放射は、外部放射

と呼ばれる。若月ら[4]は座椅子・ソファを使用して室内での燃焼実験を行った。研究結果

は、煙層や区画壁・天井からの熱フィードバックによる熱流束の増加が原因で、区画内の最

大発熱速度が自由空間に比べて 1.3 倍に増加したことを示している。これは、室内での可燃

物が外部放射を受けて、自由空間より燃焼が加速するためである。この現象は多くの研究者

[5][6]により自由空間と室内燃焼実験の比較を通じて検証されている。 

外部放射の影響を定量化するためには、外部放射の熱流束の計算が不可欠である。Rew ら

[7] は、風のある条件でのプール火災において、火炎形状をモデル化し、火炎高さ、火炎の

放射率等の計算方法を提案して燃料に入射する放射熱流束を予測した。He ら[8]は、円筒と

円錐を用いて天井下のジェット火炎の形状を近似し、天井や床面への放射熱流束を予測し

た。Lattimer ら[9]は廊下状天井、大空間天井、隅角部天井での火炎高さと放射熱流束の予測

方法を提案した。新谷ら[10]は、室内での燃焼実験を行って、連続火炎領域および間欠火炎

領域の温度を測定した。そして、火炎が天井下に展炎する時、火炎本体を円筒形、展炎部を

円盤形に近似し、それぞれの部分から床面へ入射する熱流束を計算するモデルを提案した。 

可燃物は外部放射を受けると、燃焼速度が増加する。Nasr[11]らは、燃料表面のエネルギ

ー保存式に基づいて、対流熱流と放射熱流を考慮し、密閉空間におけるプール火災の燃料燃

焼速度を予測した。彼らのモデルは、酸素不足の状況を考慮し、液体燃料の質量損失速度を
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精度よく予測した。研究結果では、自由空間での大規模プール火災においては、放射熱流が

支配的な熱流メカニズムであることを示している。一方で密閉空間では、放射熱流だけでな

く、対流熱流の影響も考慮する必要があることを示している。 

換気支配の場合は、室内の酸素濃度不足により燃焼が抑制される。Utiskul ら[12]は小規模

なヘプタンプール火災実験を行い、限定的な通風条件下での燃焼速度等の燃焼性状を研究

した。そして、換気支配、外部放射を考慮して、区画火災における液体燃料の質量損失速度

のモデルを提案した[13]。このモデルでは、外部放射による燃焼速度の増加分を、外部放射

の放射熱を分解潜熱で割ることによって計算した。さらに、火炎温度が臨界温度（1300℃）

以下であれば、火炎が消滅するとした。実験結果および予測結果によると、酸素不足の条件

では、液体および固体可燃物の燃焼面積はいずれも減少する傾向が見られた。これは酸素不

足により発熱速度が低下し、それに伴って外部放射も減少することで、燃え拡がり速度が減

少したためであると考えられる。Wade ら[14]は、Utiskul らのモデル[12]に基づき、換気支配

における燃焼速度の低下を考慮し、ソファの燃焼における質量損失速度および発熱速度を

予測した。室内の酸素濃度を自由空間の酸素濃度で除算することにより、酸素不足が燃焼速

度に与える影響を定量化した。さらに、酸素不足における燃焼面積の計算方法も提案してい

る。実験値との比較によると、全体的に発熱速度の予測値は実験値よりかなり大きくなった。 

 

1.2.2 固体可燃物の燃え拡がり 

固体可燃物の燃え拡がりは可燃物の物性値、火炎伝播方向、風の影響等の複数の要因によ

り支配される。燃え拡がり速度は火災の危険性評価において重要なパラメータであるが、そ

の挙動は極めて複雑であり、定量的に解析することは非常に困難である。Quintiere [14]は、

代表的な可燃物における火炎伝播速度の典型値を提示している。例えば、厚い固体可燃物に

おける水平方向の火炎伝播速度は約 0.1 cm/s であり、薄い固体可燃物における垂直上方の火

炎伝播速度は 1〜100 cm/s の範囲にある。 

さらに、Quintiere[15]は、固体可燃物表面における火炎伝播速度を予熱長さと着火時間の

比率として定量化している。この式によると、火炎伝播速度は火炎から予熱面への熱流に依

存する。熱的に薄い固体可燃物（厚さ<2mm）においては、火炎伝播速度は予熱面への熱流

束に比例し、熱的に厚い固体可燃物においては、予熱面への熱流束の二乗に比例するとされ

ている。特に室内火災においては、煙等からの放射熱流の影響により、火炎伝播速度が増加

する傾向がある。 

火炎伝播速度を計算するためには、可燃物の物性値が必要である。この物性値には、着火

温度、熱慣性等の火炎伝播パラメータが含まれる。長谷見ら[16]は、いくつかの代表的な材

料に関する物性値を SFPE ハンドブック中に示している。しかし、実際の建築火災では多様

な可燃物が関与するため、実物における燃え拡がりに関する研究は依然として不十分であ

り、実用の可燃物に対する火炎伝播速度を正確に評価するには、実験によって物性値を正確

に測定する必要がある[17]。 
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本研究では、実火災における燃え拡がり現象に着目し、建築の室内で最も一般的に使用さ

れる可燃物であるウレタンフォームを対象としている。ウレタンフォームに関しては、先行

研究においてすでに各種物性値が実験を通じて測定されており、本研究ではそれらのデー

タを用いて解析を行なう。 

 

1.2.3 既存の区画内燃焼性状の予測モデル 

Wade ら[14]は二層ゾーンモデルに基づき、煙層からの外部放射の影響を考慮した燃焼速

度モデルを構築し、さらに実物のソファに対する単位質量あたりの発熱量ΔH[MJ/kg]を実験

的に測定した。最後に、燃焼速度に単位質量あたりの発熱量を乗じることで、室内における

ソファ燃焼時の発熱速度の時間変化を簡易的に予測した。しかし、このモデルでは展炎を考

慮しておらず、火炎の大きさやその変化を予測することはできない。 

赤尾ら[18]は火炎形状を円筒形と円盤形に近似し、外部放射を考慮して、燃え拡がりモデ

ルを提案した。しかし、赤尾モデルの計算値と実験値との整合性には以下の課題が考えられ

る。 

①展炎半径 

火炎高さが天井高さの 0.9 倍に達する時点で、火炎が 0.1H 伸長して天井に吸い付き、展

炎が開始すると仮定した。この仮定により、展炎の開始時間が早くなった。また、モデルで

は展炎半径を Faethの式[19]で求めた後、さらに燃焼半径𝐷/2を加えて次式で算出している。

このことによって展炎半径が過大に計算される。以上の 2 点の理由により、赤尾モデルは外

部放射を過大評価していると考えられる。 

②火炎伝播速度 

火炎伝播速度は自由空間燃焼実験のデータを用いて、Quintiere[14]の式で計算された。自

由空間燃焼実験で測定された火炎伝播速度𝑣𝑓.𝑓𝑟𝑒𝑒は約 0.0035m/s であるが、計算プログラム

では 0.0040m/s で計算した。これにより、燃え拡がりが速くなった。 

以上の点を総合すると、既存モデルには外部放射に関する放射熱の算出精度が不十分で

あり、外部放射の影響が過大に評価されるという問題がある。その結果、モデルの精度が十

分ではない。また、既存モデルは単一可燃物の予測に限定されており、適用範囲が限られて

いるという問題も存在する。 

1.3 研究の目的 

単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルは、火炎自身からの内部放射だけでなく、展炎

部、火炎と接する天井面、周壁および煙層、火炎の間接放射による外部放射も考慮する。こ

れにより、室内固体可燃物の燃え拡がり予測の再現性を高め、より正確な発熱速度の推定を

可能にする。本研究は、先行研究の自由空間燃焼実験のデータを基に、先行研究の燃え拡が

りモデルを改良して、室内可燃物の発熱速度、区画内温度等の燃焼性状を精度良く予測する

ことを目的とする。 
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更に本研究は、改良した単一の固体可燃物の予測モデルを基に、可燃物と壁面との位置関

係に応じた火炎高さ等の変化、および複数可燃物間の相互加熱作用を考慮して、燃え拡がり

予測モデルの適用範囲を拡大する。 

 

1.4 研究の構成 

本論文は 6 章で構成され、三種類の予測モデルを構築した。研究の流れを図１に示す。 

第 1 章では、本研究の背景、既往研究と目的について述べた。 

第 2 章では、単一の固体可燃物の予測モデルの構成および計算プログラムについて述べ

る。予測モデルでは、主として自由空間で用いられる単一可燃物の燃え拡がりモデルを基と

して、これに外部放射の影響を加えたものである。外部放射の強さを求めるために、天井下

への展炎と煙層および周壁からの放射を考慮する。そのため、二層ゾーンモデルによる煙層

温度計算と連立して解析を行う方法を示す。本章ではそれぞれのモデルについて説明する。 

第 3 章では、第 2 章のモデルの予測結果と実験結果の比較検証について述べる。本章で

使用する実験結果は既存の模型室燃焼実験(12 回の赤尾実験および 3 回の李実験)である。

本章では、これらの実験の概要について概要を述べ、実験条件を参考して、モデルの予測結

果と実験結果を比較する。 

第 4 章では、第 2 章の予測モデルを基に、異なる位置における単一の固体可燃物の燃え

拡がり予測モデルを構築して、既存の実験結果（東京理科大学共同利用実験）と比較する。

本章では、試験体を模型室の中央、壁際および隅角部に配置する場合の燃焼性状の違いを検

討する。 

第 5 章では、第 2 章と第 4 章の予測モデルを基に、同時燃焼を考慮した固体可燃物の燃

え拡がり予測モデルを構築して、既存の実験結果（東京理科大学共同利用実験）と比較する。

ここでは、2 個の試験体を模型室に設置する場合の燃焼性状について検討する。 

第 6 章では、これらの予測モデルを用いて、各種条件が燃焼性状に及ぼす影響を検討す

る。単一の固体可燃物において、試験体厚さ、天井高さ、開口高さ、可燃物位置を変更して、

計算を行い、燃焼性状に及ぼす影響を検討する。また、2 個の固体可燃物において、試験体

間の距離を変更して、計算を行い、燃焼性状に及ぼす影響を検討する。 

第 7 章では、本論文の結論を示す。 
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第1章　序論

第2章　単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルの構築

第7章　結論

モ
デ
ル
の
構
築
と
検
証

モ
デ
ル
の
応
用

  予測モデルの概要

  燃え拡がりモデル

  二層ゾーンモデルの改良

  計算プログラム

第3章　単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルの精度の検証

  赤尾実験との比較

  李実験との比較

  精度分析

第4章　異なる位置における単一の固体可燃物の燃え拡がり予測

  壁際および隅角部における火炎高さを考慮

  壁際および隅角部における火炎の放射率を考慮

  壁際および隅角部におけるプルーム質量流量を考慮

   理科大共同利用実験との比較

第5章　同時燃焼を考慮した固体可燃物の燃え拡がり予測

  隣の火炎からの放射熱の計算方法

  隣の火炎からの放射熱の影響の定量化

  同時燃焼における二層ゾーンモデルの改良

  理科大共同利用実験との比較

第6章　各種条件が燃焼性状に及ぼす影響の検討

 単一固体可燃物の場合

 ２個の固体可燃物の場合

 

図１ 研究の流れ 
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第 2 章 単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルの構築 

2.1 予測モデルの概要 

本章では、既存モデル[1]を改良して作成した室内における単一の固体可燃物の燃え拡が

り予測モデルの詳細および計算プログラムの概要を記述する。なお、本章の内容の一部は、

International Journal of Fire Science and Engineering に投稿した内容をもとに再構成したもの

である。 

 

2.1.1 前提条件 

固体可燃物には底面が正方形のウレタンフォームを用いた。点火位置は試験体上面の中

心点と仮定した。図 2.1 に単一固体可燃物が自由空間で燃焼する概要を示す。自由空間での

燃焼の場合、可燃物の燃焼によって発生する煙は蓄積せず、熱のフィードバックはない。そ

のため、可燃物表面への放射熱は火炎からの内部放射熱のみとなる。 

図 2.2 に単一固体可燃物が室内で燃焼する場合の概要を示す。可燃物は火災室の中央に設

置されていると仮定した。室内での燃焼の場合、可燃物表面への放射熱は、火炎からの内部

放射だけでなく、天井下の展炎部から、火炎が接する天井部から、周壁および煙層から、火

炎の間接放射からの外部放射も含まれる。先行研究[1]によって、外部放射により燃焼が加

速することが示されている。本章では、外部放射の影響を定量化して、室内における単一の

固体可燃物の燃え拡がり予測モデルを構築する。このとき必要な物性値は、先行研究[1]の

自由空間燃焼実験のデータを用いて求めた。 

また、周壁および煙層からの放射熱を計算するため、二層ゾーンモデルが使用される。二

層ゾーンモデルでは、火源の発熱速度を用いて、上部層高さ、上部層および下部層温度、下

部層壁面に入射する放射熱流を計算する。本章では、火炎からの放射熱に関して、従来の二

層ゾーンモデルを改良し、外部放射の計算を可能とする。 

 

図 2.1 自由空間での燃焼の概要図   図 2.2 室内での燃焼の概要図 

2.1.2 予測モデルの流れ 

図 2.3 に予測モデルの計算の流れを示す。本モデルは燃え拡がりモデルと二層ゾーンモデ

ルで構成される。第 2.2 節は燃え拡がりモデルの詳細を記述し、第 2.3 節は二層ゾーンモデ

ルの概要と改良点を記述する。また、本研究では Python を使って、モデルの計算プログラ
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ムを作成した。第 2.4 節では、計算プログラムの入力値および出力値を述べる。 

 

図 2.3 単一固体可燃物の燃え拡がりモデルの計算流れ 

2.2 燃え拡がりモデル 

2.2.1 火炎形状の分類 

図 2.4 に天井下における火炎形状の分類を示す。火炎本体を円筒形、展炎部を円盤形に近

似した。実際の火炎を可能な限り再現するために、本モデルは火炎を連続火炎領域（陰影部）

と間欠火炎領域（空白部）に分けている。 

火炎長さは自由空間における火炎長さで近似され、自由空間の火炎長さは Zukoski [2]によ

って提案された式を用いて算出する。自由空間における平均火炎高さは次式で与えられる。 

 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 = 3.4𝑄𝐷
∗ 𝑛𝐷𝑓 (2.2.1) 

自由空間における連続火炎高さは次式で与えられる。 

 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 = 1.8𝑄𝐷
∗ 𝑛𝐷𝑓 (2.2.2) 

ただし、 

 𝑄𝐷
∗ =

𝑄

𝑐𝑝𝜌0𝑇0√𝑔𝐷𝑓
5/2 (2.2.3) 
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 𝑛 = {
2/3 (𝑄∗ < 1)
2/5 (1 < 𝑄∗)

 (2.2.4) 

ただし、𝐷𝑓は火炎直径（円筒部の直径）(m)、𝑄𝐷
∗は無次元発熱速度(-)、𝑄は発熱速度(kW)、

𝑐𝑝は空気の比熱(kJ/kg.K)、𝜌0は空気密度(kg/m3)、𝑇0は空気温度(K)、𝑔は重力加速度(m/s2)であ

る。 

Lc 

H 

Df 

    

 

Lc 

Lm 

Df 

ri 

H 

 

Lc 

Lm 

ri 

H 

Df  
(1) 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 < 𝐻 (2-1) 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 < 𝐻 < 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 

and 
𝑟𝑖 < 𝐷𝑓/2 

(2-2) 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 < 𝐻 < 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 
and 

𝐷𝑓/2 < 𝑟𝑖 

ri rc 

Df 

H 

Lm 

Lc 

 

H Lc 

Lm 

rc ri 

Df  

rc 

H Lc 

Lm 

ri 

Df  
(3-1) 𝐻 < 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒  and 𝑟𝑖 <

𝐷𝑓/2 

(3-2) 𝐻 < 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒  and 𝑟𝑐 <
𝐷𝑓/2 < 𝑟𝑖  

(3-3) 𝐻 < 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒  and 𝐷𝑓/2 <
𝑟𝑐  

図 2.4 天井下における火炎形状の分類 

2.2.2 火炎形状による放射熱の計算方法 

本節では、全ての火炎形状について、内部放射と外部放射の放射熱の計算方法を記述する。 

2.2.2.1 内部放射の放射熱（円筒部）の計算方法 

連続火炎が展炎し、かつ𝐷𝑓/2 < 𝑟𝑐の場合を一例として、内部放射の放射熱の詳細な計算

方法について述べる。ただし、𝐷𝑓は燃焼直径[m]、𝑟𝑐は連続火炎の展炎半径[m]である。図 2.5

に連続火炎が展炎し、かつ𝐷𝑓/2 < 𝑟𝑐の場合の内部放射の概要を示す。連続火炎が展炎する

時、円筒部には間欠火炎領域がないため、内部放射の放射熱は円筒部連続火炎領域からの放

射熱のみである。 
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煙層

試験体

 𝑞𝑓  

 

図 2.5 連続火炎が展炎するかつ𝑫𝒇/𝟐 < 𝒓𝒄場合の内部放射の放射熱 

(1)展炎半径と火炎長さ 

自由空間における連続火炎高さ𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒が天井高さ𝐻に達すると、連続火炎が展炎する。

Faeth[3]の式によると、間欠火炎の展炎半径𝑟𝑖は、連続火炎高さ𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒のうち高さ𝐻を超える

部分の約半分とされ、、式(2.2.5)で与えられる。同様に、連続火炎の展炎半径𝑟𝑐は式(2.2.6)で

与えられる。 

 𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒−𝐻)

2
 (2.2.5) 

 𝑟𝑐 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒−𝐻)

2
 (2.2.6) 

平均火炎長さと連続火炎長さは次式で計算する： 

 𝐿𝑚 = 𝑟𝑖 +𝐻 (2.2.7) 

 𝐿𝑐 = 𝑟𝑐 +𝐻 (2.2.8) 

(2)火炎の放射率 

自由空間では、火源の発熱速度𝑄[kW]のうち放射で放散する成分が円筒部連続火炎領域と

円筒部間欠火炎領域から射出される放射熱流と等しい。本モデルは、室内における火炎円筒

部の放射率𝜀𝑐は、自由空間における火炎の放射率と等しいと仮定し、次式で計算する。 

 𝜀𝑐 =
𝜒𝑄

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 (2.2.9) 

ただし、𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 , 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒は自由空間における火炎円筒部のうちの連続火炎領域、間欠火炎

領域の表面積[m2]、𝐸𝑐𝑐(= 80.5kW/m
2), 𝐸𝑐𝑖(= 51.2kW/m

2)は火炎円筒部の連続火炎領域、間

欠火炎領域の放射発散度 [9]である。𝜒は火源の発熱速度のうち放射成分の割合[-]で、

McGrattan らの提案式[4]を適用し、燃焼直径𝐷𝑓[m]を用いて次式で求める。 

 𝜒 = 0.35exp (−0.05𝐷𝑓) (2.2.10) 

室内では、次式に示すように、火源の発熱速度𝑄のうち放射で放散する成分が円筒部連続

火炎領域、円筒部間欠火炎領域、円盤部連続火炎領域および円盤部間欠火炎領域から射出さ

れる放射熱流と等しい。 
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 𝜀𝑐𝐴𝑐𝑐𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖 = 𝜒𝑄 (2.2.11) 

上式を整理すると、火炎円盤部の放射率は次式で与えられる： 

 𝜀𝑑 =
1−

𝐴𝑐𝑐𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖
𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒𝑄 (2.2.12) 

ただし、𝐸𝑑𝑐(= 80.5kW/m
2)は火炎円盤部の連続火炎領域の放射発散度、𝐸𝑑𝑖(= 47.7kW/m

2)

は火炎円盤部の間欠火炎領域の放射発散度である。𝐴𝑐𝑐, 𝐴𝑐𝑖は火炎円筒部連続火炎領域、円

筒部間欠火炎領域の表面積[m2]、𝐴𝑑𝑐, 𝐴𝑑𝑖火炎円盤部連続火炎領域、円盤部間欠火炎領域の

表面積[m2]次式で与えられる。 

 𝐴𝑐𝑐 = 2 ∙
𝜋

4
𝐷𝑓
2 + 𝜋𝐷𝑓0.9𝐻 (2.2.13) 

 𝐴𝑐𝑖 = 0 (2.2.14) 

 𝐴𝑑𝑐 = 2(𝜋𝑟𝑐
2 −

𝜋

4
𝐷𝑓
2) (2.2.15) 

 Adi = 2(πri
2 − πrc

2) + 2πri(0.1H) (2.2.16) 

(3)形態係数 

円筒部連続火炎領域の底面は燃焼面であるため、燃焼面から円筒部連続火炎領域を見た

時の形態係数𝐹𝑐𝑐は 1 である。 

 𝐹𝑐𝑐 = 1 (2.2.17) 

円筒部は間欠火炎領域が存在ないため、燃焼面から円筒部間欠火炎領域を見た時の形態

係数𝐹𝑐𝑖は 0 である。 

 𝐹𝑐𝑖 = 0 (2.2.18) 

(4)放射熱 

円筒部は間欠火炎領域が存在ないため、内部放射の放射熱は次式で計算する。 

 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 (2.2.19) 

2.2.2.2 外部放射の放射熱の計算方法 

図 2.6 に連続火炎が展炎し、かつ𝐷𝑓/2 < 𝑟𝑐場合の外部放射の概要図を示す。外部放射に

は、展炎部からの放射熱、火炎が接する天井部からの放射熱、周壁および煙層からの放射熱

と火炎からの間接放射が含まれる。 

煙層

試験体

 𝑞𝑑   𝑞𝑤  

 𝑞𝑓 ,𝑟𝑒𝑠  

 

図 2.6 連続火炎が展炎するかつ𝑫𝒇/𝟐 < 𝒓𝒄場合の外部放射の放射熱 
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(1)展炎部からの放射熱 

図 2.7 に燃焼面から展炎部分の円盤部連続火炎領域を見た時の形態係数𝐹𝑑𝑐を示す。𝐹𝑑𝑐は

次式で計算する： 

 𝐹𝑑𝑐 =
1

2
[𝑋4 −√𝑋4

2 − 4(
𝑅4

𝑅2
)2] −

1

2
[𝑋3 −√𝑋3

2 − 4(
𝑅2

𝑅2
)2] (2.2.20) 

ただし、 

 𝑅2 =
𝐷𝑓/2

0.9H
 𝑅4 =

𝐿𝑐−𝐻

0.9H
 𝑋4 = 1+

1+𝑅4
2

𝑅2
2  𝑋3 = 1+

1+𝑅2
2

𝑅2
2  (2.2.21) 

 

図 2.7 燃焼面から円盤部連続火炎領域を見た時の形態係数𝑭𝒅𝒄 

図 2.8 に燃焼面から円盤部間欠火炎領域を見た時の形態係数𝐹𝑑𝑖を示す。𝐹𝑑𝑖は次式で計算

する： 

 𝐹𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋2 −√𝑋2

2 − 4(
𝑅3

𝑅2
)2] − 𝐹𝑑𝑐 −

1

2
[𝑋3 −√𝑋3

2 − 4(
𝑅2

𝑅2
)2] (2.2.22) 

ただし、 

 𝑅2 =
𝐷𝑓/2

0.9H
  𝑅3 =

𝐿𝑚−𝐻

0.9H
 𝑋2 = 1 +

1+𝑅3
2

𝑅2
2   𝑋3 = 1 +

1+𝑅2
2

𝑅2
2  (2.2.22) 

 

図 2.8 燃焼面から円盤部間欠火炎領域を見た時の形態係数𝑭𝒅𝒊 

展炎部からの放射熱は次式で計算する： 

 𝑞𝑑 = 𝜀𝑑𝐸𝑑𝑐𝐹𝑑𝑐 + 𝜀𝑑𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖 (2.2.23) 

(2)火炎が接する天井部からの放射熱 

円盤部の形態係数と同様に、燃焼面から連続火炎が接する天井部を見た時の形態係数𝐹𝑤,𝑐𝑐
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は次式で計算する： 

 𝐹𝑤,𝑐𝑐 =
1

2
[𝑋7 −√𝑋7

2 − 4(
𝑅7

𝑅5
)2] (2.2.24) 

ただし、 

 𝑅7 =
𝑟𝑐

𝐻
    𝑋7 = 1 +

1+𝑅7
2

𝑅5
2  (2.2.25) 

燃焼面から間欠火炎が接する天井部を見た時の形態係数𝐹𝑤,𝑑𝑖は次式で計算する： 

 𝐹𝑤,𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋6 −√𝑋6

2 − 4(
𝑅6

𝑅5
)2] − 𝐹𝑤,𝑐𝑐 (2.2.26) 

 𝑅6 =
𝑟𝑖

𝐻
    𝑋6 = 1+

1+𝑅6
2

𝑅5
2  (2.2.27) 

火炎が接する天井部からの放射熱は次式で計算する： 

 𝑞𝑤 = 𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐 + (1 − 𝜀𝑑)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖

4 𝐹𝑤,𝑑𝑖 (2.2.28) 

ただし、𝜀𝑤は天井部の放射率（=0.9）である。𝑇𝑤,𝑐𝑐は連続火炎が接する天井部の温度、𝑇𝑤,𝑑𝑖

は間欠火炎が接する天井部の温度、次式で与えられる。 

 𝑇𝑤,𝑐𝑐 = 0.67 × (𝑇𝑐𝑐 − 𝑇∞) + 𝑇∞ (2.2.29) 

 𝑇𝑤,𝑑𝑖 = 0.67 × (𝑇𝑑𝑖 − 𝑇∞) + 𝑇∞ (2.2.30) 

ただし、𝑇𝑐𝑐は円筒部連続火炎の温度（=1093K）、𝑇𝑑𝑖は円盤部間欠火炎の温度（=960K）、𝑇∞

は空気温度（=293K）である。 

(3)周壁および煙層からの放射熱、火炎からの間接放射 

本モデルでは、周壁および煙層からの放射熱と火炎からの間接放射の和𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠は下部層壁

面に入射する放射熱流𝑞𝑖,𝑤𝑎に等しい。𝑞𝑖,𝑤𝑎は二層ゾーンモデルで計算できる。 

 𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 = 𝑞𝑖,𝑤𝑎 (2.2.31) 

 

更に、表 2.3 に全ての火炎形状ごとの展炎半径、放射率、形態係数、放射熱の計算式を示

す。 
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表 2.3 全ての火炎形状ごとの展炎半径、放射率、形態係数、放射熱の計算式 

火炎形状 計算項目 部位 火炎領域 計算式 

(1)展炎しない時 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 < 𝐻 

Lm

Lc

H

 

展炎半径 円盤部 

連続火炎領域 𝑟𝑐 = 0 

間欠火炎領域 𝑟𝑖 = 0 

放射率 

円筒部 全て 

𝜀𝑐 =
χQ

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 

 

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒, 

𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒) 

円盤部 全て 𝜀𝑑 = 0 

形態係数 

円筒部 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐 = 1 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖 =
1

2
[𝑋1 −√𝑋1

2 − 4(
𝑅1
𝑅1
)2] 

𝑅1 =
𝐷/2

𝐿𝑐
,  𝑋1 = 1 +

1+𝑅1
2

𝑅1
2  

円盤部 
連続火炎領域 𝐹𝑑𝑐 = 0 

間欠火炎領域 𝐹𝑑𝑖 = 0 

内部放射 円筒部 全て 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 + (1 − 𝜀𝑐)𝜀𝑐𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖 

外部放射 
円盤部 全て 𝑞𝑑 = 0  

天井部 全て 𝑞𝑤 = 0 
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火炎形状 計算項目 部位 火炎領域 計算式 

(2)間欠火炎が展炎する 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 <

𝐻 < 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 

(2-1)円盤部が円筒部に含まれる 

𝑟𝑖 <
𝐷

2
 

Lm

Lc

H

 

展炎半径 円盤部 

連続火炎領域 𝑟𝑐 = 0 

間欠火炎領域 𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

放射率 
円筒部 全て 

𝜀𝑐 =
χQ

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒, 

𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒) 

円盤部 全て 𝜀𝑑 = 0 

形態係数 

円筒部 

 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐 = 1 

間欠火炎領域 
𝐹𝑐𝑖 =

1

2
[𝑋1 −√𝑋1

2 − 4(
𝑅1
𝑅1
)2] 

𝑅1 =
𝐷/2

𝐿𝑐
    𝑋1 = 1 +

1+𝑅1
2

𝑅1
2   

円盤部 
連続火炎領域 𝐹𝑑𝑐 = 0 

間欠火炎領域 𝐹𝑑𝑖 = 0 

天井部 間欠火炎領域 

𝐹𝑤,𝑐𝑖 =
1

2
[𝑋5 −√𝑋5

2 − 4(
𝑅5
𝑅5
)2] 

𝑅5 =
𝐷/2

𝐻
    𝑋5 = 1 +

1 + 𝑅5
2

𝑅5
2  

内部放射 
円筒部 

 
全て 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 + (1 − 𝜀𝑐)𝜀𝑐𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖 

外部放射 
円盤部 全て 𝑞𝑑 = 0 

天井部 全て 𝑞𝑤 = 𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑖
4 𝐹𝑤,𝑐𝑖 
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火炎形状 計算項目 部位 火炎領域 計算式 

(2)間欠火炎が展炎する 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 <

𝐻 < 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 

(2-2)円盤部展炎する 
𝐷

2
< 𝑟𝑖 

Lm

Lc

H

 

そのうち、0.9𝐻 < 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 < 𝐻の時 

Lm

Lc

H

Lm

 

展炎半径 円盤部 

連続火炎領域 𝑟𝑐 = 0 

間欠火炎領域 𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

放射率 

円筒部 全て 

𝜀𝑐 =
χQ

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒, 

𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒) 

円盤部 全て 

𝜀𝑑 =

1 −
𝐴𝑐𝑐𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐 + 𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒𝑄 

円筒部連続火炎領域表面積 

𝐴𝑐𝑐 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷 ×min (𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 , 0.9𝐻) 

円盤部間欠火炎領域表面積 

𝐴𝑐𝑖 =
𝜋

4
𝐷2 +max [0, 𝜋𝐷(0.9𝐻 − 𝐿𝑐)] 

円盤部連続火炎領域表面積 𝐴𝑑𝑐 = 0 

円盤部間欠火炎領域表面積 

Adi = 2(πri
2 −

𝜋

4
𝐷2) + 2πri(0.1H) 

 

形態係数 
円筒部 

 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐 = 1 

間欠火炎領域 𝐹𝑐𝑖 =
1

2
[𝑋1 −√𝑋1

2 − 4(
𝑅1
𝑅1
)2] 
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𝑅1 =
𝐷/2

𝐿𝑐
    𝑋1 = 1 +

1+𝑅1
2

𝑅1
2   

円盤部 

連続火炎領域 𝐹𝑑𝑐 = 0 

間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋2 −√𝑋2

2 − 4(
𝑅3
𝑅2
)2] −

1

2
[𝑋3 −√𝑋3

2 − 4(
𝑅2
𝑅2
)2] 

𝑅2 =
𝐷/2

0.9H
   𝑅3 =

𝐿𝑚−𝐻

0.9H
  

 𝑋2 = 1 +
1+𝑅3

2

𝑅2
2  𝑋3 = 1 +

1+𝑅2
2

𝑅2
2  

天井部 

円筒部間欠火炎

領域と接する 

𝐹𝑤,𝑐𝑖 =
1

2
[𝑋5 −√𝑋5

2 − 4(
𝑅5
𝑅5
)2] 

𝑅5 =
𝐷/2

𝐻
    𝑋5 = 1 +

1 + 𝑅5
2

𝑅5
2  

円盤部間欠火炎

領域と接する 

𝐹𝑤,𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋6 −√𝑋6

2 − 4(
𝑅6
𝑅5
)2] − 𝐹𝑤,𝑐𝑖 

𝑅6 =
𝑟𝑖
𝐻
    𝑋6 = 1 +

1 + 𝑅6
2

𝑅5
2  

内部放射 円筒部 全て 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 + (1 − 𝜀𝑐)𝜀𝑐𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖 

外部放射 
円盤部 間欠火炎領域 𝑞𝑑 = 𝜀𝑑𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖 

天井部 全て 𝑞𝑤 = 𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑖
4 𝐹𝑤,𝑐𝑖 + (1 − 𝜀𝑑)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖

4 𝐹𝑤,𝑑𝑖 
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火炎形状 計算項目 部位 火炎領域 計算式 

(3) 連続火炎が展炎する  𝐻 <

𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 

(3-1)円盤部が円筒部に含まれる。

𝑟𝑖 <
𝐷

2
 

H

Lm

Lc

 

展炎半径 円盤部 

連続火炎領域 𝑟𝑐 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

間欠火炎領域 𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

放射率 
円筒部 全て 

𝜀𝑐 =
χQ

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒, 

𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒) 

円盤部 全て 𝜀𝑑 = 0 

形態係数 

円筒部 

 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐 = 1 

間欠火炎領域 𝐹𝑐𝑖 = 0 

円盤部 
連続火炎領域 𝐹𝑑𝑐 = 0 

間欠火炎領域 𝐹𝑑𝑖 = 0 

天井部 
連続火炎領域と

接する 

𝐹𝑤,𝑐𝑖 =
1

2
[𝑋5 −√𝑋5

2 − 4(
𝑅5
𝑅5
)2] 

𝑅5 =
𝐷/2

𝐻
    𝑋5 = 1 +

1+𝑅5
2

𝑅5
2   

内部放射 円筒部 連続火炎領域 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 

外部放射 
円盤部 / 𝑞𝑑 = 0 

天井部 連続火炎領域 𝑞𝑤 = 𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐 
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火炎形状 計算項目 部位 火炎領域 計算式 

(3) 連続火炎が展炎する  𝐻 <

𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 

(3-2)円盤部連続火炎領域が円筒部

に含まれる。𝑟𝑐 <
𝐷

2
< 𝑟𝑖 

Lm

Lc

H

 

展炎半径 円盤部 

連続火炎領域 𝑟𝑐 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

間欠火炎領域 𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

放射率 

円筒部 全て 

𝜀𝑐 =
χQ

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒, 

𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒) 

円盤部 全て 

𝜀𝑑 =

1 −
𝐴𝑐𝑐𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐 + 𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖

∙ 𝜒𝑄 

円筒部連続火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑐 = 2 ×
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷0.9𝐻 

円盤部間欠火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑖 = 0 

円盤部連続火炎領域表面積 𝐴𝑑𝑐 = 0 

円盤部間欠火炎領域表面積 

Adi = 2(πri
2 −

𝜋

4
𝐷2) + 2πri(0.1H) 

形態係数 

円筒部 

 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐 = 1 

間欠火炎領域 𝐹𝑐𝑖 = 0 

円盤部 

連続火炎領域 𝐹𝑑𝑐 = 0 

間欠火炎領域 
𝐹𝑑𝑖 =

1

2
[𝑋2 −√𝑋2

2 − 4(
𝑅3
𝑅2
)2] −

1

2
[𝑋3 −√𝑋3

2 − 4(
𝑅2
𝑅2
)2] 

 𝑅2 =
𝐷/2

0.9H
 , 𝑅3 =

𝐿𝑚−𝐻

0.9H
, 𝑋2 = 1 +

1+𝑅3
2

𝑅2
2 , 𝑋3 = 1 +

1+𝑅2
2

𝑅2
2  

天井部 
円筒部連続火炎

領域と接する 
𝐹𝑤,𝑐𝑐 =

1

2
[𝑋5 −√𝑋5

2 − 4(
𝑅5

𝑅5
)2]  
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𝑅5 =
𝐷/2

𝐻
    𝑋5 = 1 +

1 + 𝑅5
2

𝑅5
2  

円盤部間欠火炎

領域と接する 

𝐹𝑤,𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋6 −√𝑋6

2 − 4(
𝑅6
𝑅5
)2] − 𝐹𝑤,𝑐𝑐 

𝑅6 =
𝑟𝑖
𝐻
    𝑋6 = 1 +

1 + 𝑅6
2

𝑅5
2  

内部放射 円筒部 連続火炎領域 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 

外部放射 
円盤部 間欠火炎領域 𝑞𝑑 = 𝜀𝑑(1 − 𝜀𝑐)𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖 

天井部 全て 𝑞𝑤 = 𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐 + (1 − 𝜀𝑑)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖

4 𝐹𝑤,𝑑𝑖 
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火炎形状 計算項目 部位 火炎領域 計算式 

(3) 連続火炎が展炎する  𝐻 <

𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 

(3-2) 
𝐷

2
< 𝑟𝑐 

H

Lm

Lc

 

展炎半径 円盤部 

連続火炎領域 𝑟𝑐 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

間欠火炎領域 𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐻)

2
 

放射率 

円筒部 全て 

𝜀𝑐 =
χQ

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
 

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒, 

𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒) 

円盤部 全て 

𝜀𝑑 =

1 −
𝐴𝑐𝑐𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒𝐸𝑐𝑖
𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐 + 𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖

∙ 𝜒𝑄 

円筒部連続火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑐 = 2 ∙
𝜋

4
𝐷2 + 𝜋𝐷0.9𝐻 

円盤部間欠火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑖 = 0 

円盤部連続火炎領域表面積 𝐴𝑑𝑐 = 2(𝜋𝑟𝑐
2 −

𝜋

4
𝐷2) 

円盤部間欠火炎領域表面積 

Adi = 2(πri
2 − πrc

2) + 2πri(0.1H) 

 

形態係数 

円筒部 

 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐 = 1 

間欠火炎領域 𝐹𝑐𝑖 = 0 

円盤部 

連続火炎領域 

𝐹𝑑𝑐 =
1

2
[𝑋4 −√𝑋4

2 − 4(
𝑅4

𝑅2
)2] −

1

2
[𝑋3 −√𝑋3

2 − 4(
𝑅2

𝑅2
)2]  

𝑅2 =
𝐷/2

0.9H
 𝑅4 =

𝐿𝑐−𝐻

0.9H
 𝑋4 = 1+

1+𝑅4
2

𝑅2
2  𝑋3 = 1+

1+𝑅2
2

𝑅2
2  

間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋2 −√𝑋2

2 − 4(
𝑅3

𝑅2
)2] − 𝐹𝑑𝑐 −

1

2
[𝑋3 −

√𝑋3
2 − 4(

𝑅2

𝑅2
)2]  
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𝑅2 =
𝐷/2

0.9H
  𝑅3 =

𝐿𝑚−𝐻

0.9H
 𝑋2 = 1 +

1+𝑅3
2

𝑅2
2   𝑋3 = 1 +

1+𝑅2
2

𝑅2
2  

天井部 

円盤部連続火炎

領域と接する 

𝐹𝑤,𝑐𝑐 =
1

2
[𝑋7 −√𝑋7

2 − 4(
𝑅7

𝑅5
)2]   

𝑅7 =
𝑟𝑐

𝐻
    𝑋7 = 1 +

1+𝑅7
2

𝑅5
2   

円盤部間欠火炎

領域と接する 

𝐹𝑤,𝑑𝑖 =
1

2
[𝑋6 −√𝑋6

2 − 4(
𝑅6
𝑅5
)2] − 𝐹𝑤,𝑐𝑐 

𝑅6 =
𝑟𝑖
𝐻
    𝑋6 = 1 +

1 + 𝑅6
2

𝑅5
2  

内部放射 円筒部 連続火炎領域 𝑞𝑓 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 

外部放射 
円盤部 全て 𝑞𝑑 = 𝜀𝑑𝐸𝑑𝑐𝐹𝑑𝑐 + 𝜀𝑑𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖 

天井部 全て 𝑞𝑤 = 𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐 + (1 − 𝜀𝑑)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖

4 𝐹𝑤,𝑑𝑖 
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2.2.3 単位面積当たりの発熱速度と火炎伝播速度 

2.2.3.1 単位面積当たりの発熱速度 

自由空間では、燃焼面に入射する放射熱流束は火炎からの内部放射のみである。従って、

自由空間における単位面積当たりの燃焼速度は次式で計算する： 

 𝑚”𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒

𝐿
 (2.2.32) 

ただし、𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒は自由空間における火炎からの放射熱流束[kW/m2]、𝐿は材料の分解潜熱

[kJ/kg]である。 

室内では、燃焼面は内部放射と外部放射を受けて、燃焼速度が増加する。図 2.9 に燃焼面

に入射する放射熱流束を示す。室内における単位面積当たりの燃焼速度は次式で計算する： 

smoke

combustible

 𝑞𝑓  

 𝑞𝑑   𝑞𝑤  

 𝑞𝑓 ,𝑟𝑒𝑠  

 𝑚′′  
 

図 2.9 外部放射による燃焼速度の増加 

 𝑚” =
𝑞𝑓+𝑞𝑖𝑛𝑐

𝐿
 (2.2.33) 

ただし、𝑞𝑓は室内における内部放射の放射熱[kW/m2]、𝑞𝑖𝑛𝑐は外部放射の放射熱[kW/m2]であ

る。𝑞𝑖𝑛𝑐は展炎部からの放射熱𝑞𝑑、火炎が接する天井部から放射熱𝑞𝑤、周壁および煙層から

の放射熱と火炎からの間接放射𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠の和で与えられる： 

 𝑞inc = 𝑞𝑑 + 𝑞𝑤 + 𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 (2.2.34) 

式(2.2.32)を式(2.2.33)で割り、整理すると、室内における単位面積あたりの燃焼速度

𝑚”[kg/m2.s]は次式で表される： 

 𝑚” = (𝑞𝑓 + 𝑞𝑖𝑛𝑐) ∙
𝑚”𝑓𝑟𝑒𝑒

𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒
 (2.2.35) 

室内における単位面積当たりの発熱速度𝑞0[kW/m2]は、燃焼速度と単位質量当たりの発熱

量の積であり、次式で表される： 

 𝑞0 = (𝑞𝑓 + 𝑞𝑖𝑛𝑐) ∙
𝑚”𝑓𝑟𝑒𝑒

𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒
∙ ∆𝐻 = (𝑞𝑓 + 𝑞𝑖𝑛𝑐) ∙

∆𝐻

𝐿
 (2.2.36) 

ただし、
∆𝐻

𝐿
は一定値であり、自由空間燃焼実験により求めることができる。 

外部放射が燃焼面に到達するためには、火炎円筒部を透過する必要があることを考慮す
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ると、補正された単位面積あたりの発熱速度は次式で表される： 

 𝑞0 = (𝑞𝑓 + 𝜏𝑐𝑞𝑖𝑛𝑐) ∙
∆𝐻

L
 (2.2.37) 

ただし、𝜏𝑐は火炎円筒部の透過率[-]であり、次式で計算する： 

 𝜏𝑐 = (1 − 𝜀𝑐) × 𝑓 (2.2.38) 

ただし、𝜀𝑐は火炎円筒部の放射率であり、第 2.2.2.1 節の式(2.2.9)で計算する。また、𝜀𝑐は火

炎全体の平均放射率であるが、火炎基部では粒子密度が高く透過率が低いため、減衰係数𝑓

を導入する。本研究では、𝑓の数値を 0.8 としている。 

2.2.3.2 火炎伝播速度 

自由空間では、予熱面に入射する熱流は火炎からの内部放射のみである。自由空間におけ

る火炎伝播速度として、次式が提案されている[5]。 

 𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 =
𝛿𝑓

𝑡𝑖𝑔
= [

4𝛿𝑓

𝜋𝑘𝜌𝑐(𝑇𝑖𝑔−𝑇0)
2] 𝑞𝑓𝑙,𝑓𝑟𝑒𝑒

2 (2.2.39) 

ただし、𝛿𝑓は予熱長さ[m]、𝑘𝜌𝑐は材料の熱慣性[kWs1/2/(m2・K)]、𝑇𝑖𝑔は可燃物の着火温度[K]、

𝑇0は初期温度[K]、𝑞𝑓𝑙は火炎から予熱面への入射熱流[kW/m2]である。ここで、式(2.2.39)に

おいて、[  ]で囲まれた部分は可燃物の材質によって決まる物性値であるため、定数で近似

できる。 

室内では、予熱面は内部放射と外部放射を受けて、火炎伝播速度が増加する。図 2.10 に

予熱面に入射する放射熱流束を示す。室内における火炎伝播速度は次式で計算する： 

smoke

preheating surface

combustible

 𝑞𝑓  

 𝑞𝑑  
 𝑞𝑤  

 𝑣𝑓  
 𝑞𝑓 ,𝑟𝑒𝑠  

 

図 2.10 外部放射による火炎伝播速度の増加 

 𝑣𝑓 = [
4𝛿𝑓

𝜋𝑘𝜌𝑐(𝑇𝑖𝑔−𝑇0)
2] (𝑞𝑓𝑙 + 𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙)

2 (2.2.40) 

ただし、𝑞𝑓𝑙は予熱面に入射する内部放射[kW/m2]、𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙は予熱面に入射する外部放射[kW/m2]

である。式(2.2.39)を式(2.2.40)で割ることにより、室内における火炎伝播速度は次式で与え

られる： 
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 𝑣𝑓 = (
𝑞𝑓𝑙+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙

𝑞𝑓𝑙,𝑓𝑟𝑒𝑒
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 (2.2.41) 

予熱面から円筒部を見た時の形態係数は 0.5 となるため、自由空間と室内における円筒部か

ら予熱面への入射熱流は次式で与えられる： 

 𝑞𝑓𝑙,𝑓𝑟𝑒𝑒 = 0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 (2.2.42) 

 𝑞𝑓𝑙 = 0.5𝑞𝑓 (2.2.43) 

外部放射に関しては、𝑞𝑑、𝑞𝑤と𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠を考慮した。火炎形状によって、𝑞𝑑と𝑞𝑤の一部は円

筒部を透過するが、残りは透過しない。この割合は火炎形状に依存し、正確な計算は複雑と

なる。そのため、本研究では、70%の𝑞𝑑と𝑞𝑤が円筒部を透過し、30%が透過しないと仮定し

た。更に、火炎基部に温度の高い炎があるため、全ての外部放射が火炎基部を通過して予熱

面に到達するのは困難であると考えられる。そのため、外部放射の半分のみが予熱面に到達

すると仮定した。従って、予熱面に入射する外部放射は次式で与えられる： 

 𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙 = 0.5[0.3(𝑞𝑑 + 𝑞𝑤) + 0.7𝜏𝑐(𝑞𝑑 + 𝑞𝑤)] + 0.5𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 (2.2.44) 

また、本モデルは鉛直下向きの火炎伝播速度も考慮している。燃え拡がり先端が可燃物上

面の端部に到達した後は、可燃物の側面の鉛直下方に沿って拡がる。実験によると、鉛直下

方の火炎伝播速度は水平方向火炎伝播速度の約半分である。これより、火炎伝播速度は次式

で与えられる： 

 𝑣𝑓 =

{
 

 (
0.5𝑞𝑓+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙

0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒                              𝐷𝑓 ≤ 𝑊𝑢

0.5 (
0.5𝑞𝑓+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙

0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒                         𝐷𝑓 > 𝑊𝑢

 (2.2.45) 

 𝑊𝑢 = √4𝐴𝑡𝑜𝑝/𝜋 (2.2.46) 

ただし、𝐷𝑓は燃焼直径[m]、𝑊𝑢は試験体の上面における等価直径[m]、𝐴𝑡𝑜𝑝は試験体上面の面

積[m2]である。本研究では、試験体上面は正方形であるため、𝑊𝑢は試験体の幅と等しい。 

2.2.4 換気支配における燃焼面の形状 

火災室の開口が小さい場合には、可燃物に十分な酸素が供給されず、燃焼が抑制される。

この場合は、室内で燃焼可能な発熱速度の上限は次式で与えられる。本モデルでは、

𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡[kW]を発熱速度の最大値として設定する。 

 𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡 = 1500𝐵𝑜𝐻𝑜√𝐻𝑜 (2.2.47) 

ただし、𝐵𝑜は火災室の開口幅[m]、𝐻𝑜は開口高さ[m]である。 

(1) 燃え尽きが始まる前 

燃え尽きが始まる前の火炎伝播速度を図 2.11 に示す。時刻 t における燃焼半径を𝑟𝑓[m]、

燃え拡がり先端の高さを𝑧𝑓[m]とする。1 秒後、燃え拡がり先端は水平方向に𝑣𝑓、鉛直下方に

𝑣𝑑拡がるとする。時刻 0 から t までの総発熱量は、試験体が厚さ𝑧𝑓まで燃焼した場合の総発

熱量に等しい。従って、𝑧𝑓は次式で与えられる。 

 𝑧𝑓 =
∫ 𝑞0(𝑡)𝑑𝑡
𝑡

0

𝜌u∆𝐻
 (2.2.48) 
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ただし、𝑞0は単位面積当たりの発熱速度[kW/m2]、𝜌uは試験体の密度[kg/m3]、∆𝐻は赤尾ら[3]

が測定した単位質量当たりの発熱量（=29,410kJ/kg）である。 

 

rf vf 

zf 

vd 試験体

Δt=1s

vd 

Hu,eff 

 

図 2.11 燃え尽きが始まる前の火炎伝播速度 

同様に、換気支配時において、1 秒間の発熱量は厚さ𝑣𝑑[m]の試験体が燃焼した場合の発

熱量に等しい。この時、𝑣𝑑は次式を用いて求めることができる。 

 𝑣𝑑 =
𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡

𝐴𝑓𝜌u∆𝐻
 (2.2.49) 

ただし、𝐴𝑓は燃焼面積[m2]である。 

図 2.11 に示す三角形の相似則を用いることで、水平方向の火炎伝播速度𝑣𝑓[m/s]を次式に

より求めることができる。 

 𝑣𝑓 = 𝑣𝑑
𝑟𝑓

𝑧𝑓
 (2.2.50) 

(2) 燃え尽きが始まった後 

燃え尽きが始まった後の火炎伝播速度を図 2.12 に示す。換気支配型燃焼の場合、発熱速

度の最大値は𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡になる。従って、次式に示すように、試験体が 1 秒間に燃焼して放出す

る熱量は𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡となる。 

 𝑉𝑢𝜌u∆𝐻 = 𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡 (2.2.51) 

ただし、𝑉𝑢は試験体が 1 秒間に燃焼する体積（図 2.12 の赤色部分の体積）式(2.2.55)で与え

られる。 

rf vf

試験体

Hu,eff 

rb 

Δt=1s

 

図 2.12 燃え尽きが始まった後の火炎伝播速度 

赤色部分の上面の面積（ドーナツ形状）は 

 𝜋(𝑟𝑓 + 𝑣𝑓)
2
− 𝜋𝑟𝑓

2 = 2𝜋𝑟𝑓𝑣𝑓 + 𝜋𝑣𝑓
2 (2.2.52) 
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赤色部分の底面の面積（ドーナツ形状）は 

 𝜋(𝑟𝑏 + 𝑣𝑓)
2
− 𝜋𝑟𝑏

2 = 2𝜋𝑟𝑏𝑣𝑓 + 𝜋𝑣𝑓
2 (2.2.53) 

となる。上面と底面の面積の平均値は 

 𝜋(𝑟𝑓 + 𝑟𝑏)𝑣𝑓 + 𝜋𝑣𝑓
2 (2.2.54) 

となる。従って、試験体が 1 秒間に燃焼する体積𝑉u次式で近似できる。 

 𝑉u = {𝜋(𝑟𝑓 + 𝑟𝑏)𝑣𝑓 + 𝜋𝑣𝑓
2}𝐻𝑢,𝑒𝑓𝑓 (2.2.55) 

式(2.2.55)を式(2.2.51)に代入して、整理すると、燃え尽きが始まった後の火炎伝播速度は

次式で与えられる。 

 𝑣𝑓 = √
𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡

𝜋𝐻𝑢,𝑒𝑓𝑓𝜌∆𝐻
+ (

𝑟𝑓+𝑟𝑏

2
)2 −

𝑟𝑓+𝑟𝑏

2
 (2.2.56) 

換気支配時には、室内の発熱速度が最大値𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡なので、発熱速度を燃焼面積で割って単

位面積当たりの発熱速度を求める。 

 𝑞0 =
𝑄𝑣𝑒𝑛𝑡

𝐴𝑓
 (2.2.57) 

2.2.5 燃え尽き開始時間と燃え尽き面拡大速度 

図 2.13(a)に示すように、試験体上面の中心点から着火した後は、燃焼面が水平方向に広

がると同時に、鉛直方向にも広がる。火炎の燃え拡がり先端が試験体の底面に辿り着くと、

燃え尽きが始まる。燃え尽き開始時間𝑡𝑏は次式で与えられる。 

 ∫ [𝑞0
𝑡𝑏
0

(𝑡)∆𝑡]𝑑𝑡 = ℎ∆𝐻𝜌𝑢 (2.2.58) 

ただし、𝑞0は単位面積当たりの発熱速度[kW/m2]、∆𝐻は試験体単位質量当たりの発熱量

[kJ/kg]、𝜌𝑢は試験体の密度[kg/m3]である。 

図 2.13(b)に示すように、燃え尽き面の拡大速度は燃焼面の拡大速度と等しいとすると燃

え尽き直径𝐷𝑏は次式で与えられる。 

 𝐷𝑏(𝑡) =  {
0                       𝑡 < 𝑡𝑏
𝐷𝑓(𝑡−𝑡𝑏)

          𝑡 ≥ 𝑡𝑏
 (2.2.59) 

Df

he

2rf,max

Db

  

Df

Db
 

(a)試験体の断面図  (b)燃え尽き直径と燃焼直径 

図 2.13 燃え尽きが始まる後の火炎伝播速度 

2.2.6 最大燃焼直径 

本研究では、全ての可燃物の底面が正方形の直方体である。直方体の可燃物が燃焼する際、

最大燃焼面積は可燃物の上面の面積と見なされることが多い。しかし、最大燃焼時には、側

面も燃焼する。図 2.14(a)に示すように、元の燃焼面の形状では、上面と側面の一部が燃焼す

る。計算の簡便化のため、図 2.14(b)に示すように、側面の燃焼面を上面に移し、上面のみが
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燃焼すると仮定した。この時、上面の面積は図 2.14(a)における上面と側面の燃焼面積の和

である。可燃物の体積を一定に保つように厚さが設定され、可燃物の有効長さ𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓（＝有

効幅𝐷𝑢,𝑒𝑓𝑓）、有効高さ𝐻𝑢,𝑒𝑓𝑓、最大燃焼直径𝐷𝑓,𝑚𝑎𝑥は次式で与えられる。 

 𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓
2 = 𝑊𝑢𝐷𝑢 + 2𝑊𝑢ℎ𝑓 + 2𝐷𝑢ℎ𝑓 (2.2.60) 

 𝐻𝑢,𝑒𝑓𝑓 =
𝑊𝑢𝐷𝑢𝐻𝑢

𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓𝐷𝑢,𝑒𝑓𝑓
 (2.2.61) 

 𝐷𝑓,𝑚𝑎𝑥
2 = 𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓

2 +𝐷𝑢,𝑒𝑓𝑓
2  (2.2.62) 

ただし、ℎ𝑓は試験体側面燃焼高さの最大値[m]である。実験によって、ℎ𝑓は次式で近似でき

る。 

 ℎ𝑓 = min (0.2, 0.6ℎ) (2.2.63) 

hf

Wu Wu,eff

Hu

Hu,eff

 

(a)元の可燃物          (b)計算用の可燃物 

図 2.14 燃え尽きが始まる後の火炎伝播速度 

2.2.7 燃焼面積と発熱速度 

燃焼面は中心点を基準にして、円形に拡がるので、燃焼面積は円形として計算した。図

2.15(b)に示すように、燃焼面積は燃え拡がり先端が端部に到達した後は、正味の面積(赤色

部の面積)とした。その後、図 2.15(c)に示すように、燃焼面積は変化せず、上面の面積と同

じである。燃焼面積𝐴𝑓の計算式を次式に示す。 

 

(a)  (b)  (c) 

図 2.15 燃え尽きが始まる後の火炎伝播速度 

𝐴𝑓 =

{
 
 

 
 
𝜋

4
𝐷𝑓
4                                                                                                          𝐷𝑓 ≤ 𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓

[
1

2
(
𝜋

4
− 𝜃𝑎)

𝐷𝑓

2

2
+
1

2
×
𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓

2
×
𝐷𝑓

2
𝑠𝑖𝑛𝜃𝑎] × 8              𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓 <  𝐷𝑓 ≤ 𝐷𝑓,𝑚𝑎𝑥 

𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓 × 𝐷𝑢,𝑒𝑓𝑓                                                                                     𝐷𝑓,𝑚𝑎𝑥 < 𝐷𝑓

 (2.2.64) 
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 𝐷𝑑＝𝐷𝑓,𝑚𝑎𝑥 (2.2.65) 

ただし、 

𝐷𝑑 = 2√(
𝑊𝑢,𝑒𝑓𝑓

2
)2 + (

𝐷𝑢,𝑒𝑓𝑓

2
)2 ,対角線の長さ 

𝜃𝑎 = 𝑐𝑜𝑠
−1(

𝑊𝑢

𝐷𝑓
) 、 

𝐷𝑓は燃焼直径である。 

以上のことより、新しい時刻の発熱速度は次式で計算して更新する。 

 𝑄 = 𝑞0𝐴𝑓 (2.2.66) 

2.3 二層ゾーンモデルの改良 

2.3.1 二層ゾーンモデルの概要 

初期火災の問題を扱う場合、室の上部に高温の煙層が、室の下部に低温の空気層が形成さ

れると見なす二層ゾーンモデル[6]がしばしば使われる。二層ゾーンモデルの概要図を図 2.16

に示す。火災空間では、燃焼により熱が与えられることによって気体の温度が上昇し、周壁

との間には熱伝達による熱の移動が生じる。また、開口を通した温度差による換気により、

隣接空間との間に気体と熱の移動が生じる。 

mso

msi

mai

mao
mp

mb,Tb

Ta, ρa, Va 

Ts, ρs, Vs 

Q

Qhs

Qha
T , ρ  

Af

H

Zs Ho

Qf

 

図 2.16 二層ゾーンモデルの概要図 

ここで、𝑇𝑠：上部層(煙層)の気体の温度[K] 

 𝑇𝑎：下部層(空気層)の気体の温度[K]  

 𝑇∞：室外温度（＝初期温度）[K] 

 𝜌𝑠：上部層(煙層)の気体の密度[kg/m3] 

 𝜌𝑎：下部層(空気層)の気体の密度[kg/m3] 
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 𝜌∞：室外の気体の密度[kg/m3] 

 𝑉𝑠：上部層(煙層)の体積[K] 

 𝑉𝑎：上部層(空気層)の体積[K] 

 𝑄：発熱速度[kW] 

 𝑄𝑓：火災プルームが火炎から得る熱量[kW]  

 𝑄ℎ𝑠：熱伝達により上部層(煙層)が得る熱量[kW]（放射＋対流） 

 𝑄ℎ𝑎：熱伝達により下部層(空気層)が得る熱量[kW] （放射＋対流） 

 𝑚𝑝：プルームに巻き込まれる質量流量[kg/s] 

 𝑚𝑏：可燃物の燃焼速度[kg/s] 

𝑚̇𝑎𝑜：開口を通じて下部層から流出する流量[kg/s] 

𝑚̇𝑎𝑖：開口を通じて下部層に流入する流量[kg/s] 

𝑚̇𝑠𝑜：開口を通じて上部層から流出する流量[kg/s] 

𝑚̇𝑠𝑖：開口を通じて上部層に流入する流量[kg/s] 

である。 

2.3.1.1 ゾーンの保存式 

ゾーンモデルでは、上部層温度、下部層温度、境界面の位置（煙層高さ）を計算する。こ

れらは、ゾーンの質量、熱エネルギー、化学種の保存式から導かれる。以下の式において、

考えているゾーンは𝑖で識別するが、表記上の簡潔さのため流出入を区別する必要のある開

口流量以外は添え字の𝑖を省略している。 

（１）質量の保存 

ゾーンの中では、燃焼反応が起こっているが、化学反応では質量は変化しないので、ゾー

ン中の気体の質量は、ゾーンの境界を通しての流れに伴う質量の出入りによってのみ変化

する。 

𝑑

𝑑𝑡
(𝜌𝑉) =∑(−𝑚𝑖𝑗 +𝑚𝑗𝑖)

𝑗

(2.3.1) 

ここで、𝜌：ゾーンの気体の密度[kg/m3] 

 𝑉：ゾーンの体積[m3] 

 𝑚̇𝑖𝑗：ゾーンの境界を通して流出する気体の質量流量[kg/s] 

 𝑚̇𝑗𝑖：ゾーンの境界を通して流入する気体の質量流量[kg/s] 

である。∑𝑗 は隣接するゾーンに対して流入と流出の和をとることを意味する。これらの

質量の流出入は、開口を通る気体の移動、火災プリュームに伴って発生する。 

 

（２）熱エネルギーの保存 

各ゾーンの熱エネルギーの保存は次のように表される。 

𝑑

𝑑𝑡
(𝑐𝑝𝜌𝑉𝑇) = 𝑄̇𝑓 + 𝑄̇ℎ +∑𝑐𝑝

𝑗

(−𝑚𝑖𝑗𝑇 +𝑚𝑗𝑖𝑇𝑗) (2.3.2) 
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ここで、  𝑇：ゾーンの温度[K] 

 𝑇𝑗：隣接するゾーンの温度[K] 

 𝑄̇𝑓：ゾーンが火災プルームから得る熱量[kW] 

 𝑄̇ℎ：ゾーンが周壁との熱伝達により得る熱量[kW] 

 𝑐𝑝：ゾーンの気体の定圧比熱[kJ/kg.K] 

である。 

 

（３）化学種の保存 

各ゾーン中の特定の化学種𝑙の量の変化は、境界を通じて流出入する気体中の化学種𝑙の濃

度が異なること、ゾーン内の化学反応（燃焼）によって化学種𝑙が発生または消費されるこ

とによって起こる。従って、𝑌𝑙を化学種𝑙の質量分率[kg/kg]とすると、化学種の保存は次式で

表せる。 

𝑑

𝑑𝑡
(𝑌𝑙𝜌𝑉) =∑(−𝑌𝑙𝑚̇𝑖𝑗 + 𝑌𝑙𝑚̇𝑗𝑖) + Γ𝑙

𝑗

(2.3.3) 

また、Γ𝑙はゾーンでの化学種𝑙の生成速度[kg/s]であり、次式で与えられる。 

Γ𝑙 =
(𝑣𝑙
" − 𝑣𝑙

′)𝑀𝑙
𝑣𝑓
′𝑀𝑓

𝑚̇𝑏 (2.3.4) 

ただし、 𝑚̇𝑏：燃焼速度[kg/s]  

 𝑀𝑓：燃料の分子量[-] 

 𝑀𝑙：化学種𝑙の分子量[-] 

 𝑣𝑙
′：原系の化学種𝑙の化学量論係数[-] 

 𝑣𝑙
"：生成系の化学種𝑙の化学量論係数[-] 

である。 

2.3.1.2 開口流量 

(1)中性帯高さ 

開口流量を圧力の関数で表す際、中性帯高さを用いると分かりやすい。ここでは、室内に

二層の温度分布が存在し、室外の温度が一様である場合について考える。 

室内外の高さ𝑧での圧力𝑝𝑖𝑛(𝑧)及び𝑝𝑜𝑢𝑡(𝑧)はそれぞれ次式で表される。 

 

𝑝𝑖𝑛(𝑧) = {
𝑝𝑖𝑛(0) − 𝜌𝑎𝑔𝑧                                 (𝑧 ≤ 𝑍𝑠)

𝑝𝑖𝑛(0) − 𝜌𝑎𝑔𝑍𝑠 − 𝜌𝑠𝑔(𝑧 − 𝑍𝑠)  (𝑧 > 𝑍𝑠)
(2.3.5) 

 

𝑝𝑜𝑢𝑡(𝑧) = 𝑝𝑜𝑢𝑡(0) − 𝜌∞𝑔𝑧 (2.3.6) 

中性帯高さは、式(2.3.5)と式(2.3.6)を等置することにより、次のように得られる。 

𝑍𝑛𝑎 =
𝑝𝑜𝑢𝑡(0) − 𝑝𝑖𝑛(0)

(𝜌∞ − 𝜌𝑎)𝑔
(2.3.7) 



 

34 

𝑍𝑛𝑠 =
𝑝𝑜𝑢𝑡(0) − 𝑝𝑖𝑛(0)

(𝜌∞ − 𝜌𝑠)𝑔
+
𝜌𝑎 − 𝜌𝑠
𝜌∞ − 𝜌𝑠

𝑍𝑠 (2.3.8) 

表記の簡単のため、これ以降、𝑝𝑜𝑢𝑡(0) − 𝑝𝑖𝑛(0) = ∆𝑝とする。また、計算の際には、𝑇𝑠 , 𝑇𝑎

が𝑇∞と非常に近い値の時は、数値的不定を避けるため 𝑇𝑠, 𝑇𝑎を𝑇∞+0.1℃とする。 

(2)圧力差分布 

池松ら[7]に従い、火災室を想定した𝑇∞ < 𝑇𝑎 < 𝑇𝑠の場合、圧力差分布と開口流量の向きの

関係として以下の７つの場合が考えられる。 
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表 2.4 外気温<下部層温度<上部層温度(𝑻∞ < 𝑻𝒂 < 𝑻𝒔)の場合の圧力差分布 

煙層高さ(𝒁𝒔)と 

中性帯高さ(𝑍𝑛𝑎 ,𝑍𝑛𝑠) 

による場合分け 

 

圧力差分布と開口流量の向き 

（a）𝒁𝒔 ≥ 𝑯𝒐 

 𝑍𝑛𝑎 < 0  

 

 

 

（b）𝒁𝒔 ≥ 𝑯𝒐 

 0 ≤ 𝑍𝑛𝑎 < 𝐻𝑜 

 

 

 

（c）𝒁𝒔 ≥ 𝑯𝒐 

 𝑍𝑛𝑎 ≥ 𝐻𝑜  

 

 

 

中性帯高さ𝑍𝑛𝑎 

煙層高さ𝑍𝑠 
開口高さ𝐻𝑜 

𝑍𝑛𝑎 

煙層高さ𝑍𝑠 開口高さ𝐻𝑜 

𝑍𝑛𝑎 

煙層高さ𝑍𝑠 開口高さ𝐻𝑜 

下部層から流出 

下部層で流出入 

下部層に流入 



 

36 

（d）𝒁𝒔 < 𝑯𝒐 

  𝑍𝑛𝑎 < 0  

 

 

 

（e）𝒁𝒔 < 𝑯𝒐  

0 ≤ 𝑍𝑛𝑎 < 𝑍𝑠  

 

 

 

（f）𝒁𝒔 < 𝑯𝒐 ,   

  𝑍𝑛𝑎 ≥ 𝑍𝑠かつ𝑍𝑛𝑠 < 𝐻𝑜 

 

 

 

(g) 𝒁𝒔 < 𝑯𝒐  

  𝑍𝑛𝑎 ≥ 𝑍𝑠かつ𝑍𝑛𝑠 ≥ 𝐻𝑜 

 

 

 

 

(3)開口流量の計算式 

本節ではそれぞれの場合の開口流量の計算式を示す。開口流量は中性帯高さを用いて表

すことができる。 

𝑍𝑛𝑎 

煙層高さ𝑍𝑠 

𝑍𝑛𝑠 

煙層高さ𝑍𝑠 

𝑍𝑛𝑎 

𝑍𝑛𝑠 

開口高さ𝐻𝑜 

開口高さ𝐻𝑜 

煙層高さ𝑍𝑠 
𝑍𝑛𝑠 𝑍𝑛𝑎 

開口高さ𝐻𝑜 

𝑍𝑛𝑎 

煙層高さ𝑍𝑠 

𝑍𝑛𝑠 開口高さ𝐻𝑜 

上部層から流出 

下部層から流出 

上部層から流出 

下部層で流出入 

上部層から流出 

上部層を通って 

下部層に流入 

下部層に流入 

上部層を通って 

下部層に流入 

下部層に流入 
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以下では、 

𝛼：流量係数[-] 

𝐵：開口の幅[m] 

𝑚𝑎𝑜:開口を通じて下部層から流出する流量[kg/s] 

𝑚𝑎𝑖:開口を通じて下部層に流入する流量[kg/s] 

𝑚𝑠𝑜:開口を通じて上部層から流出する流量[kg/s] 

𝑚𝑠𝑖:開口を通じて上部層に流入する流量[kg/s] 

とする。 

(a) 𝒁𝒔 ≥ 𝑯𝒐, 𝑍𝑛𝑎 < 0 

𝑚̇𝑎𝑜 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑎𝑑𝑧
𝐻𝑜

0

  

 =
2

3
 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎) {(𝐻𝑜 − 𝑍𝑛𝑎)

3 2⁄ − (−𝑍𝑛𝑎)
3
2} (2. 𝑎1) 

𝑚̇𝑎𝑖 = 0 (2. 𝑎2) 

𝑚̇𝑠𝑜 = 0 (2. 𝑎3) 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑎4) 

(b) 𝒁𝒔 ≥ 𝑯𝒐, 0 ≤ 𝑍𝑛𝑎 < 𝐻𝑜 

𝑚̇𝑎𝑜 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑎𝑑𝑧
𝐻𝑜

𝑍𝑛𝑎

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎)(𝐻𝑜 − 𝑍𝑛𝑎)

3 2⁄
 (2. 𝑏1) 

𝑚̇𝑎𝑖 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑍𝑛𝑎 − 𝑧𝑑𝑧
𝑍𝑛𝑎

0

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)𝑍𝑛𝑎

3 2⁄  (2. 𝑏2) 

𝑚̇𝑠𝑜 = 0 (2. 𝑏3) 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑏4) 

(c) 𝒁𝒔 ≥ 𝑯𝒐, 𝑍𝑛𝑎 ≥ 𝐻𝑜 

𝑚̇𝑎𝑜 = 0 (2. 𝑐1) 

𝑚̇𝑎𝑖 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑍𝑛𝑎 − 𝑧𝑑𝑧
𝐻𝑜

0

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎){−(𝑍𝑛𝑎 −𝐻𝑜)

3 2⁄ + 𝑍𝑛𝑎
3 2⁄ } (2. 𝑐2) 

𝑚̇𝑠𝑜 = 0 (2. 𝑐3) 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑐4) 

(d) 𝒁𝒔 < 𝑯𝒐, 𝑍𝑛𝑎 < 0 
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𝑚̇𝑎𝑜 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑎𝑑𝑧
𝑍𝑠

0

  

 =
2

3
 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎){(𝑍𝑠 − 𝑍𝑛𝑎)

3 2⁄ − (−𝑍𝑛𝑎)
3 2⁄ } (2. 𝑑1) 

𝑚̇𝑎𝑖 = 0 (2. 𝑑2) 

𝑚̇𝑠𝑜 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑠(𝜌∞ − 𝜌𝑠)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑠𝑑𝑧
𝐻𝑜

𝑍𝑠

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑠(𝜌∞ − 𝜌𝑠){(𝐻𝑜 − 𝑍𝑛𝑠)

3 2⁄ − (𝑍𝑠 − 𝑍𝑛𝑠)
3 2⁄ } (2. 𝑑3) 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑑4) 

(e) 𝒁𝒔 < 𝑯𝒐 , 0 ≤ 𝑍𝑛𝑎 < 𝑍𝑠 

𝑚̇𝑎𝑜 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑎𝑑𝑧
𝑍𝑠

𝑍𝑛𝑎

  

 = 
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑎(𝜌∞ − 𝜌𝑎)(𝑍𝑠 − 𝑍𝑛𝑎)

3 2⁄
 (2. 𝑒1) 

𝑚̇𝑎𝑖 =  𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑍𝑛𝑎 − 𝑧𝑑𝑧
𝑍𝑛𝑎

0

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)𝑍𝑛𝑎

3 2⁄  (2. 𝑒2) 

𝑚̇𝑠𝑜 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑠(𝜌∞ − 𝜌𝑠)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑠𝑑𝑧
𝐻𝑜

𝑍𝑠

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑠(𝜌∞ − 𝜌𝑠){(𝐻𝑜 − 𝑍𝑛𝑠)

3 2⁄ − (𝑍𝑠 − 𝑍𝑛𝑠)
3 2⁄ } (2. 𝑒3) 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑒4) 

(f) 𝒁𝒔 < 𝑯𝒐 ,   𝑍𝑛𝑎 ≥ 𝑍𝑠かつ𝑍𝑛𝑠 < 𝐻𝑜 

𝑚̇𝑎𝑜 = 0 (2. 𝑓1) 

𝑚̇𝑎𝑖 = 𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑍𝑛𝑎 − 𝑧𝑑𝑧 + 𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑠)∫ √𝑍𝑛𝑠 − 𝑧𝑑𝑧
𝑍𝑛𝑠

𝑍𝑆

𝑍𝑆

0

   

 

=
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎){−(𝑍𝑛𝑎 − 𝑍𝑆)

3 2⁄ + 𝑍𝑛𝑎
3 2⁄ }

+
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑠)(𝑍𝑛𝑠 − 𝑍𝑠)

3 2⁄  

(2. 𝑓2) 

𝑚̇𝑠𝑜 =  𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑠(𝜌∞ − 𝜌𝑠)∫ √𝑧 − 𝑍𝑛𝑠𝑑𝑧
𝐻𝑜

𝑍𝑛𝑠

  

 =
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌𝑠(𝜌∞ − 𝜌𝑠)(𝐻𝑜 − 𝑍𝑛𝑠)

3 2⁄  (2. 𝑓3) 



 

39 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑓4) 

(g) 𝒁𝒔 < 𝑯𝒐 , 𝑍𝑛𝑎 ≥ 𝑍𝑠かつ𝑍𝑛𝑠 ≥ 𝐻𝑜 

𝑚̇𝑎𝑜 = 0 (2. 𝑔1) 

𝑚̇𝑎𝑖 =  𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎)∫ √𝑍𝑛𝑎 − 𝑧𝑑𝑧 + 𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑠)∫ √𝑍𝑛𝑠 − 𝑧𝑑𝑧
𝐻𝑜

𝑍𝑆

𝑍𝑆

0

  

 

=
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑎){−(𝑍𝑛𝑎 − 𝑍𝑆)

3 2⁄ + 𝑍𝑛𝑎
3 2⁄ }

+
2

3
𝛼𝐵√2𝑔𝜌∞(𝜌∞ − 𝜌𝑠){−(𝑍𝑛𝑠 −𝐻𝑜)

3 2⁄ + (𝑍𝑛𝑠 − 𝑍𝑠)
3 2⁄ } 

(2. 𝑔2) 

𝑚̇𝑠𝑜 = 0 (2. 𝑔3) 

𝑚̇𝑠𝑖 = 0 (2. 𝑔4) 

(4)開口流量の計算の流れ 

開口流量を求める際には、圧力差を仮定し、開口流量が満たすべき条件式を使って反復計

算で開口流量を求める。従来のモデルは、ニュートン法を用いて反復計算を行っていたが、

ニュートン法では数値的に収束できないことがあるため、本モデルは割線法を用いて計算

を行った。計算手順を以下に示す。 

①室内外の床面圧力差∆𝑝の初期値を仮定する： 

 ∆𝑝1 = 10 (2.3.9a) 

 ∆𝑝2 = 9 (2.3.9b) 

②下部層中性帯高さ𝑍𝑛𝑎と上部層中性帯高さ𝑍𝑛𝑠を∆𝑝で表す。 

𝑍𝑛𝑎 =
∆𝑝

(𝜌∞ − 𝜌𝑎)𝑔
(2.3.10) 

𝑍𝑛𝑠 =
∆𝑝

(𝜌∞ − 𝜌𝑠)𝑔
+
𝜌𝑎 − 𝜌𝑠
𝜌∞ − 𝜌𝑠

𝑍𝑠 (2.3.11) 

③本モデルの圧力差分布は七つの場合があり、場合分けに従って開口流量を求める。 

④仮定した∆𝑝から得られた開口流量を使って、残差を計算する： 

 𝑅(∆𝑝) = Q𝑓 + 𝑄ℎ − 𝑐𝑝m𝑎𝑜𝑇𝑎 + 𝑐𝑝m𝑎𝑖𝑇∞ − 𝑐𝑝m𝑠𝑜𝑇𝑠 + 𝑐𝑝m𝑠𝑖𝑇∞ (2.3.12) 

この式は室内の熱収支の式であり、𝑅 = 0となれば室内の熱収支が満たされる。 

⑤新しい∆𝑝を仮定する： 

Δp3Δp2Δp1

R1

R2

R

Δp

 

図 2.17 割線法で新しい∆𝒑を仮定する 
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仮定した∆𝑝1と∆𝑝2を用いて、新しい∆𝑝3を次式で計算する： 

 ∆𝑝3 = ∆𝑝2 −
∆𝑝1−∆𝑝2

𝑅1−𝑅2
× 𝑅2 (2.3.13) 

⑥∆𝑝を更新する： 

 ∆𝑝1 = ∆𝑝2 (2.3.14) 

 ∆𝑝2 = ∆𝑝3 (2.3.15) 

⑦収束を判断する：反復計算を行い、残差が十分に小さくなった時点で、室内の熱収支が満

たされると判断し、その時の圧力差∆𝑝を正解とする。 

 |𝑅| < 10−8 (2.3.16) 

⑧正しい床面圧力差∆𝑝2を用いて開口流量を計算する。 

 

2.3.1.3 火災プルームの質量流量 

火災プルームは下部層の気体を連行しながら上昇し、空間の上部に燃焼ガスと空気との

混合ガスよりなる上部層を形成する。火災プルームによる上昇気流の質量流量は、火炎高さ

と関係する三つの領域（初期領域、乱流火炎領域、プルーム領域）で異なることが知られて

いる。また、固体可燃物が燃焼する際、発熱源は点熱源ではないため、仮想点熱源の利用が

提案されている。Zukosiki らのプルームモデルに基づいて、これらの領域ごとの流量は式

(26)(27)(28)で計算する。 

火災プルーム流量を求めるためには、先ず無次元発熱速度𝑄𝑥
∗を次のように定義する。 

 𝑄𝑥
∗ =

𝑄

𝜌∞𝑐𝑝𝑇∞√𝑔𝑥𝑥
2 (2.3.17) 

ただし、𝑄：火源の発熱速度[kW] 

𝜌∞：外部空気の密度[kg/m3] 

𝑐𝑝：空気の定圧比熱[kJ/kg・K] 

𝑇∞：外部空気の温度（＝293Ｋ） 

𝑔：重力加速度 

である。なお、𝑥は平均火炎高さ𝑍𝑓𝑙または最大火炎高さ𝑍𝑓𝑙𝑚を表す。 

本研究では、平均火炎高さ𝑍𝑓𝑙は次式で与えられる： 

 𝑍𝑓𝑙 = 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒 (2.3.18) 

最大火炎高さ𝑍𝑓𝑙𝑚は次式で計算する： 

 𝑍𝑓𝑙𝑚 = {
1.4𝑍𝑓𝑙                                                          (𝑄𝐷

∗ ≤ 1)

𝑍𝑓𝑙 +
𝐷𝑓

2
(1.44

𝑍𝑓𝑙

𝐷𝑓
− 0.13)1/2               (𝑄𝐷

∗ > 1)
 (2.3.19) 

仮想点熱源距離を用いて、𝑚1、𝑚2および𝑚3を 

 𝑚1(𝑍𝑠) = 0.447𝜌∞𝐷𝑓𝑍𝑠
3/4

 (2.3.20) 

 𝑚2(𝑍𝑠) = 0.21𝜌∞√𝑔𝑍𝑣𝑍𝑣
2𝑄𝑍𝑣𝑓

∗1/3
 (2.3.21) 
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 𝑚3(𝑍𝑠) = 0.21𝜌∞√𝑔𝑍𝑣𝑍𝑣
2𝑄𝑍𝑣

∗1/3
 (2.3.22) 

と定義する。次に𝑍𝑣および𝑍𝑣𝑓は次のように求める。先ず、仮想点熱源の距離𝑍0を 

 𝑍0 = 0.5𝐷𝑓 − 0.33𝑍𝑓𝑙 (2.3.23) 

として求め、𝑍𝑣および𝑍𝑣𝑓を 

 𝑍𝑣 = 𝑍𝑠 + 𝑍0 (2.3.24) 

 𝑍𝑣𝑓 = 𝑍𝑓𝑙𝑚 + 𝑍0 (2.3.25) 

とする。 

 

図 2.18 火災プルーム流量の計算例 

本モデルでは、初期領域の質量流量（𝑚1）を考慮しない。この時火災プルーム流量𝑚𝑝は

次のように与えられる。 

 𝑚𝑝(𝑍𝑠) = 𝑚23(𝑍𝑠) = min [𝑚2(𝑍𝑠),𝑚3(𝑍𝑠)] (2.3.26) 

2.3.2 壁面温度 

2.3.2.1 壁の熱伝導方程式 

壁面温度は、層と周壁との間の熱伝達を決定するため重要となる。本節では、一次元非定

常熱伝導方程式を前進差分法（陽解法）により解くことで、壁面温度を計算する。図 2.19 に

格子の分割を示す。本モデルは壁を厚さ方向に 5 個のコントロールボリューム（以下、CV）

に分割し、温度はそれらの CV の中心において定義する。 
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煙 外部空気
Ts T 

Tws

(T1) T2 T3 T4 T5

 x

放射による壁面
が得る正味熱量

-Qws/Aws

対流による壁面
に流入する熱流

h T

CV1 CV2 CV3 CV4 CV5

x1 x2 x3 x4 x5
x2-1/2 x2+1/2

位置i

 

図 2.19 壁の CV 分割と熱の流入出 

一次元非定常熱伝導方程式： 

 𝑐𝜌
𝜕𝑇

𝜕𝑡
=

𝜕

𝜕𝑥
(𝑘

𝜕𝑇

𝜕𝑥
) (2.3.27) 

を用いて壁内部温度を計算するためには、先ず熱伝導方程式を CV2 で積分する： 

 ∫ 𝑐𝜌
𝜕𝑇

𝜕𝑡
𝑑𝑥

2−
1

2

2+
1

2

= ∫
𝜕

𝜕𝑥
(𝑘

𝜕𝑇

𝜕𝑥
)𝑑𝑥

2−
1

2

2+
1

2

 (2.3.28) 

隣接点の温度𝑇1と𝑇3でを用いて CV2 の境界における勾配を表す： 

 𝑐𝜌
𝜕𝑇2

𝜕𝑡
∆𝑥 =

𝑘
2−
1
2
(𝑇1−𝑇2)

(𝛿𝑥)
2−
1
2

−
𝑘
2+
1
2
(𝑇2−𝑇3)

(𝛿𝑥)
2+
1
2

 (2.3.29) 

そして、上式を時間𝑗~𝑗 + ∆𝑡で積分する： 

 ∫ 𝑐𝜌
𝜕𝑇2

𝜕𝑡
∆𝑥

𝑗+∆𝑡

𝑗
𝑑𝑡 = ∫ [

𝑘
2−
1
2
(𝑇1−𝑇2)

(𝛿𝑥)
2−
1
2

−
𝑘
2+
1
2
(𝑇2−𝑇3)

(𝛿𝑥)
2+
1
2

]𝑑𝑡
𝑗+∆𝑡

𝑗
 (2.3.30) 

上式を前進差分法（陽解法）で離散化すると、上部層壁の内部温度𝑇2は： 

 𝑐𝜌∆𝑥
𝑇2,𝑗+1−𝑇2,𝑗

∆𝑡
=
𝑘
2−
1
2,𝑗

∆𝑥
(𝑇1,𝑗 − 𝑇2,𝑗) −

𝑘
2+
1
2,𝑗

∆𝑥
(𝑇2,𝑗 − 𝑇3,𝑗) (2.3.31) 

である。以下、𝑇3～𝑇4も同様である。時刻 t の温度を知れば、t+Δt 時刻の温度が求められ

る。 

図 2.19 に示すように、室内側から壁面（CV1）に流入する正味の熱流は対流・放射による

壁面に流入する熱流上部層壁面に入射する熱流の和で与えられる。二層ゾーンモデルでは、
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放射による壁面に流入する熱流束は上部層からの放射熱だけでなく、上部層壁面から、下部

層から、下部層壁面から、火炎からの放射熱も含まれる。従って、放射による壁面に流入す

る正味の熱流束は Net-radiation 法により算出した
𝑄𝑤𝑠

𝐴𝑤𝑠
で与えられる。CV1 の境界条件が分か

れば、熱伝導方程式を同様に CV１と時間𝑗~𝑗 + ∆𝑡で積分し、離散化すると、上部層壁表面

温度𝑇𝑤𝑠は次式で計算できる： 

 𝑐𝜌
∆𝑥

2

𝑇ws,𝑗+1−𝑇ws,𝑗

∆𝑡
= ℎ0,𝑗(𝑇𝑠,𝑗 − 𝑇ws,𝑗) −

𝑄𝑤𝑠

𝐴𝑤𝑠
−
𝑘
1+
1
2,𝑗

∆𝑥/2
(𝑇ws,𝑗 − 𝑇2,𝑗) (2.3.32) 

ただし、Qwsは上部層壁面から失われる正味の熱量、cは壁材料の比熱（= 1.13kJ/(kg ∙ K)）、

ρは壁の密度（= 250kg/m3）、∆xは格子の幅 0.0125m、kは壁の熱伝導率[kW/(m ∙ K)]、ℎは対

流熱伝達率[kW/(m2 ∙ K)]である。 

2.3.2.2 壁の熱伝導率 

本モデルで使用する壁材質は断熱材セラミックファイバーボードであり、図 2.20 に製造

業者が提供した熱伝導率を示す。600K～1200K の範囲内で、温度と熱伝導率が概ね正比例

の直線関係になる。ただし、600K 以下のデータが提供されていないため、本モデルは温度

が 600K 未満の場合は熱伝導率を 600K の熱伝導率と同じと仮定した。図 2.20 によって、セ

ラミックファイバーボードの熱伝導率の回帰式は次式で与えられる： 

 𝑘 = 2 × 10−7max (𝑇, 600) − 3 × 10−5 (2.3.33) 

ただし、𝑘は熱伝導率[kW/(m ∙ K)]、𝑇は温度 [K]である。 

均一な材質であっても、熱伝導率の温度依存性のために、温度分布により熱伝導率が変化

することもある。境界面における熱伝導率𝑘
𝑖+
1

2

は次式で与える。 

 𝑘
𝑖+
1

2

=
𝑘𝑖𝑘𝑖+1

(𝑘𝑖+𝑘𝑖+1)/2
 (2.3.34) 

ただし、𝑘𝑖は位置 i の熱伝導率、𝑘𝑖+1は位置 i+1 の熱伝導率である。上式は𝑘
𝑖+
1

2

が𝑘𝑖と𝑘𝑖+1の

調和平均であることを示している。 
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図 2.20 セラミックファイバーボードの熱伝導率[8] 

2.3.3 火炎からの放射熱 

本モデルで想定した模型室は開口部があるため、火炎からの放射熱は全部が上部層と下

部層に流入する訳ではなく、一部が開口を通じて外部に流出することが考えられる。この比

率は開口部の寸法、位置等によって異なる。本研究では、赤尾実験の模型室の寸法に基づき、

開口部面積と模型室の内表面積の比率は約 0.2 となるため、本研究は 20%の火炎からの放射

熱が開口を通じて外部に損失すると仮定する。火炎からの室内への放射熱𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟は次

式で与えられる： 

 𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 = 0.8𝜒𝑄 (2.3.35) 

ただし、𝜒は火炎の放射性分の割合[-]、𝑄は発熱速度[kW]である。 

 

Qfrad,s

Qfrad,a

Qfrad,ws

Qfrad,wa

Qfrad,burner火源

20%

 

図 2.21 火炎からの放射熱 

 

𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟のうち上部層へ向かうものの割合を𝑓𝑠,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟、下部層へ向かうものの割合を

𝑓𝑎,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟とする。火源から室内への放射熱が隅角部の点から半球面上に均等に射出されると
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考える。また、図 2.22 に示すように、上部層に向かうものは煙層の端と火源中心点で定め

られる𝜃𝑏の角度で決まる平面で切断された球冠の表面を通過する分である。従って、各層壁

面に向かう放射の割合は次のように求めることができる。 

 𝑓𝑠,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 =
1

2
𝜋(ℎ2+𝑟2)

𝜋𝑅2
=
𝜋(𝑅2(1−𝑐𝑜𝑠𝜃𝑏)

2+𝑅2𝑠𝑖𝑛2𝜃𝑏)

2𝜋𝑅2
=
((1−𝑐𝑜𝑠𝜃𝑏)

2+𝑠𝑖𝑛2𝜃𝑏)

2
 (2.3.36) 

 𝑓𝑎,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 = 1 − 𝑓𝑠,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 (2.3.37) 

ただし、tan 𝜃𝑏 =
(𝑤+𝑏)/2

𝑍𝑠
である。 

 

図 2.22 バーナー火炎からの放射の向き 

火炎からの放射は前述の𝑓𝑠,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟: 𝑓𝑎,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟の割合で上部層壁面と下部層壁面に向かって

射出される。図 2.23に示す経路で、各ゾーンの気体で吸収を受け、残りが各層の壁に到達

する。 

Qfrad,ws

Qfrad,wa

Qfrad,a

Qfrad,s

 

図 2.23 火炎放射の経路 

（１）火炎放射のうち壁面へ入射するもの 

火炎放射のうち𝑓𝑠が上部層壁面に向かう際、気体を通過するときに吸収を受け、残りが壁

面へと到達する。従って、火炎放射のうち上部層壁面に入射する合計の熱流[kW]は、 

 𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑠 = (1 − 𝜀𝑎)(1 − 𝜀𝑠)𝑓𝑠,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 (2.3.38) 

となる。 

同様に、火炎放射のうち下部層壁面に入射する合計の熱流[kW]は、 

半球 

表面積𝜋𝑅2 

球冠の表面積

𝜋 (ℎ
2
+ 𝑟2) 

𝑟 

ℎ 

𝑅 

𝜃𝑏 

𝑧𝑠
⬚ 

𝜃𝑏 

1

2
(𝑤 + 𝑑) 

室の幅(𝑤))と奥行き(𝑑))が
異なるので平均をとる 
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 𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑎 = (1 − 𝜀𝑎)𝑓𝑎,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 (2.3.39) 

となる。 

（２）火炎放射のうち層が吸収するもの 

火炎放射のうち上部層が吸収する合計の熱流[kW]は、 

 𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑠 = 𝜀𝑠(1 − 𝜀𝑎)𝑓𝑠,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 (2.3.40) 

となる。 

同様に、火炎放射のうち下部層が吸収する合計の熱流[kW]は、 

 𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑎 = 𝜀𝑎𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 (2.3.41) 

となる。 

2.3.4 熱伝達によりゾーンが得る熱量 

2.3.4.1 概要 

火源からの熱により温度上昇した上部層と下部層は、相互間および周壁との間で熱伝達

を発生する。図 2.24 のような上部層における熱伝達として、ゾーンの気体と壁面の間の対

流熱伝達𝑄𝑐𝑠および放射熱伝達𝑄𝑟𝑠がある。上部層では、上部層壁面から、下部層壁面から、

下部層空気から、火炎からの放射を吸収し、上部層自身から放射する。放射熱伝達による上

部層が得る熱量𝑄𝑟𝑠は式(2.3.43)で計算する。 

 

境界面Ad

上部層

下部層

火炎からQfrad,s

下部層空気から

対流Qcs

対流熱伝達

放射熱伝達
 

 

図 2.24 熱伝達による上部層が得る熱量𝑸𝒉𝒔 

 

 

 

 

𝑄𝑐𝑠 = ℎ𝑠𝐴𝑤𝑠(𝑇𝑤𝑠 − 𝑇𝑠)                                                          (2.3.42) 

𝑄𝑐𝑎 = ℎ𝑎𝐴𝑤𝑎(𝑇𝑤𝑎 − 𝑇𝑎)                                                        (2.3.44) 

𝑄𝑟𝑠 = 𝜀𝑠(𝜀𝑎𝜎𝑇𝑎
4𝐹𝑎,𝑠𝐴𝑎 + 𝑞𝑜,𝑤𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑠𝐴𝑤𝑠 + (1 − 𝜀𝑎)𝑞𝑜,𝑤𝑎𝐹𝑤𝑎,𝑠𝐴𝑤𝑎)

+𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑠 − 𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠
4𝐴𝑠                                                       (2.3.43)

 

𝑄𝑟𝑎 = 𝜀𝑎(𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠
4𝐹𝑠,𝑎𝐴𝑠 + 𝑞𝑜,𝑤𝑎𝐹𝑤𝑎,𝑎𝐴𝑤𝑎 + (1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑤𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑎𝐴𝑤𝑠) 

+𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑎 − 𝜀𝑎𝜎𝑇𝑎
4𝐴𝑎                                                    (2.3.45) 

𝑄ℎ 

上部層が得

る熱量𝑄ℎ𝑠  

下部層が得

る熱量𝑄ℎ𝑎 

対流 

放射 

対流 

放射 

𝐴𝑠 =  𝐴𝑤𝑠 + 𝐴𝑑 

𝐴𝑎 =  𝐴𝑤𝑎 + 𝐴𝑑 

𝜀𝑤𝑠,  𝐴𝑤𝑠, 𝑇𝑤𝑠, 𝑄𝑤𝑠 

𝜀𝑠,  𝐴𝑠, 𝑇𝑠, 𝑄𝑠 

𝜀𝑎 ,  𝐴𝑎 , 𝑇𝑎 , 𝑄𝑎 

𝜀𝑤𝑎 𝐴𝑤𝑎 𝑇𝑤𝑎 𝑄𝑤𝑎 
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ここで、 

𝑄𝑐𝑠：対流による上部層の正味受熱量[𝑘𝑊] 

𝑄𝑟𝑠：放射による上部層の正味受熱量[𝑘𝑊] 

𝑄𝑐𝑎：対流による下部層の正味受熱量[𝑘𝑊] 

𝑄𝑟𝑎：放射による下部層の正味受熱量[𝑘𝑊] 

𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑠：火炎放射のうち上部層が吸収する熱量[𝑘𝑊] （検討中） 

𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑎：火炎放射のうち下部層が吸収する熱量[𝑘𝑊]  （検討中） 

𝑄𝑤𝑠：上部層壁面から失われる熱量[𝑘𝑊] 

𝑄𝑤𝑎：下部層壁面から失われる熱量[𝑘𝑊] 

𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑠：火炎放射のうち上部層壁面に入射する合計熱量[𝑘𝑊]  （検討中） 

𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑎：火炎放射のうち下部層壁面に入射する合計熱量[𝑘𝑊]  （検討中） 

𝑞𝑜,𝑤𝑠：上部層壁面から出ていく放射熱流束[𝑘𝑊/𝑚2] 

𝑞𝑜,𝑤𝑎：下部層壁面から出ていく放射熱流束[𝑘𝑊/𝑚2] 

ℎ𝑠：上部層の対流熱伝達率[𝑘𝑊/𝑚2] 

ℎ𝑎：下部層および非火災室の対流熱伝達率[𝑘𝑊/𝑚2] 

𝜀𝑠：上部層の放射率[-] 

𝜀𝑎：下部層の放射率[-] 

𝜀𝑤𝑠：上部層壁面の放射率[-] 

𝜀𝑤𝑎：下部層壁面の放射率[-] 

𝜎：ステファン・ボルツマン定数[=5.67× 10−11 𝑘𝑊/(𝑚2𝐾4)] 

𝑇𝑠：上部層温度[𝐾] 

𝑇𝑎：下部層温度[𝐾] 

𝑇𝑤𝑠：上部層壁面温度[𝐾] 

𝑇𝑤𝑎：下部層壁面温度[𝐾] 

𝐴：面積[𝑚2] 

𝐹：形態係数[-] 

である。 

2.3.4.1 対流熱伝達によりゾーンが得る熱量 

上部層が対流熱伝達による受け取る熱量𝑄𝑐𝑠： 

 𝑄𝑐𝑠 = ℎ𝑠𝐴𝑤𝑠(𝑇𝑤𝑠 − 𝑇𝑠) (2.3.46) 

下部層が対流熱伝達による受け取る熱量𝑄𝑐𝑎： 

 𝑄𝑐𝑎 = ℎ𝑎𝐴𝑤𝑎(𝑇𝑤𝑎 − 𝑇𝑎) (2.3.47) 
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ここでは、ゾーンが受け取る熱量を正で表すことにする。 

 

上部層の対流熱伝達率ℎ𝑠[𝑘𝑊/𝑚
2]は次式で計算する[11]： 

 ℎ𝑠 = {

8.3 × 10−3                𝑄∗ < 2 × 10−3

0.1𝑄∗2/5          2 × 10−3 < 𝑄∗ < 0.1

40 × 10−3                             0.1 < 𝑄∗
 (2.3.48) 

ただし、𝑄∗は次式で定義される無次元発熱速度である。 

 𝑄∗ =
𝑄

𝑐𝑝𝜌∞𝑇∞√𝑔𝐿1𝐿2
2 ≈ 0.9 × 10

−3 𝑄

√𝐻𝐴
 (2.3.49) 

ここに、𝑄は火源の発熱速度[𝑘𝑊]、𝐿1𝐿2は火災室のスケール[𝑚]、𝐻は火災室の天井高さ[𝑚]、

𝐴は火災室の床面積[𝑚2]である。 

 

下部層温度が低いため、下部層の対流熱伝達率ℎ𝑎[𝑘𝑊/𝑚
2]は次の一定値で近似する： 

 ℎ𝑎 = 8.3 × 10
−3 (2.3.50) 
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2.3.4.1 放射熱伝達によりゾーンが得る熱量 

(1)壁面から失われる正味の熱量（net-radiation 法） 

放射熱伝達により上部層壁面から失われる熱量𝑄𝑤𝑠[𝑘𝑊]（上部層壁面のエネルギー保

存）は次式で与えられる。 

 𝑄𝑤𝑠 = (𝑞𝑜,𝑤𝑠 − 𝑞𝑖,𝑤𝑠)𝐴𝑤𝑠 (2.3.51) 

ただし、𝑄𝑤𝑠 < 0の場合は上部層壁面が熱量を得ることを意味する。 

上部層壁面から出て行く放射熱𝑞𝑜,𝑤𝑠[𝑘𝑊/𝑚
2]は、壁体自身から射出するものと壁面への入射

のうち反射したものの和である。 

 𝑞𝑜,𝑤𝑠 = 𝜀𝑤𝑠𝜎𝑇𝑤𝑠
4 + (1 − 𝜀𝑤𝑠)𝑞𝑖,𝑤𝑠 (2.3.52) 

図 2.24 に示すように、上部層壁面に入射するものには、下部層壁面からの放射、下部層から

の放射、上部層壁面からの放射、上部層からの放射、火炎からの放射がある。各放射はゾーン

の気体を通過する際に吸収を受ける。上部層壁面に入射する放射熱𝑞𝑖,𝑤𝑠[𝑘𝑊/𝑚
2]は、 

 𝑞𝑖,𝑤𝑠 = (1 − 𝜀𝑎)(1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑤𝑎𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑎 + (1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑎𝐹𝑤𝑠,𝑎 + (1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑤𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑠 + 𝑞𝑜,𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑠 +

                    
𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑠

𝐴𝑤𝑠
  (2.3.53) 

式(2.3.48)を式(2.3.47)に代入すると、 

 𝑄𝑤𝑠 = 𝐴𝑤𝑠
𝜀𝑤𝑠

1−𝜀𝑤𝑠
(𝜎𝑇𝑤𝑠

4 − 𝑞𝑜,𝑤𝑠) (2.3.54) 

式(2.3.49)を式(2.3.47)に代入すると、 

 𝑄𝑤𝑠 = 𝐴𝑤𝑠 {𝑞𝑜,𝑤𝑠 − (1 − 𝜀𝑎)(1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑤𝑎𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑎 − (1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑎𝐹𝑤𝑠,𝑎 − (1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑤𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑠 −

                   𝑞𝑜,𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑠 −
𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑠

𝐴𝑤𝑠
}  (2.3.55) 

を得る。ただし、𝐹𝐴,𝐵は面Ａから面Ｂを見たときの形態係数である。 

下部層についても同様の式を書くことができる。下部層壁面から失われる熱量𝑄𝑤𝑎[𝑘𝑊]は 

 𝑄𝑤𝑎 = 𝐴𝑤𝑎
𝜀𝑤𝑎

1−𝜀𝑤𝑎
(𝜎𝑇𝑤𝑎

4 − 𝑞𝑜,𝑤𝑎) (2.3.56) 

 𝑄𝑤𝑎 = 𝐴𝑤𝑎 {𝑞𝑜,𝑤𝑎 − (1 − 𝜀𝑎)(1 − 𝜀𝑠)𝑞𝑜,𝑤𝑠𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑠 − (1 − 𝜀𝑎)𝑞𝑜,𝑠𝐹𝑤𝑎,𝑠 − (1 − 𝜀𝑎)𝑞𝑜,𝑤𝑎𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑎 −

                𝑞𝑜,𝑎𝐹𝑤𝑎,𝑎 −
𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑎

𝐴𝑤𝑎
}  (2.3.57) 

となる。 

 



 

50 

境界面Ad

上部層

下部層

火炎からQfrad,ws

下部層空気から

下部層壁面から

上部層壁面から

壁面に入射qi,ws

層が吸収

壁から射出
放射による壁面
が得る正味熱量

壁面に入射のうち反射

壁体自身から射出

壁面が得る正味熱量

qo,ws

上部層から

 

図 2.24 上部層壁面に流出入する放射熱 

 

二元一次方程式： 

 {
𝑎1𝑥 + 𝑏1𝑦 = 𝑐1
𝑎2𝑥 + 𝑏2𝑦 = 𝑐2

 (2.3.58) 

の解は、以下の公式を用いて計算できる。 

 𝑥 =
|
𝑐1 𝑏1
𝑐2 𝑏2

|

|
𝑎1 𝑏1
𝑎2 𝑏2

|
=

𝑐1𝑏2−𝑏1𝑐2

𝑎1𝑏2−𝑏1𝑎2
 (2.3.59) 

 𝑦 =
|
𝑎1 𝑐1
𝑎2 𝑐2

|

|
𝑎1 𝑏1
𝑎2 𝑏2

|
=
𝑎1𝑐2−𝑐1𝑎2

𝑎1𝑏2−𝑏1𝑎2
 (2.3.60) 

式(2.3.54)(2.3.55)(2.3.56)(2.3.57)を式(2.3.58)の形に整理すると、式(2.3.61)(2.3.62)になる。 

 

[(1 − 𝜀𝑠)𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑠 −
𝜀𝑤𝑠

1 − 𝜀𝑤𝑠
− 1] 𝑞

𝑜,𝑤𝑠
+ [(1 − 𝜀𝑠)(1 − 𝜀𝑎)𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑎]𝑞𝑜,𝑤𝑎

= −(1 − 𝜀𝑠)𝜀𝑎𝜎𝑇𝑎
4𝐹𝑤𝑠,𝑎 − 𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠

4𝐹𝑤𝑠,𝑠 −
𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑠

𝐴𝑤𝑠
−

𝜀𝑤𝑠
1 − 𝜀𝑤𝑠

𝜎𝑇𝑤𝑠
4                          (2.3.61) 

[(1 − 𝜀𝑠)(1 − 𝜀𝑎)𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑠]𝑞𝑜,𝑤𝑠 + [(1 − 𝜀𝑎)𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑎 −
𝜀𝑤𝑎

1− 𝜀𝑤𝑎
− 1]𝑞

𝑜,𝑤𝑎

= −(1 − 𝜀𝑎)𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠4𝐹𝑤𝑎,𝑠 − 𝜀𝑎𝜎𝑇𝑎4𝐹𝑤𝑎,𝑎 − 𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑎/𝐴𝑤𝑎−
𝜀𝑤𝑎

1− 𝜀𝑤𝑎
𝜎𝑇𝑤𝑎

4                 (2.3.62) 

ただし、𝑥 = 𝑞
𝑜,𝑤𝑠

、 𝑦 = 𝑞
𝑜,𝑤𝑎

 

𝑎1 = (1 − 𝜀𝑠)𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑠 −
𝜀𝑤𝑠

1 − 𝜀𝑤𝑠
− 1 
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𝑏1 = (1 − 𝜀𝑠)(1 − 𝜀𝑎)𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑎 

𝑐1 = −(1 − 𝜀𝑠)𝜀𝑎𝜎𝑇𝑎
4𝐹𝑤𝑠,𝑎 − 𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠

4𝐹𝑤𝑠,𝑠 −
𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑠

𝐴𝑤𝑠
−

𝜀𝑤𝑠
1 − 𝜀𝑤𝑠

𝜎𝑇𝑤𝑠
4  

𝑎2 = (1 − 𝜀𝑠)(1 − 𝜀𝑎)𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑠 

𝑏2 = (1 − 𝜀𝑎)𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑎 −
𝜀𝑤𝑎

1 − 𝜀𝑤𝑎
− 1 

𝑐2 = −(1 − 𝜀𝑎)𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠
4𝐹𝑤𝑎,𝑠 − 𝜀𝑎𝜎𝑇𝑎

4𝐹𝑤𝑎,𝑎 − 𝑄̇𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑤𝑎/𝐴𝑤𝑎 −
𝜀𝑤𝑎

1 − 𝜀𝑤𝑎
𝜎𝑇𝑤𝑎

4  

従って、式(2.3.57)と式(2.3.58)の解は以下になる： 

 𝑥 = 𝑞
𝑜,𝑤𝑠

=
𝑐1𝑏2−𝑏1𝑐2

𝑎1𝑏2−𝑏1𝑎2
 (2.3.59) 

 𝑦 = 𝑞
𝑜,𝑤𝑎

=
𝑎1𝑐2−𝑐1𝑎2

𝑎1𝑏2−𝑏1𝑎2
 (2.3.60) 

𝑞𝑜,𝑤𝑠と𝑞𝑜,𝑤𝑎を式(2.3.43)と式(2.3.45)に代入して、𝑄𝑟𝑠と𝑄𝑟𝑎を求めることができる。 

 

(2)煙層の放射率 

ウレタンフォームが燃えると、発生ガスの成分には煤の固体粒子、二酸化炭素、一酸化炭素と

水蒸気等が含まれ、これらが放射の媒体となって、上・下部層相互間および周壁表面間で放射熱

伝達が起こる。表 2.5 にウレタンフォームの燃焼生成物を示す。表 2.5 のデータによると、1g の

ウレタンフォームが燃焼すると、平均して 0.536g のCO2および 0.286g のCOが生成される。二層

ゾーンモデルでは、燃焼によって生成されたガスは全てが上層に流入すると仮定する。従って、

上部層における𝐶𝑂2とCOの生成速度は式(2.3.61)と式(2.3.62)で求めることができる。 

表 2.5 ウレタンフォームの燃焼生成物 

 

上部層CO2生成速度[kg/s]： 

 Γ𝐶𝑂2,𝑠 = 0.536𝑚𝑏 (2.3.61) 

上部層CO生成速度[kg/s]： 



 

52 

 Γ𝐶𝑂 = 0.286𝑚𝑏 (2.3.62) 

ただし、𝑚𝑏はウレタンフォームの燃焼速度[kg/s] である。 

 

 

図 2.25 ウレタンフォーム分子 

ウレタン結合を図 2.25 に示す。R の分子式は𝐶𝑛𝐻2𝑛+1である。n が十分大きい場合、ウレ

タンフォームの分子式は𝐶𝑛𝐻2𝑛+1と近似できる。ウレタンの燃焼における化学反応式を次式

に示す。 

 𝐶𝑛𝐻2𝑛+1
燃焼
→  {

𝐶𝑂2 +𝐻2𝑂
𝐶𝑂 +𝐻2𝑂

 (2.3.63) 

化学反応式から、生成される二酸化炭素（または一酸化炭素）と水蒸気のモル比は 1：1

であることが分かる。二酸化炭素および一酸化炭素の生成率が既知である場合、上部層で

の水蒸気の生成速度[kg/s]は式(2.3.64)によって表すことができる： 

 Γ𝐻2𝑂,𝑠 = Γ𝐶𝑂2,𝑠
𝑀𝐻2𝑂

𝑀𝐶𝑂2
+ Γ𝐶𝑂

𝑀𝐻2𝑂

𝑀𝐶𝑂
 (2.3.64) 

ただし、𝑀𝐶𝑂2 ,𝑀𝐶𝑂，𝑀𝐻2𝑂はCO2, CO,𝐻2𝑂の分子量[-]である。 

(2-1) 煙層内のガスによる放射率 

煙層内のガスによる放射率を求めるためには、ゾーン中の特定の化学種𝑙の濃度を知る必

要がある。𝑌𝑙を化学種𝑙の質量分率[kg/kg]とすると、化学種の保存は次式で表せる。 

 
𝑑

𝑑𝑡
(𝑌𝑙𝜌𝑉) = ∑ (−𝑌𝑙𝑚𝑖𝑗 + 𝑌𝑙𝑚𝑗𝑖) + Γ𝑙𝑗  (2.3.65) 

また、Γ𝑙はゾーンでの化学種𝑙の生成速度[kg/s]である。 

ゾーンの中では、燃焼反応が起こっているが、化学反応では質量は変化しないので、ゾー

ン中の気体の質量は、ゾーンの境界を通しての流れに伴う質量の出入りによってのみ変化

する。上部層の質量の保存式は次式で表せる。 

 
𝑑

𝑑𝑡
(𝜌𝑠𝑉𝑠) = −𝑚𝑠𝑜 +𝑚𝑝 +𝑚𝑏 (2.3.66) 

ゾーン中の特定の化学種𝑙の量の変化は、境界を通じて流出入する気体中の化学種𝑙の濃度

が異なること、ゾーン内の化学反応（燃焼）によって化学種𝑙が生成または消費されること

によって起こる。従って、𝑌𝑙を化学種𝑙の質量分率[kg/kg]とすると、上部層の化学種の保存は

次式で表せる。 
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𝑑

𝑑𝑡
(𝑌𝑙,𝑠𝜌𝑠𝑉𝑠) = −𝑌𝑙,𝑠𝑚𝑠𝑜 + 𝑌𝑙,𝑎𝑚𝑝 + Γ𝑙 (2.3.67) 

式(2.3.67)の左辺を展開すると、式(2.3.67)は式(2.3.68)になる： 

 𝜌𝑠𝑉𝑠
𝑑𝑌𝑙,𝑠

𝑑𝑡
+ 𝑌𝑙,𝑠

𝑑

𝑑𝑡
(𝜌𝑠𝑉𝑠) = −𝑌𝑙,𝑠𝑚𝑠𝑜 + 𝑌𝑙,𝑎𝑚𝑝 + Γ𝑙 (2.3.68) 

となる。𝑌𝑙,𝑠×式(2.3.66)を計算すると： 

 𝑌𝑙,𝑠
𝑑

𝑑𝑡
(𝜌𝑠𝑉𝑠) = −𝑌𝑙,𝑠𝑚𝑠𝑜 + 𝑌𝑙,𝑠𝑚𝑝 + 𝑌𝑙,𝑠𝑚𝑏 (2.3.69) 

となる。式(2.3.68)から式(2.3.69)を引くとと化学種濃度を計算する式を得る。 

 𝜌𝑠𝑉𝑠
𝑑𝑌𝑙,𝑠

𝑑𝑡
= (𝑌𝑙,𝑎 − 𝑌𝑙,𝑠)𝑚𝑝 + Γ𝑙 − 𝑌𝑙,𝑠𝑚𝑏 (2.3.70) 

ただし、 

𝑌𝐶𝑂2,𝑠：上部層𝐶𝑂2濃度(質量分率) 

𝑌𝐶𝑂2,∞：外部空気𝐶𝑂2濃度(質量分率), 0.03% 

𝑌𝐻2𝑂,∞：外部空気𝐻2𝑂濃度(質量分率), 1.3% 

𝑚𝑠𝑜：上部層から外部に流出する質量流量 

である。 

化学種濃度が判れば、上部層の𝐶𝑂2及び𝐻2𝑂の放射率[-]は、 

 𝜀𝐶𝑂2,𝑠 = 0.7(𝑝𝐶𝑂2,𝑠𝐿𝑠)
1 2⁄

(
𝑇𝑠

100
)
1 2⁄

⁄  (2.3.71) 

 𝜀𝐻2𝑂,𝑠 = 7.0(𝑝𝐻2𝑂,𝑠𝐿𝑠)
4 5⁄

(
𝑇𝑠

100
)⁄  (2.3.72) 

で求めることができる。 

ただし、𝑝𝐶𝑂2,𝑠：上部層気体の𝐶𝑂2分圧[-] 

𝑝𝐻2𝑂,𝑠：上部層気体の𝐻2𝑂分圧[-] 

𝐿𝑠：上部層気体塊の平均光路長[m] 

である。 

建築火災では、温度上昇に伴い圧力が変化するが、多くの場合はその変化は大気圧 P(=1 

atm)に比べると十分に小さい。ゾーンの気体を理想気体とみなすと、𝐶𝑂2及び𝐻2𝑂分圧は、

全圧に体積分率（=モル分率）をかけたものに等しい。 

𝐶𝑂2及び𝐻2𝑂分圧は 

 𝑝𝐶𝑂2,𝑠 = 𝑃 ∙ 𝑌𝐶𝑂2,𝑠 ∙
1 𝑀𝐶𝑂2⁄

1 𝑀𝑎⁄
 (2.3.73) 

 𝑝𝐻2𝑂,𝑠 = 𝑃 ∙ 𝑌𝐻2𝑂,𝑠 ∙
1 𝑀𝐻2𝑂⁄

1 𝑀𝑎⁄
 (2.3.74) 

ただし、𝑃：大気圧(= 1 atm) 
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𝑀𝑎：空気分子量(= 28.8) 

また、平均光路長は次の式で与えられる。 

 𝐿𝑠 ≈ 4
𝑉𝑠

𝐴𝑠
 (2.3.75) 

(2-2) 煙層内の煤による放射率 

煤粒子による吸収係数を ksoot[m-1]とすると、煙層の放射率𝜀𝑠𝑜𝑜𝑡[-]は、 

 𝜀𝑠𝑜𝑜𝑡 = 1 − 𝑒
−𝑘𝑠𝑜𝑜𝑡𝐿𝑒  (2.3.76) 

ここで、𝐿𝑒は平均自由行路 

 𝐿𝑒 = 3.6𝑉𝑠/𝐴𝑠 (2.3.77) 

である。ただし、 

𝑉𝑠：煙層の体積[m3] 

𝐴𝑠：煙層の表面積[m2]である。 

煤の吸収係数は、体積分率𝑓𝑣を用いて次式で与える。 

 𝑘𝑠𝑜𝑜𝑡 =
7.0𝑓𝑣

0.94×10−6
 (2.3.78) 

煤の体積分率は、煙層の密度と煤の質量分率を用いて次式で与える。 

 𝑓𝑣 =
𝜌𝑠𝑌𝑠𝑜𝑜𝑡

𝜌𝑠𝑜𝑜𝑡
 (2.3.79) 

ただし、𝜌𝑠：煙層の気体密度[kg/m3] = 353/𝑇𝑠 

𝜌𝑠𝑜𝑜𝑡：煤粒子の密度(2000kg/m3)である。 

煤の質量分率は、煙層の煤粒子の収支式から求める。 

 
𝜕𝑌𝑠𝑜𝑜𝑡

𝜕𝑡
=
−𝑌𝑠𝑜𝑜𝑡𝑚𝑠𝑜+Γ𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠

𝜌𝑠𝐴𝑓(𝐻−𝑧𝑠)
 (2.3.80) 

ただし、煤生成速度Γ𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠は、燃焼速度𝑄/Δ𝐻[kg/s]に比例する 

 Γ𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠 =
𝑄

Δ𝐻
𝜂 = 𝜂𝑚𝑏 (2.3.81) 

ここで、 

𝑄：発熱速度[kW] 

Δ𝐻：単位燃焼熱 (=29.4MJ/kg) 

𝜂：煤生成率であり、ポリウレタンでは約 0.2 である。 

式(2.3.80)を差分化すると、煤の濃度は次式で計算することができる。 

 
𝑌𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠(𝑡+∆𝑡)−𝑌𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠(𝑡)

∆𝑡
=
−𝑌𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠(𝑡)𝑚𝑠𝑜+Γ𝑠𝑜𝑜𝑡,𝑠

𝜌𝑠𝐴𝑓(𝐻−𝑍𝑠)
 (2.3.82) 

(2-3) 混合気体の放射率 

混合気体の放射率は、概ね𝐶𝑂2、𝐻2𝑂および煤の放射率を加えた値になる。従って、上

部層の放射率は: 

 𝜀𝑠 = 𝜀𝐶𝑂2,𝑠 + 𝜀𝐻2𝑂,𝑠 + 𝜀soot,𝑠 (2.3.83) 



 

55 

で求めることができる。 

 

(3)形態係数 

室を図 2.26 のように層の境界で分割し、境界面を面𝑑とし、その面積を𝐴𝑑[㎡]とする。上

下層をまたぐ形態係数は面𝑑との形態係数を介して計算できる。 

 

 

図 2.26 室の面の構成 

 

(3-1)面同士の形態係数 

上部層壁面𝑤𝑠と境界面𝑑に関する形態係数は、形態係数の一般的関係から 

 𝐹𝑑,𝑑 + 𝐹𝑑,𝑤𝑠 = 1,   𝐹𝑤𝑠,𝑑 + 𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑠 = 1 (総和関係) (2.3.84) 

 𝐴𝑑𝐹𝑑,𝑤𝑠 = 𝐴𝑤𝑠𝐹𝑤𝑠,𝑑 (相反関係) (2.3.85) 

 𝐹𝑑,𝑑 = 0 (平面の自己形態係数) (2.3.86) 

の３つの式が得られるので、全ての形態係数求めることができる。 

 𝐹𝑑,𝑤𝑠 = 1 (2.3.87) 

 𝐹𝑤𝑠,𝑑 = 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑠⁄  (2.3.88) 

 𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑠 = 1 − 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑠⁄  (2.3.89) 

同様に、下部層壁面𝑤𝑎と境界面𝑑に関する形態係数は、 

 𝐹𝑑,𝑑 = 0 (2.3.90) 

 𝐹𝑑,𝑤𝑎 = 1 (2.3.91) 

 𝐹𝑤𝑎,𝑑 = 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑎⁄  (2.3.92) 

 𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑎 = 1 − 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑎⁄  (2.3.93) 

上部層壁面𝑤𝑠から下部層壁面𝑤𝑎を見たときの形態係数𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑎は、上部層壁面𝑤𝑠から面𝑑を

見たときの形態係数𝐹𝑤𝑠,𝑑に等しい。（面𝑑から下部層壁面𝑤𝑎を見たときの形態係数𝐹𝑑,𝑤𝑎が１

であるため）従って、 

 𝐹𝑤𝑠,𝑤𝑎 = 𝐹𝑤𝑠,𝑑 × 𝐹𝑑,𝑤𝑎 = 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑠⁄  (2.3.94) 

 𝒘𝒔    𝐴𝑤𝑠[㎡] 

 𝒘𝒂    𝐴𝑤𝑎[㎡] 

 𝒅    𝐴𝑑[㎡] 

 𝒂    𝐴𝑎[㎡] 

 𝒔    𝐴𝑠[㎡] 𝐴𝑠 =  𝐴𝑤𝑠 + 𝐴𝑑 

𝐴𝑎 =  𝐴𝑤𝑎 + 𝐴𝑑 
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である。同様に、𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑠は 

 𝐹𝑤𝑎,𝑤𝑠 = 𝐹𝑤𝑎,𝑑 × 𝐹𝑑,𝑤𝑠 = 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑎⁄  (2.3.95) 

である。 

(3-2)面と気体の形態係数 

灰色ガス体は凸な体積と考えると、 

 𝐹𝑠𝑠 = 0 (2.3.96) 

である。ガス体が室に充満している状態を考えると、面から層の気体への形態係数は１であ

る。 

 𝐹𝑑,𝑠 = 1 (2.3.97) 

 𝐹𝑑,𝑎 = 1 (2.3.98) 

これら３つの関係と形態係数の相反関係を使うと 

 𝐹𝑠,𝑑 = 𝐴𝑑 𝐴𝑠⁄  (2.3.99) 

 𝐹𝑎,𝑑 = 𝐴𝑑 𝐴𝑎⁄  (2.3.100) 

となる。 

上部層気体𝑠から下部層気体𝑎を見たときの形態係数𝐹𝑠,𝑎は、上部層気体𝑠から面𝑑を見たと

きの形態係数𝐹𝑠,𝑑に等しい。（面𝑑から下部層気体𝑎を見たときの形態係数𝐹𝑑,𝑎が１であるため） 

従って、 

 𝐹𝑠,𝑎 = 𝐹𝑠,𝑑 × 𝐹𝑑,𝑎 = 𝐴𝑑 𝐴𝑠⁄  (2.3.101) 

 𝐹𝑎,𝑠 = 𝐹𝑎,𝑑 × 𝐹𝑑,𝑠 = 𝐴𝑑 𝐴𝑎⁄  (2.3.102) 

となる。同様の考え方で、 

 𝐹𝑤𝑠,𝑎 = 𝐹𝑤𝑠,𝑑 = 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑠⁄  (2.3.103) 

 𝐹𝑤𝑎,𝑠 = 𝐹𝑤𝑎,𝑑 = 𝐴𝑑 𝐴𝑤𝑎⁄  (2.3.104) 

となる。 

上部層壁面𝑤𝑠から上部層気体𝑠を見たときの形態係数𝐹𝑤𝑠,𝑠は、 

 𝐹𝑠,𝑤𝑠 + 𝐹𝑠,𝑑 = 1 (2.3.105) 

 𝐹𝑠,𝑤𝑠𝐴𝑠 = 𝐹𝑤𝑠,𝑠𝐴𝑤𝑠(相反関係) (2.3.106) 

より、式(2.3.106)を式(2.3.105)に代入すると、 

 𝐹𝑤𝑠,𝑠 = (1 −
𝐴𝑑

𝐴𝑠
)
𝐴𝑠

𝐴𝑤𝑠
= 1 (2.3.107) 

同様の考え方で、 

 𝐹𝑤𝑎,𝑎 = (1 −
𝐴𝑑

𝐴𝑎
)
𝐴𝑎

𝐴𝑤𝑎
= 1 (2.3.108) 

を得る。 
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2.3.5 燃え拡がりモデルに必要な物理量 

2.3.5.1 上部層温度 

上部層熱エネルギーの保存： 

 
𝑑

𝑑𝑡
(𝑐𝑝𝜌𝑠𝑉𝑠𝑇𝑠) = 𝑄̇𝑓 + 𝑄̇ℎ𝑠 + 𝑐𝑝(−𝑚𝑠𝑜𝑇𝑠 +𝑚𝑝𝑇𝑎 +𝑚𝑏𝑇𝑏) (2.3.109) 

ただし、𝑇𝑏は熱分解ガスの温度[K)]で着火温度と等しいとする。ゾーンの気体の組成は燃焼

ガスと新鮮空気の混合具合などにより異なるが、いずれの場合にも窒素が主成分であるこ

となどから、比熱𝑐𝑝[kJ/kg.K]は一定値で近似する。 

式(2.3.109)の左辺を展開し、 

 𝑐𝑝𝜌𝑠𝑉𝑠
𝑑𝑇𝑠

𝑑𝑡
+ 𝑐𝑝𝑇𝑠

𝑑

𝑑𝑡
(𝜌𝑠𝑉𝑠) = 𝑄̇𝑓 + 𝑄̇ℎ𝑠 + 𝑐𝑝(−𝑚𝑠𝑜𝑇𝑠 +𝑚𝑝𝑇𝑎 +𝑚𝑏𝑇𝑏) (2.3.110) 

上部層質量の保存 

 
𝑑

𝑑𝑡
(𝜌𝑠𝑉𝑠) = −𝑚𝑠𝑜 +𝑚𝑝 +𝑚𝑏 (2.3.111) 

を式(2.3.110)に代入して、上部層の温度： 

 𝑐𝑝𝜌𝑠𝑉𝑠
𝑑𝑇𝑠

𝑑𝑡
= Q𝑓 + Qℎ𝑠 + 𝑐𝑝𝑚𝑝(𝑇𝑎 − 𝑇𝑠) + 𝑐𝑝𝑚𝑏(𝑇𝑏 − 𝑇𝑠) (2.3.112) 

について整理すると、温度を陽に計算する式が得られる。 

式(2.3.112)左辺の微分を差分に書き換えると、 

 
𝑇𝑠(𝑡+∆𝑡)−𝑇𝑠(𝑡)

∆𝑡
=
𝑄̇𝑓+𝑄̇ℎ𝑠+𝑐𝑝𝑚𝑝(𝑇𝑎−𝑇𝑠)+𝑐𝑝𝑚𝑏(𝑇𝑏−𝑇𝑠)

𝜌𝑠𝑐𝑝𝐴𝑓(𝐻−𝑍𝑠)
 (2.3.113) 

となり、現在時刻の温度から次の時刻の温度を計算できる。 

建築火災では、温度上昇に伴い圧力が変化するが、多くの場合はその変化は大気圧𝑃に比

べると十分に小さい。ゾーンの気体の組成がいずれの場合にも窒素が主成分であることな

どから、平均の分子量𝑀も空気の分子量𝑀𝑎と同一と近似できる。従って、 

𝜌𝑇 = 𝜌∞𝑇∞ =
𝑃𝑀𝑎
𝑅

= 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡(≈ 353) (2.3.114) 

の関係が成立する。上式により、上部層の気体密度𝜌𝑠は 

 𝜌𝑠 =
𝜌∞𝑇∞

𝑇𝑠
=
353

𝑇𝑠
 (2.3.115) 

である。 

2.3.5.2 下部層温度 

同様に、下部層エネルギーの保存により、下部層温度𝑇𝑎は： 

 𝑐𝑝𝜌𝑎𝑉𝑎
𝑑𝑇𝑎

𝑑𝑡
= Qℎ𝑎 + 𝑐𝑝𝑚𝑎𝑖(𝑇∞ − 𝑇𝑎) + 𝑐𝑝𝑚𝑠𝑖(𝑇∞ − 𝑇𝑠) (2.3.116) 

となる。上式の左辺の微分を書き換えて表すと： 
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𝑇𝑎(𝑡+∆𝑡)−𝑇𝑎(𝑡)

∆𝑡
=
𝑄̇ℎ𝑎+𝑐𝑝𝑚𝑎𝑖(𝑇∞−𝑇𝑎)+𝑐𝑝𝑚𝑠𝑖(𝑇∞−𝑇𝑠)

𝜌𝑎𝑐𝑝𝐴𝑓𝑍𝑠
 (2.3.117) 

となり、現時刻の温度から次の時刻の温度を計算できる。また、式(2.3.114)より、下部層空

気密度𝜌𝑎は 

 𝜌𝑎 =
𝜌∞𝑇∞

𝑇𝑎
=
353

𝑇𝑎
 (2.3.118) 

である。 

2.3.5.3 上部層高さ 

上部層エネルギーの保存から、上部層の体積は 

 𝑐𝑝𝜌∞𝑇∞
𝑑𝑉𝑠

𝑑𝑡
= Q𝑓 + Qℎ𝑠 + 𝑐𝑝(−𝑚𝑠𝑜𝑇𝑠 +𝑚𝑝𝑇𝑎 +𝑚𝑏𝑇𝑏) (2.3.119) 

となり、体積が陽に与えられる。 

また、上部層の体積は煙層高さによって決まり、次式で与えられる。 

 𝑉𝑠 = 𝐴𝑓(𝐻 − 𝑍𝑠) (2.3.120) 

式(2.3.120)を式(2.3.119)に代入して、煙層高さ𝑍𝑠を求める形に直すと 

 𝑐𝑝𝜌∞𝑇∞𝐴𝑓
𝑑(𝐻−𝑍𝑠)

𝑑𝑡
= 𝑄̇𝑓 + 𝑄̇ℎ𝑠 + 𝑐𝑝(−𝑚𝑠𝑜𝑇𝑠 +𝑚𝑝𝑇𝑎 +𝑚𝑏𝑇𝑏) (2.3.121) 

を得る。 

式(2.3.121)を整理すると、 

 
𝑑(𝐻−𝑍𝑠)

𝑑𝑡
=
𝑄̇𝑓+𝑄̇ℎ𝑠+𝑐𝑝(−𝑚𝑠𝑜𝑇𝑠+𝑚𝑝𝑇𝑎+𝑚𝑏𝑇𝑏)

𝜌∞𝑇∞𝑐𝑝𝐴𝑓
 (2.3.122) 

となる。左辺の微分を書き換えて表すと、 

 
𝑍𝑠(𝑡+∆𝑡)−𝑍𝑠(𝑡)

∆𝑡
=
−𝑄̇𝑓−𝑄̇ℎ𝑠−(−𝑐𝑝𝑚𝑠𝑜𝑇𝑠+𝑐𝑝𝑚𝑝𝑇𝑎+𝑐𝑝𝑚𝑏𝑇𝑏)

𝜌∞𝑇∞𝑐𝑝𝐴𝑓
 (2.3.123) 

のようになり、現在時刻の煙層高さから次の時刻の煙層高さを計算できる。 

ここで、火災プルーム質量流量は 

 𝑚̇𝑝 = 0.076𝑄
1 3⁄ 𝑍𝑠

5 3⁄  (2.3.124) 

で与えられる。また、𝐴𝑓は床面積[m2]、𝑄𝑓は上部が火災プルームから得る熱量[kW]で、火炎

の発熱から放射分を差し引いたものである。 

𝑄𝑓 = (1 − 𝜒)𝑄 (2.3.125) 

ただし、𝑄は可燃物の発熱速度の合計[kW]、𝜒は火炎の放射比率[-]である。 

 

2.3.5.4 下部層壁面に入射する放射熱流 

図 2.27 に下部層壁面に流出入する放射熱流の概要を示す。二層ゾーンモデルの放射伝熱

計算によって𝑞𝑜,𝑤𝑎[kW/m2]は既知、下部層壁から射出する熱流𝑞𝑜,𝑤𝑎[kW/m2]は入射のうち反

射した熱流と下部層壁自身から射出する熱流の和で与えられる。この関係から𝑞𝑖,𝑤𝑎は次式
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で求められる。 

下部層壁に入射する熱流𝑞𝑖,𝑤𝑎[kW/m2]は： 

 𝑞𝑜,𝑤𝑎 = 𝜀𝑤𝑎𝜎𝑇𝑤𝑎
4 + (1 − 𝜀𝑤𝑎)𝑞𝑖,𝑤𝑎 (2.3.126) 

となる。上式を整理すると、下部層壁に入射する熱流𝑞𝑖,𝑤𝑎は 

 𝑞𝑖,𝑤𝑎 =
𝑞𝑜,𝑤𝑎−𝜀𝑤𝑎𝜎𝑇𝑤𝑎

4

1−𝜀𝑤𝑎
 (2.3.127) 

となる。上式で算出された𝑞𝑖,𝑤𝑎を用いて、外部放射の放射熱流𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠を計算することができ

る。すなわち、下部層壁面に入射する熱流𝑞𝑖,𝑤𝑎は𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠と等しいと考える。 

 𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 = 𝑞𝑖,𝑤𝑎 (2.3.128) 

ただし、𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠は周壁および煙層からの放射熱と火炎からの間接放射の和[kW/m2]である。 

Twa

qi,wa

qo,wa

 

図 2.27 下部層壁面に流出入する放射熱流 

 

2.4 計算プログラムの概要 

2.4.1 計算のアルゴリズム 

計算プログラムのフローチャートを図 2.28 に示す。本モデルは主に二つの部分に分ける

ことができる。第一部分は二層ゾーンモデルを用いて煙層温度、煙層高さ等を計算する。第

二部分は二層ゾーンモデルの計算結果と燃え拡がりモデルを用いて発熱速度を予測する。 

 

射出 

下部層壁に入射 
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ゾーンが火炎プルームから得る熱量

Qf=(1-χ)Q 

放射性分の割合χ

燃焼直径Df

プリューム質量流量mp

煙層高さZs

上部層と下部層の壁面温度
Tws、Twa

煙層温度Ts、下部層温度Ta

熱伝導率kと対流熱伝達率h

対流によるゾーンが得る熱量
Qcs、Qca

化学種生成速度

可燃物の燃焼速度mb=Q/dH

発熱速度Q

発熱速度Q

化学種濃度

煙層の放射率

煙層高さZs

火炎からの放射熱
Qfrad,ws、Qfrad,wa、
Qfrad,s、Qfrad,a

形態係数F

壁面から失われる正味の熱量
Qws、Qwa

出ていく熱流束
qo,ws qo,wa qo,s qo,a

放射によるゾーンが得る熱量
Qrs Qra

上部層と下部層が得る熱量
Qhs、Qha

床面圧力差の仮定

中性帯高さの計算

開口流量の計算

R(pfloor)=0 p f
lo

o
r,
k+

1=
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o
r,
k-

R
( p

fl
o
or

,k
)/

R
 (

pf
lo

or
,k
)

NO

開口流量の決定

煙層温度Ts、下部層温度Ta、煙層高さZs

発熱速度Q

初期値を設定する
（発熱速度、煙層温度、煙層高さ等）

時刻を進める
t=t+ t

自由空間における平均火炎高さ　Lm,free

自由空間における連続火炎高さ　Lc,free

展炎の状況を判断する

内部放射熱　qf 外部放射熱　qinc

単位面積当たりの発

熱速度　q0
火炎伝播速度　vf

燃焼直径　Df

新しい時刻の発熱速度　Q

t=0

定数を設定する

T>800s

計算結果を出力する

Yes

NO

Yes

 

図 2.28 計算プログラムのフローチャート 
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2.4.2 プログラムへの入力 

2.4.2.1 模型室に関する入力 

表 2.6 に模型室の壁に関する入力値を示す。 

表 2.6 模型室に関する入力値 

必要な入力値 変数名 単位 備考 

模型室の寸法 

長さ W_m m  

幅 D_m m  

天井高さ H m  

開口高さ Ho m  

開口幅 B m  

開口数量 n 個  

壁 

厚さ xw m  

密度 rho_w kg/m3  

比熱 cp_w kJ/kg･K  

天井部放射率 e_w - 壁の材質と同じ 

上部層壁面の

放射率 
e_ws -  

下部層壁面の

放射率 
e_wa -  

 

2.4.2.2 可燃物に関する入力 

表 2.7 に可燃物に関する入力値を示す。 

表 2.7 可燃物に関する入力値 

必要な入力値 変数名 単位 備考 

可燃物の寸法 

長さ W_u m  

幅 D_u m  

厚さ h m  

可燃物の物性値 密度 p_u kg/m3  

 

2.4.2.3 外部空気に関する入力 

表 2.8 に外部空気に関する入力値を示す。 

表 2.8 外部空気に関する入力値 

必要な入力値 変数名 単位 備考 

外部空気 
温度 T0 K  

密度 rho_0 kg/m3  
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定圧比熱 cp kJ/kg･K  

大気圧 P 1atm  

 

2.4.2.4 初期値および定数の入力 

表 2.9 に初期値の入力を示す。 

表 2.9 初期値の入力 

初期値 変数名 値 単位 

上部層（煙層） 

上部層温度 Ts 293.2 K 

上部層高さ Zs H-0.01 m 

壁面温度（室

内側） 
Tws 293 K 

壁面温度（外

気側） 
T5 293 K 

壁の内部温度 T2~T4 293 K 

𝐶𝑂2濃度 Yco2s 0.0003 - 

𝐻2𝑂濃度 Yh2os 0.013 - 

煤の濃度 Ysoots 0 - 

煤の密度 rho_soot 2000 kg/m3 

下部層（空気

層） 

下部層温度 Ta 293.1 K 

壁面温度（室

内側） 
Twa 293 K 

壁面温度（外

気側） 
T2a~T4a 293 K 

壁の内部温度 T5a 293 K 

𝐶𝑂2濃度 Yco20 0.0003 - 

𝐻2𝑂濃度 Yh2o0 0.013 - 

燃焼 

燃焼直径 Df 0.03 m 

燃え尽き直径 Db 0.03 m 

発熱速度 Q 0.132 kW 
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表 2.10 に定数の入力を示す。燃焼終了時間は、十分に長い時間に設定する必要がある。

着火温度、単位質量当たりの発熱量、火炎伝播速度等は自由空間燃焼実験によって測定する

必要がある。また、新谷ら[9]に倣い火炎の放射発散度は一定値で近似した。 

表 2.10 定数の入力 

定数 変数名 値 単位 

時間 

開始時間 t 0 s 

終了時間 t_end 800 s 

時間間隔 dt 0.1 s 

燃焼 

着火温度 Tb 

自由空間燃焼実

験によって測定

する 

K 

ΔH delta_H kJ/kg 

ΔH/L delta_H_L  

自由空間にお

ける火炎伝播

速度 

vf_free m/s 

放射発散度[9] 

円筒部連続火

炎領域 
Ecc 80.5 kW/m2 

円筒部間欠火

炎領域 
Eci 51.2 kW/m2 

円盤部連続火

炎領域 
Edc 80.5 kW/m2 

円盤部間欠火

炎領域 
Edi 47.7 kW/m2 

 

2.4.3 プログラムの出力 

計算プログラムで得られた各時刻の発熱速度、展炎半径、煙層温度等の結果を csv ファイ

ルに出力する。表 2.11 にプログラムの出力値を示す。 

表 2.11 プログラムの出力値 

出力値 変数名 単位 

発熱速度 Q kW 

単位面積当たりの発熱速度 q0 kW/m2 

燃焼直径 Df m 

燃え尽き直径 Db m 

燃焼面積 Af m2 

燃え尽き面積 Afb m2 

自由空間における火 平均火炎高さ Lm_free m 
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炎高さ 連続火炎高さ Lc_free m 

展炎半径 
間欠火炎領域 ri m 

連続火炎領域 rc m 

内部放射の放射熱 円筒部から qf kW/m2 

外部放射の放射熱 

展炎部から（円盤

部） 
qd kW/m2 

火炎が接する天井部

から 
qw kW/m2 

周壁および煙層から

の放射熱と火炎から

の間接放射の和 

qf_res kW/m2 

上層部 

上部層温度 Ts ℃ 

上部層壁面温度 Tws ℃ 

上部層高さ Zs m 

下部層 
下部層温度 Ta ℃ 

下部層壁面温度 Twa ℃ 

 

2.5 本章の結論  

本章では、既存モデルを改良して、単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルを構築した。

本モデルは燃え拡がりモデルと二層ゾーンモデルを連成して、室内における単一の固体可

燃物の燃焼性状を解析する方法を提案した。 

燃え拡がりモデルについては、展炎半径と燃焼半径の関係に基づき、従来の 3 種類の火炎

形状を 6 種類に拡張することで、外部放射による放射熱のより正確な算出が可能となった。

また、外部放射が燃焼加速に及ぼす影響を評価する式（単位面積あたりの発熱速度および火

炎伝播速度の式）を改良した。従来のモデルでは換気支配型燃焼を考慮していなかったが、

本研究ではこれを考慮に入れている。 

更に、従来の二層ゾーンモデルは火炎からの放射熱が全部上部層に流入すると仮定して

いた。本研究は火炎からの放射熱の一部が開口を通じて流出し、残りが下部層と上部層に流

入すると仮定した。 

その結果、本モデルを用いることで、模型室の形状や可燃物の物性値・寸法などを入力す

れば、可燃物の発熱速度や燃焼半径などの時間変化を簡便に予測することを可能とした。 
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第 3 章 単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルの精度の検証 

本章では、単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデルの精度の検証を行う。なお、本章の

内容の一部は、International Journal of Fire Science and Engineering に投稿したものをもとに再

構成したものである。 

3.1 自由空間燃焼実験による物性値の抽出 

室内での燃え拡がりを予測する前提として、自由空間での燃焼実験結果を考察し、計算に

必要な物性値を抽出しておく。 

3.1.1 自由空間燃焼実験の概要 

赤尾ら[1]は自由空間におけるウレタンフォーム燃焼実験を行った。自由空間の実験では、

集煙フード下に設置したロードセル上で試験体を燃焼させて質量減少速度と発熱速度を測

定した。試験体は軟質ポリウレタンフォームで、平均密度は約 15.84kg/m3である。着火は上

面の中心点にアルコールを含浸させたティッシュペーパーへ点火して行った。実験条件の

一覧を表 3.1 に示す。自由空間燃焼実験は o1~o4 の 4 条件で試験体厚さのみを変更して行な

われた。 

表 3.1 自由空間燃焼実験の実験条件 

NO. 

実験 
o1 o2 o3 o4 

試験体重量 0.586kg 0.802kg 0.391kg 0.201kg 

試験体寸法 
厚さ ℎ 0.15 m 0.2 m 0.1 m 0.05 m 

長さ×幅 𝐷𝑢 ×𝑊𝑢 0.5 × 0.5 m 

図 3.1 に発熱速度の実験値を示す。試験体厚さが厚くなるほど、発熱速度の最大値は大き

くなり、最大値に達する時間は遅くなる。最も厚い 200mm の試験体を燃焼させた実験 o2 で

は、約 200kW まで発熱速度は増加した。 

 

図 3.1 自由空間燃焼実験における発熱速度の実験値  
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3.1.2 自由空間における単位質量当たりの発熱量の抽出 

実験 o1～o4 までの総発熱量、試験体の質量、単位面積当たりの発熱量を表 3.2 に示す。

それぞれの実験における平均と標準偏差として、次式を得た。 

 ∆𝐻 = 29.4 ± 0.62 (MJ/kg) (3.1.1) 

表 3.2 単位質量当たりの発熱量の計算 

実験 

No. 

総発熱量 

𝑇𝐻𝑅[MJ] 

試験体の質量 

𝑤[g] 

単位質量当たりの発熱量 

∆𝐻[MJ/kg] 

o1 (厚さ 150mm) 17.5 586.3 29.1 

o2 (厚さ 200mm) 23.3 801.8 29.9 

o3 (厚さ 100mm) 11.7 390.5 30.0 

o4 (厚さ 50mm) 5.8 200.8 28.7 

 

3.1.3 自由空間における火炎伝播速度の抽出 

図 3.2 に自由空間燃焼実験における燃焼半径の実験値を示す。燃焼半径はビデオカメラで

撮影した動画より、ウレタンフォーム上面の中心点から上下左右 4 方向の燃え拡がり先端

までの距離を測定した。各実験で測定された燃焼半径はほぼ同じである。試験体上面の辺長

が 0.5m であることから、測定可能な燃焼半径の上限は 0.25m に制限される。ただし、燃え

拡がり先端が上面の端に到達した後も側面の鉛直下方へ拡がる。従って、実際の燃焼半径の

最大値は 0.25m を上回ると考えられる。実験によると自由空間における火炎伝播速度は一

定値 0.0035m/s である。 

 

図 3.2 自由空間燃焼実験における燃焼半径の実験値  

3.1.4 自由空間における∆𝑯/𝑳の抽出 

単位質量当たりの発熱量と熱分解潜熱の比∆𝐻/𝐿を導出するため、発熱速度および燃焼半

径の実験値を用いた。単位面積当たりの発熱速度𝑞0は、発熱速度を燃焼面積で除することに

より、式（3.1.2）により求められる。 

 𝑞0,𝑓𝑟𝑒𝑒 = Q/𝜋𝑟𝑓
2 (3.1.2) 
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燃焼面に入射する放射熱流束は、自由空間の火炎形状を考慮して、式(3.1.3)により算出さ

れる。 

 𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 = 𝜀𝑐𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐 + 𝜏𝑐𝜀𝑐𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖 (3.1.3) 

ただし、𝜀𝑐は火炎円筒部の放射率[-]、𝜏𝑐は火炎円筒部の透過率[-]、𝐸𝑐𝑐は円筒部連続火炎領

域の放射発散度（kW/m2）、𝐸𝑐𝑖円筒部間欠火炎領域の放射発散度（kW/m2）、𝐹𝑐𝑐は燃焼面か

ら円筒部連続火炎領域を見た時の形態係数[-]、𝐹𝑐𝑖は燃焼面から円筒部間欠火炎領域を見た

時の形態係数[-]である。 

火炎の放射発散度は次式で計算する： 

 𝐸𝑖 = 𝜎(𝑇𝑖
4 − 𝑇0

4) (3.1.4) 

ただし、𝜎はステファン・ボルツマン定数[=5.67 × 10−11 kW/(m2 ∙ K) ]、𝑇𝑖は火炎の温度

[K](i=cc,ci,dc,di)である。火炎温度は新谷らに倣い、円筒部連続火炎領域温度Tcc = 1093K、

円筒部間欠火炎領域温度Tci = 977K、円盤部連続火炎領域温度𝑇𝑑𝑐 = 1093K、円盤部間欠火

炎領域温度Tdi = 960Kとした。 

燃焼面における熱収支より、単位質量当たりの発熱量と熱分解熱の比（∆𝐻/𝐿）は、単位

面積あたりの発熱速度と燃焼面に入射する放射熱流束との比（𝑞0,𝑓𝑟𝑒𝑒/𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒）として近似さ

れる： 

 ∆𝐻/𝐿 = 𝑞0,𝑓𝑟𝑒𝑒/𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 (3.1.5) 

図 3.3 に𝑞0,𝑓𝑟𝑒𝑒と𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒の実験値の比を示す。この比率は試験体の厚さに依存せず一定で

あり、その定数値は 17.2 であることが確認された。 

 

図 3.3 自由空間燃焼実験における𝒒𝟎,𝒇𝒓𝒆𝒆と𝒒𝒇,𝒇𝒓𝒆𝒆の実験値の比 

3.2 赤尾による模型室内実験との比較 

3.2.1 実験概要 

赤尾ら[1]は、模型室で燃焼実験を行った。模型室の断面図を図 2.3、平面図を図 2.4、実験

の写真を図 2.5 に示す。模型室の内寸（平面形）は 1.7×0.9m であり、そのうち中央部の

0.55×0.85mの部分に架台および試験体を設置し、試験体と床面の間にはアルミ箔を敷いた。
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模型室の手前と奥に開口を設置した。模型室の壁、天井と床は全てセラミックファイバーボ

ード (厚さ 50mm、密度 250kg/m3)製である。自由空間実験と同様に、試験体は軟質ポリウレ

タンフォームで、寸法は大きさを 0.5×0.5m で固定し、厚さを 0.05~0.15m で変化させた。着

火は試験体上面中心点にアルコールを含浸させたティッシュペーパーへ点火して行った。 

 

図 3.4 模型室の断面図 

 

図 3.5 模型室の平面図 
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図 3.6 模型室燃焼実験の写真（実験 b6） 

3.2.1.1 測定項目 

赤尾実験の測定項目を表 3.3 に示す。自由空間における燃焼実験では、試験体の質量減少

速度、発熱速度および燃焼半径が測定された。模型室における燃焼実験では、これらに加え

て室内温度、壁面温度、天井・側壁・床面への入射熱流束を測定した。本研究では、発熱速

度および燃焼半径に主に着目して解析を行う。また、入射熱流束では床面への入射熱流束に

着目する。 

表 3.3 赤尾実験の測定項目 

No. 測定項目 測定装置 測定装置の設置位置 測定方法 

1 発熱速度 集煙フード 試験体上部 酸素消費法（自由空間） 

ロードセル 試験体下部 質量法（模型室） 

2 燃焼半径 ウェブカメラ 試験体上部 燃焼面の中心点から4方向

について約 10 秒毎に測定

した火炎の燃え拡がり先

端までの距離 

3 上部層温度 鉛直方向の熱

電対ツリー 

開口付近 2 ヶ所 Ｎ％法（N=10） 

手前と奥の平均値 

4 下部層温度 鉛直方向の熱

電対ツリー 

開口付近 2 ヶ所 Ｎ％法（N=10） 

手前と奥の平均値 

5 天井流温度 熱電対 天井下 3cm に長手方

向および短手方向 

測定された温度の平均値 

5 上部層壁面

温度 

熱電対 天井表面（火源直上か

ら 250mm、550mm） 

2 ヶ所で測定された温度の

平均値 

6 上部層高さ 鉛直方向の熱

電対ツリー 

開口付近 2 ヶ所（図

2.3） 

Ｎ％法（N=10） 

手前と奥の平均値 

7 床面への入 熱流束計 床面２ヶ所（図 2.3） ２ヶ所で測定された熱流
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射熱流束 束の平均値 

 

3.2.1.2 実験条件 

模型室における燃焼実験では、試験体の厚さ、天井高さ、開口高さを変更し、計 12 回の

実験を実施した。実験条件を表 3.4 に示す。天井高さは 0.4〜0.8 m、開口高さは 0.2〜0.8 m

の範囲で変更された。試験体の厚さは 0.05〜0.20 m の範囲で変更された。天井高さと開口

高さが等しい場合（実験 b1、b2、b4、b8、b11）には垂れ壁は存在しない。 

表 3.4 赤尾による模型室燃焼実験の実験条件 

実験 

No. 

天井高さ 

 H (m) 

開口高さ 

Ho (m) 

試験体厚さ 

h (m) 
垂れ壁 

b1 0.80 0.80 0.05 

なし 

b2 / b3* 0.80 0.80 0.10 

b4 0.80 0.80 0.15 

b8 0.62 0.62 0.10 

b11 0.40 0.40 0.05 

b5 0.80 0.50 0.10 

あり 

b6 0.80 0.50 0.05 

b7 0.80 0.20 0.10 

b9 0.62 0.32 0.10 

b10 0.62 0.32 0.05 

b12 0.40 0.20 0.05 

*実験 b2 と実験 b3 の実験条件は同様である。 

3.2.2 計算条件の設定 

図 3.7 に計算に用いた模型室の寸法を示す。開口部の幅は室内幅と同じである。模型室の

壁はセラミックファイバーボードである。本節では表 3.4 の実験条件を参考して、計算条件

を設定する。 

hSpecimen

Ho

0.9m

H

hfg

hfg

TC tree

TC tree

Smoke curtain

 

図 3.7 赤尾実験に用いた模型室の寸法 
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使用した物性値および各種定数を表 3.5 に示す。壁の熱伝導率は、メーカーから提供され

たデータ[2]に基づいて第2.3.2.2節の式(2.3.33)で算出した。ウレタンフォームの着火温度は、

樽本ら[3]の実験値を参照した。∆𝐻と∆𝐻/𝐿は第 3.1 節の自由空間燃焼実験から抽出した値で

ある。測定された。外部空気温度は基準温度として設定した。 

表 3.5 物性値と定数の入力 

分類 項目 記号 値 

壁 

材質 セラミックファイバーボード 

厚さ 𝑥 0.05 m 

密度 𝜌𝑤 250 kg/m3 

比熱 𝑐 1.13 kJ/(kg ∙ K) 

放射率 𝜀𝑤 0.9 

熱伝導率[2] 𝑘 
k = 2 × 10−7max(T, 600) − 3 × 10−5 

[kW/(m ∙ K)] 

試験体 

材質 ウレタンフォーム 

幅×長さ 𝐷𝑢 ×𝑊𝑢 0.5 × 0.5 m 

着火温度 [3] 𝑇𝑏 481K (208℃) 

単位質量当たりの発熱

量 
∆𝐻 29410 kJ/kg 

単位質量当たりの発熱

量/分解潜熱 
∆𝐻/𝐿 17.24 

自由空間における火炎

伝播速度 
𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 0.0035 m/s 

外部空気 温度 𝑇∞ 293K 

対流熱伝達率 ℎ∞ 0.0083 kW/(m2 ∙ K) 

 

3.2.3 予測結果と考察 

本節の構成は次の通りである。 

第 3.2.3.1 節 垂れ壁なしの予測結果と考察（実験 b1、b2、b4、b8、b11） 

第 3.2.3.2 節 垂れ壁ありの予測結果と考察（実験 b5、b6、b7、b9、b10、b12） 

第 3.2.3.3 節 全実験における発熱速度の比較 

第 3.2.3.1 節および第 3.2.3.2 節では、それぞれ垂れ壁がない場合とある場合における計算

値と実験値の比較を詳細に示した。比較項目は 6 つあり、発熱速度、燃焼半径、上部層およ

び下部層の温度、上部層および下部層の壁面温度、上部層高さ、下部層壁面に入射する放射

熱流束である。この部分では、実験値との比較を通じて、本モデルの精度を検証する。 

第 3.2.3.3 節では、自由空間、垂れ壁がない場合、垂れ壁がある場合のそれぞれにおける

発熱速度の比較を行った。この部分では、試験体の高さ、開口高さ、天井高さが燃焼に及ぼ

す影響についても予備的に考察する。 

3.2.3.1 垂れ壁なしの予測結果と考察 

(1)実験 b1 

図 3.8(a)に実験 b1 と実験 o4 の発熱速度の計算値と実験値を示す。実験 b1 は室内燃焼実
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験、模型室の天井高さは 0.8m、試験体厚さは 0.05m である。実験 o4 は自由空間燃焼実験

で、試験体厚さは 0.05m である。室内の最大発熱速度は自由空間よりもやや高くなる傾向が

実験と計算ともに現れている。 

図 3.8(b)に実験 b1 における燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径の計算結果を示す。丸マ

ーカは燃焼半径の実験値を示し、その傾きは燃え拡がり速度を表す。赤色線は燃焼半径の計

算値、黒色線は燃え尽き半径の計算値、青色線と緑色線は間欠火炎展炎半径と連続火炎展炎

半径の計算値である。計算値によると、燃焼半径は最初は時間と共に線形的に増加する。約

53 秒で火炎伝播の方向が水平から鉛直下方に変わり、これにより燃え拡がり速度が減少す

る。約 52～88 秒の間に天井下で間欠火炎の展炎が確認された。約 52 秒時点で火炎が展炎

し、外部放射が増加して、発熱速度が急に上昇した。なお、連続火炎展炎半径は 0 のため、

連続火炎が展炎することはなかった。 

図 3.8(c)に上部層と下部層温度の計算値と実験値を示す。黒い丸マーカは、天井流温度の

実験値を示している。全体的に、上部層の計算値は実験値より高い。下部層温度の計算値は

かなり小さい、これは下部層の放射率を 0 にしたため、下部層は放射熱を吸収しない設定に

なっているためと考えられる。赤尾実験では下部層壁面温度を測定しなかったため、図

3.8(d)の実験値は上部層壁面温度のみである。実験値では上部層壁面温度と上部層温度の差

が 80℃で、計算値では上部層壁面温度と上部層の差が 100℃である。 

図 3.8(e)(f)に上部層高さと下部層壁面に入射する熱流を示す。全体的に、計算値は実験値

と一致している。単位面積あたりの発熱速度および火炎伝播速度を計算する際、分母となる

𝑞𝑓の値が燃焼初期および後期において極端に小さくなることで、計算に大きな誤差を生じ

る。本モデルでは数値安定性を確保するため、𝑞𝑓に対して最小値（10kW/m2）を設定した。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.8 実験 b1 の計算値と実験値の比較 

(2)実験 b2 

図 3.9(a)に実験 b2 と実験 o3 の発熱速度の計算値と実験値を示す。実験 b2 は、実験 b1 と
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同一の模型室を用いており、試験体の厚さのみが 0.10 m に増加した。一方、実験 o3 は、同

一の試験体を自由空間で燃焼させた条件で実施されたものである。いずれの条件において

も、発熱速度の計算値は実測値と良好に一致しており、室内での燃焼の方が発熱速度が大き

くなる傾向が再現されている。 

図 3.9 (b)に実験 b2 における燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径の計算結果を示す。計算

値によると、約 53 秒で火炎伝播の方向が水平から鉛直下方に変わり、これにより火炎伝播

速度が減少する。約 52～113 秒の間に天井下で間欠火炎の展炎が確認された。約 52 秒時点

で火炎が展炎し、外部放射が増加して、発熱速度が急に上昇した。実験 b1 と同様に、連続

火炎展炎半径は 0 のため、連続火炎が展炎するには至らなかった。 

上部層温度、上部層壁面温度は実験値より大きく、下部層壁面に入射する熱流は小さかっ

た。一方で、燃焼半径と上部層高さは実験値を下回った。燃焼半径および上部層高さで実験

値との差が大きい原因としては実験値の誤差の影響である可能性が考えられる。燃焼半径

はビデオカメラで撮影した動画を目視で測定した値であり、上部層高さは煙層境界の明確

な判別が困難であることから、いずれも測定誤差が生じやすい項目である。 

 

(a)発熱速度  (b)燃焼半径燃、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 
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  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.9 実験 b2 の計算値と実験値の比較 

 

(3)実験 b4 

図 3.10(a)に実験 b4 と実験 o1 の発熱速度の計算値と実験値を示す。実験 b4 は、実験 b1

と同一の模型室を用いており、試験体の厚さのみが 0.15m に増加した。一方、実験 o1 は、

同一の試験体を自由空間で燃焼させた条件で実施されたものである。いずれの条件におい

ても、発熱速度の計算値は実測値と良好に一致している。また、室内での燃焼における発熱

速度の増加が顕著である。 

図 3.10 (b)に実験 b4 における燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径の計算結果を示す。計算

値によると、約 53 秒で火炎伝播の方向が水平から鉛直下方に変わり、これにより火炎伝播

速度が減少する。約 52～127 秒の間に天井下で間欠火炎の展炎が確認された。実験 b1 およ

び b2 との比較により、試験体の厚さが増加するにつれて、発熱速度が増加し、展炎が発生

する時間も長くなる傾向が確認された。 

上部層温度と上部層壁面温度の最大値は実験値に近いが、最大値に達する時間は実験値

よりも早い傾向がみられた。上部層高さは実験値と良好に一致している。図 3.10(f)に下部層
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壁面に入射する熱流束𝑞𝑖,𝑤𝑎の計算値と実験値の比較を示す。𝑞𝑖,𝑤𝑎は実験値よりも小さい。こ

れは、火炎が熱流束計に近く、測定値には火炎からの直接放射熱も含まれているためである。

一方、計算された𝑞𝑖,𝑤𝑎は、下部層壁面に入射する平均熱流束である。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径燃、え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.10 実験 b4 の計算値と実験値の比較 

 

(4)実験 b8 

図 3.11 に実験 b8 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b8 では天井高さが 0.62m に低く

しており、試験体の厚さは実験 b2 と同様に 0.10m である。 

図 3.11(a)に実験 b8 と実験 o3 の発熱速度の計算値と実験値を示す。発熱速度は実験値と

良好に一致している。図 3.11 (b)に実験 b8 における燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径の計

算結果を示す。燃焼半径は実験値に近い。計算結果では 65 秒から連続火炎が展炎する、間

欠火炎と連続火炎展炎半径が燃焼半径より小さいため、円盤部が円筒部に含まれる。第 90

ｓで燃え尽きが始まって、第 165 秒で燃焼が終了する。 

上部層温度と上部層壁面温度は実験値より高く、最大値に達する時間は実験値よりも早

い傾向がみられた。上部層高さは実験値と大体一致している。一方で、下部層壁面に入射す

る熱流は実験値より小さい。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.11 実験 b8 の計算値と実験値の比較 

 

(5)実験 b11 
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図 3.12 に実験 b11 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b11 の天井高さが更に低くなり、

0.4 m となっている。 

図 3.12(a)に実験ｂ11 と実験 o4 の発熱速度の計算値と実験値を示す。最大値に達する時間

は実験とほぼ一致しているが、計算値の最大値は実験値よりも明らかに大きく、燃え尽き速

度も速い。これは、天井高さが非常に低い場合に火炎の展炎半径が大きくなり、外部放射の

放射熱が過大に計算されるためと考えられる。その結果、燃え拡がり速度および単位面積当

たりの発熱速度が過大に計算されたと考えられる。 

上部層温度および上部層壁面温度においては、最大値に達する時間が実験値よりも早く、

かつ最大値も実験値より高くなっている。これは、発熱速度が過大に評価されたためである。

上部層高さは実験値と良好に一致している。一方で、下部層壁面に入射する熱流は実験値よ

り小さい。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 
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  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.12 実験 b11 の計算値と実験値の比較 

 

 

3.2.3.2 垂れ壁ありの予測結果と考察 

(1)実験 b5 

実験 b5 では、模型室の天井高さは 0.8m、開口高さは 0.5m、試験体厚さは 0.10m である。

実験 o3 は自由空間燃焼実験で、試験体厚さは 0.10m である。図 3.13(a)に実験 b5 と実験 o3

の発熱速度の計算値と実験値を示す。発熱速度は実験値と良好に一致している。実験 b2 と

比較して、実験 b5 では開口高さが低くなっている。図 3.9(a)と比較すると、実験 b2 の最大

发熱速度は約 190 kW であるのに対し、実験 b5 は約 210 kW である。開口高さが低くなる

と、最大発熱速度が大きくなる傾向が見られる。 

図 3.13 (b)に実験 b5 における燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径の計算結果を示す。燃焼

半径は実験値に近い。計算結果では 55 秒で間欠火炎が展炎する、間欠火炎展炎半径は燃焼

半径より小さいため、円盤部は円筒部に含まれる。90 秒で燃え尽きが始まって、165 秒で燃
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焼が終了する。 

上部層温度と上部層壁面温度は実験値に近い。上部層高さは実験値と良好に一致してい

る。一方で、下部層壁面に入射する熱流は実験値より小さい。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.13 実験 b5 の計算値と実験値の比較 

 

(2)実験 b6 

図 3.14 に実験 b6 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b5 と比べて、実験 b6 の天井高さ

と開口高さは同じであるが、試験体厚さが小さくなっている。 

図 3.14(a)に実験 b6 と実験 o4 の発熱速度の計算値と実験値を示す。発熱速度の計算値は

実験値と良好に一致している。燃焼半径、下部層温度、上部層高さ、下部層壁面に入射する

熱流は実験値と大体一致している。上部層温度、上部層壁面温度は実験値よりやや高い。図

3.14(b)の計算値から、火炎が展炎するものの、円盤部が円筒部に含まれるので展炎部からの

外部放射は 0 である。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.14 実験 b6 の計算値と実験値の比較 

 

(3)実験 b7 
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図 3.15 に実験 b7 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b7 の天井高さは 0.8m、開口高さ

は 0.2m、試験体厚さは 0.1m である。 

図 3.15(a)に実験 b7 と実験 o3 の発熱速度の計算値と実験値を示す。開口高さが 0.2 m と

非常に低く開口部が小さいため、約 80 秒頃に換気支配の臨界発熱速度に達した。本モデル

では換気支配の臨界発熱速度を発熱速度の上限値として設定しているため、80～95 秒の間

に発熱速度は上限値で一定値に維持されている。上部層温度、下部層温度、上部層の高さお

よび下部層壁面に入射する熱流は実験値より著しく低く、上部層壁面温度も実験値をやや

下回っている。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径燃、え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 
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  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.15 実験 b7 の計算値と実験値の比較 

 

(4)実験 b9 

図 3.16 に実験 b9 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b7 の天井高さは 0.62m、開口高

さは 0.32m、試験体厚さは 0.1m である。 

図 3.16(a)に実験 b9 と実験 o3（試験体厚さ 0.1m）の発熱速度の計算値と実験値を示す。

最大発熱速度は実験値よりも大きいが、最大値に達する時間は実験値と一致している。図

3.16(b)の計算結果からは、間欠火炎および連続火炎が展炎することが確認できる。特に約 70

秒付近では、間欠火炎の展炎半径が燃焼半径を上回っており、この展炎部からの放射熱の影

響により、火炎の伝播速度および発熱速度が顕著に増加している。上部層温度、上部層壁面

温度、上部層の高さおよび下部層壁面に入射する熱流は実験値よりやや低い。 
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(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.16 実験 b9 の計算値と実験値の比較 

(5)実験 b10 

図 3.17 に実験 b10 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b10 は、天井高さおよび開口高

さが実験 b9 と同じであるが、試験体厚さが 0.05 m と小さくなっている。 

図 3.17(a)に実験 b10 と実験 o4 の発熱速度の計算値と実験値を示す。発熱速度は実験値と

良好に一致している。自由空間と比較して、室内での最大発熱速度の増加幅は小さいものの、

最大値に達するまでの時間は明らかに短くなっている。実験 b9 の最大発熱速度の実験値は

約 250 kW であるのに対し、実験 b10 では約 150 kW であり、試験体の厚さが小さいほど、

最大発熱速度が顕著に低下することが分かる。 

上部層温度および下部層壁面に入射する熱流は実験値より著しく低く、燃焼半径、上部層

壁面温度および上部層高さは実験値に近い。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径燃、え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.17 実験 b10 の計算値と実験値の比較 

 

(6)実験 b12 
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図 3.18 に実験 b12 の計算値と実験値の比較を示す。実験 b12 の天井高さは 0.4m、開口高

さは 0.2m、試験体厚さは 0.05m である。 

図 3.18(a)に実験 b12 と実験 o4（試験体厚さ 0.05m）の発熱速度の計算値と実験値を示す。

最大発熱速度は実験値よりも著しく大きいが、最大値に達する時間は実験値に近い。図

3.16(b)の計算結果からは、間欠火炎および連続火炎が展炎することが確認できる。特に約 50

秒付近では、間欠火炎の展炎半径が燃焼半径を上回っており、この展炎部からの放射熱の影

響により、火炎の伝播速度および発熱速度が増加している。 

燃焼半径、上部層温度、上部層壁面温度は実験値に近く、上部層高さおよび下部層壁面に

入射する熱流は実験値より低い。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径燃、え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 
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  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.18 実験 b12 の計算値と実験値の比較 

3.2.3.3 全実験における発熱速度の比較 

(1)模型室での燃焼（垂れ壁なし） 

図 3.19 に、垂れ壁のない場合における発熱速度の計算値と実験値を示す。全体として、

計算値は実験値とよく一致している。しかし、実験 b11 においては、最大値に達する時間は

実験値と近いものの、その最大値は実験値よりも大きく評価されている。これは、実験 b11

では天井高さが非常に低く、火炎が大きく展炎したことにより、外部放射が過大評価された

ためと考えられる。また、実験 b1 と b2 の比較から、試験体の厚さが厚いほど最大発熱速度

が大きくなる傾向が確認された。 
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(a)b1(H=0.8m,Ho=0.8m,h=0.05m) (b)b2(H=0.8m,Ho=0.8m,h=0.1m) (c)b4(H=0.8m,Ho=0.8m,h=0.15m) 

 

(d)b8(H=0.62m,Ho=0.62m,h=0.1m)  (e)b11(H=0.4m,Ho=0.4m,h=0.05m) 

図 3.19 模型室における発熱速度の計算値と実験値の比較（垂れ壁なし） 

(3)模型室での燃焼（垂れ壁あり） 

図 3.20 に垂れ壁がある場合の発熱速度の計算値と実験値を示す。全体として計算値は実

験値と良く一致しているが、天井高さと開口高さが極めて小さい場合（例えば、実験 b12、

H=0.4m、Ho=0.2m）には計算誤差が大きくなる傾向があった。天井高さが非常に低く、火炎

が大きく展炎したことにより、外部放射が過大評価された。開口高さが小さい場合、室内の

酸素供給が不十分となる。燃焼は燃料支配型から換気支配型へと移行し、未燃の可燃性ガス

が開口部から火炎として噴出する可能性がある。 

また、本モデルでは、換気支配型火災の臨界発熱速度Qventを発熱速度の上限値として設

定している。従って、実験 b7 と実験 b12 では、発熱速度が最大に達した後、しばらくの間

そのまま維持された。 

 

(a)b5(H=0.8m,Ho=0.5m,h=0.1m)  (b)b6(H=0.8m,Ho=0.5m,h=0.05m) (c)b4(H=0.8m,Ho=0.2m,h=0.1m) 
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(d)b10(H=0.62m,Ho=0.32m,h=0.05m)  (e)b12(H=0.4m,Ho=0.2m,h=0.05m) 

図 3.20 模型室における発熱速度の計算値と実験値の比較（垂れ壁あり） 

3.3 李実験との比較 

3.3.1 実験概要 

李ら[4]も自由空間と模型室での燃焼実験を行った。李実験は赤尾実験の先行実験であり、

両実験は同様の試験体を用い、実験手法も概ね同じである。ただし、李実験に用いた模型室

の寸法は、赤尾実験よりも大きい。李実験の概要図を図 3.21 に示す。ISO 17431 に規定する

模型箱試験[3]の模型室を用いた。模型室の寸法は W840mm×D1680mm×H840mm である。開

口は寸法が W 300mm × H670mm を 1 つ設置されている。模型室の天井と壁体の材料は厚さ

が 25mm であるセラミックファイバーボード（密度 250kg/m3）を使用した。試験体上面の

中心点に点火した。 
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図 3.21 李実験の概要図 
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3.3.1.1 測定項目 

李実験の測定項目を表 3.6 に示す。測定項目は赤尾実験と同じである。ただし、李実験で

は、自由空間と模型室の発熱速度は酸素消費法により測定した。区画室の実験の場合は、開

口から煙が放出されるまでのタイムラグが発生するので、発熱速度の測定値では 20 秒のず

れを補正した。 

表 3.6 赤尾実験の測定項目 

No. 測定項目 測定装置 測定装置の設置位置 測定方法 

1 発熱速度 集煙フード 試験体上部 酸素消費法 

2 燃焼半径 ウェブカメラ 試験体上部 燃焼面の中心点から約 10

秒から 20 秒ごとに測定し

た火炎の燃え拡がり先端

までの距離 

3 上部層温度 鉛直方向の熱

電対ツリー 

手前と奥２ヶ所（図

3.19） 

Ｎ％法（N=10） 

手前と奥の平均値 

4 下部層温度 鉛直方向の熱

電対ツリー 

手前と奥２ヶ所（図

3.19） 

Ｎ％法（N=10） 

手前と奥の平均値 

5 上部層壁面

温度 

熱電対 天井表面 測定失敗 

6 上部層高さ 鉛直方向の熱

電対ツリー 

手前と奥２ヶ所（図

3.19） 

Ｎ％法（N=10） 

7 床面への入

射熱流束 

熱流束計 床面 1 ヶ所（図 3.19） 熱流束計で測定された熱

流束 

 

3.3.1.2 実験条件 

李実験は試験体の厚さのみを変更して、区画内実験を 3 回(MB-1~MB-3)を行った。実験条

件の一覧を表 3.7 に示す。試験体はウレタンフォームで、密度は約 16kg/m3 である。 

表 3.7 李実験の実験条件 

No. 
天井高さ 

 H (m) 

開口高さ 

Ho (m) 

試験体厚さ 

 h (m) 
垂れ壁の有無 

MB-1 0.84 0.67 0.05 

あり MB-2 0.84 0.67 0.10 

MB-3 0.84 0.67 0.15 

 

3.3.2 計算条件の設定 

李実験を参考にして、試験体厚さを変更して、3 種類の計算条件を設定した。試験体の厚

さは表 3.7 と同様に設定する。本実験で使用したモデル室および可燃物の材料は同一である
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ため、物性値および定数の設定は赤尾実験と同様である。物性値と定数の入力値を表 3.8 に

示す。 

表 3.8 物性値と定数の入力 

分類 項目 記号 値 

模型室 

材質 セラミックファイバーボード 

幅×長さ×高さ 𝐷𝑚 ×𝑊𝑚 × 𝐻 0.84 × 1.68 × 0.84 m 

開口高さ 𝐻𝑜 0.67 m 

開口幅 B 0.3 m 

厚さ 𝑥 0.025 m 

密度 𝜌𝑤 250 kg/m3 

比熱 𝑐 1.13 kJ/(kg ∙ K) 

放射率 𝜀𝑤 0.9 

熱伝導率[4] 𝑘 
k = 2 × 10−7max(T, 600) − 3 × 10−5 

[kW/(m ∙ K)] 

試験体 

材質 ウレタンフォーム 

幅×長さ×高さ 𝐷𝑢 ×𝑊𝑢 0.5 × 0.5 m 

着火温度 [5] 𝑇𝑏 481K 

単位質量当たりの発

熱量 
∆𝐻 29410 kJ/kg 

単位質量当たりの発

熱量/分解潜熱 
∆𝐻/𝐿 17.24 

自由空間における火

炎伝播速度 
𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 0.0035 m/s 

外部 

空気 

温度 𝑇∞ 293K 

対流熱伝達率 ℎ∞ 0.0083 kW/(m2 ∙ K) 

 

3.3.3 予測結果と考察 

3.3.3.1 実験 MB-1 

図 3.22 に実験 MB-1 における計算結果と実験結果の比較を示す。発熱速度については、

計算値は実測値と良好に一致している。燃焼半径の計算値は実験値より大きい。上部層温度

および下部層温度の最大値は実験値よりやや低いが、変化傾向は大体一致している。李実験

では、下部層壁面温度が測定されなかった。上部層壁面温度については、実験上の問題によ

り最初の 60 秒間のデータしか取得できなかったが、この期間における計算値は実験値と一

致している。また、上部層高さおよび下部層壁面に入射する熱流束についても、計算値は実

験値を下回った。熱流束の計算値と実験値との間に大きな差異が生じた要因としては、熱流

束計が火源の近傍に設置されているため、実験値には火炎からの直接放射が多く含まれて

いる可能性がある。 
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(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.22 実験 MB-1 の計算値と実験値の比較 

3.3.3.2 実験 MB-2 

図 3.23 に実験 MB-2における計算結果と実験結果の比較を示す。図 3.21(a)に示すように、

計算された発熱速度は実験値よりやや高く、最大値に達する時間と燃焼終了時間は実験値

より早い。発熱速度は 75～90 秒の間で一定値を示しており、これは換気支配型燃焼におけ

る発熱速度の上限に達したためである。 

また、実験 MB-1 と同様に、計算された燃焼半径は実測値よりも大きく、下部層温度、上

部層高さ、下部層壁面に入射する熱流束については、計算値が実測値を下回る結果となった。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.23 実験 MB-2 の計算値と実験値の比較 
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3.3.3.2 実験 MB-3 

図 3.24 に実験 MB-3 における計算結果と実験結果の比較を示す。計算結果では、発熱速

度は約 75 秒で換気支配型燃焼の上限に達し、その後急激に減少し、燃焼は実験よりも早く

終了する結果となった。上部層温度、上部層壁面温度、下部層壁面に入射する熱流は実験値

に近い。一方で、燃焼半径と煙層高さは実験値を下回った。 

また、この三つの実験を比較すると、試験体厚さが増加するにつれて、最大発熱速度、上

層温度、上層壁面温度、熱流束は増加し、上部層高さは低くなる傾向が確認された。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 
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  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 3.24 実験 MB-3 の計算値と実験値の比較 

3.4 予測精度の分析 

3.4.1 発熱速度の最大値 

すべての実験における最大発熱速度の計算値と実験値の比較を図 3.25 に示す。回帰曲線

の回帰係数は 1.02 であり、計算による最大発熱速度は実験結果と平均的にはよく一致して

いることを示している。しかし、ばらつきは大きい。計算値と実験値の間の二乗平均誤差

（RMSE）は、次式により 0.20 と算出された。 

 𝑅𝑀𝑆𝐸 = √
∑(
𝑄𝑚𝑒𝑎𝑠
𝑄𝑐𝑎𝑙𝑐

−1)2

𝑛
 (3.4.1) 
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図 3.25 最大発熱速度の計算値と実験値の比較 

3.4.2 上部層温度の最大値 

図 3.26 に上部層温度の最大値の計算値と実験値の比較を示す。全体的に、上部層温度の

計算値は実験値よりやや低くなっている。実験時において上部層と下部層の境界を正確に

判断するのは困難であるため、天井流温度を上部層温度として取り扱った。そのため、図の

実験値は実際の上部層温度よりも高く評価される傾向がある。計算された上部層温度は実

験値よりも低く、その誤差（RMSE）は 0.34 であった。 

 

図 3.26 上部層温度の最大値の計算値と実験値の比較 

3.4.3 下部層温度の最大値 

図 3.27 に下部層温度の最大値の計算値と実験値の比較を示す。計算された最大下部層温

度は実験値よりもかなり低く、これは二層ゾーンモデルの誤差によるものと考えられる。二

層ゾーンモデルにおいて、下部層の空気の放射率が 0 に設定されているため、下部層は火炎

からの放射熱を吸収しない。この仮定により、下部層の温度が実際よりも過小に評価された

可能性がある。上部層と下部層のガスの界面での混合を考慮していないことも誤差の原因
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の一つである可能性がある。 

 

図 3.27 下部層温度の最大値の計算値と実験値の比較 

3.4.4 上部層壁面温度の最大値 

図 3.28 に上部層壁面温度の最大値の計算値と実験値の比較を示す。上部層壁面温度は、

天井に設置された熱電対によって測定された。李実験ではこのデータは計測されていない

ため、赤尾の実験結果のみを用いて比較を行った。計算された上部層壁面温度は実測値より

やや高く、RMSE は 0.22 であった。 

 

図 3.28 上部層壁面温度の最大値の計算値と実験値の比較 

 

3.4.5 水平方向火炎伝播速度の平均値 

図 3.29 に上部層壁面温度の最大値の計算値と実験値の比較を示す。火炎伝播速度は、試

験体上方に設置されたカメラで記録された映像を基に測定されたため、水平方向の火炎伝

播速度のみを比較する。計算値は実験値より大きく、その誤差を示す RMSE は 0.26 となっ
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た。 

 

図 3.29 水平方向火炎伝播速度の平均値の計算値と実験値の比較 

 

3.4.6 下部層壁面に入射する熱流の最大値 

図 3.30 に下部層壁面に入射する熱流の最大値の計算値と実験値の比較を示す。下部層壁

面に入射する熱流は、試験体の隣に設置した熱流束計を用いて測定した。計算値は実験値よ

り小さく、これは計算値が下層壁面全体の平均熱流束であるのに対し、実験値は火源近くで

の熱流束を示すためである。火炎からの直接放射が実験値に多く含まれている可能性があ

る。 

 

図 3.30 下部層壁面に入射する熱流の最大値の計算値と実験値の比較 
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3.5 本章の結論 

本章では、赤尾実験と李実験を参考して、第２章のモデルの精度を検証した。赤尾実験お

よび李実験で使用された模型室と試験体の材質は同一であるものの、模型室と試験体の寸

法には若干の相違が存在する。まず、赤尾実験の自由空間燃焼実験データを用いて、単位質

量当たりの発熱量、火炎伝播速度等のウレタンフォームの物性値を抽出した。そして、赤尾

実験および李実験の実験条件を基に計算条件を設定し、天井高さ、開口高さ、試験体厚さの

異なる条件下で、合計 14 回の計算を行った。本章では、発熱速度、燃焼半径、層の温度、

壁面温度、上部層高さ、下部層壁面に入射する熱流について、計算結果と実験結果をそれぞ

れ比較・検討した。 

多くの場合、発熱速度および上層壁面温度は実験値と良好に一致した。しかし、天井高さ

が低い場合、計算値は過大評価される傾向があり、これは展炎部からの外部放射の影響を過

大に評価したためと考えられる。開口高さが低い場合にも、計算値が過大に評価される傾向

が見られた。これは、開口が小さいことにより室内の酸素供給が不十分となり、未燃の可燃

性ガスが開口部から火炎として噴出する可能性があるためと考えられる。上部層温度、下部

層温度、下部層壁面に入射する熱流に関しては、一般的に実験値よりも低い結果が得られ、

特に下部層温度の誤差が最も顕著である。このことから、二層ゾーンモデルにはさらなる改

善の余地があることが示唆される。 

全ての実験条件を比較した結果、天井高さ、開口部の高さおよび試験体の厚さが、室内に

おける固体可燃物の燃焼性状に大きな影響を与えることが明らかとなった。具体的にどの

要因が燃焼性状に最も大きな影響を及ぼすかについては、６章で検討する。 
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第 4 章 壁際および隅角部における単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデル 

4.1 概要 

長谷見ら[1]によると、発熱速度が同じであれば、自由空間＜壁際＜隅角部の順で火炎高さ

が高くなる傾向が見られ、火源と周壁の位置関係が火炎性状に影響することが示されてい

る。本章では、第 2 章の単一固体可燃物の燃え拡がりモデルを基に、可燃物の位置（壁際、

隅角部）が燃焼性状に及ぼす影響を考慮して、予測モデルを拡張する。過去に行われた東京

理科大学共同利用実験[2,3]と比較して、モデルの精度を検証する。 

4.2 壁際および隅角部における単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデル 

第 2 章のモデルは、可燃物が壁面から十分離れた位置、すなわち模型室の中央部に設置さ

れた場合にのみ適用可能であった。本節では、第 2 章のモデルを基に、壁際における単一の

固体可燃物の燃え拡がり予測モデルを構築した。本モデルの計算方法および計算手順は第 2

章と基本的に同様であるが、火炎高さ、火炎の放射率、およびプルーム質量流量について修

正を加える必要がある。修正方法は以下の通りである。 

4.2.1 壁際における単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデル 

4.2.1.1 壁際における火炎高さ 

火源が壁際にある場合、自由空間と比べて火炎高さはわずかに伸張する。そのため、壁際

では式(4.2.1)を用いる。 

壁際における平均火炎高さ： 

 𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙 = 3.5𝑄𝐷
∗ 𝑛𝐷𝑓 (4.2.1) 

壁際における連続火炎高さ： 

 Lc,wall = 2.2𝑄𝐷
∗ n𝐷𝑓 (4.2.2) 

 𝑄𝐷
∗ =

Q

𝑐𝑝𝜌0𝑇0√𝑔𝐷𝑓
5/2 =

Q

1116𝐷𝑓
5/2 (4.2.3) 

ただし、𝐷𝑓は燃焼半径[m]、𝑄𝐷
∗は無次元発熱速度[-]である。ただし、べき乗 nについては

自由空間と同様に、𝑄𝐷
∗<1 の時は n=2/3、Q*>1 の時は n=2/5 とした。既往の文献[4-7]にお

ける壁際の火炎高さの相関を図 4.1 に示す。 
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図 4.1 壁際における火炎高さの測定データと相関式 

 

4.2.1.2 壁際における火炎の放射率の計算 

図 4.2 に壁際における火炎の放射熱伝達を示す。壁際で燃焼する場合、火炎が壁に接触す

るため、火炎の放射熱の一部が壁に一度吸収された後に再放射されて再び火炎に戻る。その

割合を正確に決定することは困難であるが、本研究では壁に火炎が接触する部分の角度𝜃𝑐を

仮定し、露出した火炎の表面積に基づいて外部へ放射する熱流を算出する。内部放射と外部

放射の熱流束は第 2 章の表 2.3 と同様に、６つの火炎形状により計算する。熱流束の計算式

は同じであるが、放射率の計算が異なるため、本節では各火炎形状による放射熱の計算方法

を記述する。 

火炎

壁

θc,1 

外部へ放射する

火炎自身

に戻る

外部へ放射する

火炎自身

に戻る

試験体

 

図 4.2 壁際における火炎の放射熱 

(1)火炎が展炎しない場合 𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙 < 𝐻 

図 4.3 に火炎が展炎しない時の壁際空間での火炎形状を示す。火炎は円筒形で近似してお

り、連続火炎領域と間欠火炎領域に分けられる。火炎から燃焼面への内部放射は連続火炎領

0.1

1

10

0.1 1 10

無
次
元
火
炎
高
さ

L
/
D
f

無次元発熱速度 Q*D

Cleary(D=0.28m, 平均火炎高さ)
長谷見(間欠火炎高さ)
Poreh（D=0.5-0.75m,連続火炎）
Poreh（間欠火炎）
Poreh（平均火炎）
長谷見 (D=0.3m, 連続火炎高さ)
長谷見 (D=0.5m, 連続火炎高さ)
長谷見 (D=0.3m, 間欠火炎高さ)
長谷見 (D=0.5m, 間欠火炎高さ)
Back (平均火炎高さ)
Back (軸上温度が500℃となる高さ)
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域と間欠火炎領域からの放射熱の和で与えられる。形態係数と放射熱の計算式は第 2 章の

表 2.3 に示した式と同様であるが、放射率のみが異なる。放射率の計算方法を以下に示す。 

rf 
θc 

L
m

,w
a
ll

 

L
c,

w
a

ll
 

 

図 4. 3 展炎しない場合の壁際空間における火炎形状 

壁際空間における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖 = 0  (4.2.4) 

壁際空間における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐 = 0  (4.2.5) 

壁際空間における平均火炎高さ：𝐿𝑚 = 𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙  (4.2.6) 

壁際空間における連続火炎高さ：𝐿𝑐 = 𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙  (4.2.7) 

円筒部放射率： 

 𝜀𝑐 =
𝜒𝑄

𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙𝐸𝑐𝑖
 (4.2.8) 

ただし、𝐸𝑐𝑐(= 80.5kW/m
2), 𝐸𝑐𝑖(= 51.2kW/m

2)は火炎円筒部の連続火炎領域、間欠火炎領域

の放射発散度[9]である。𝜒は火源の発熱速度のうち放射性分の割合[-]で、第 2 章の式(2.2.10)

で計算する。𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙 , 𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙は壁際空間における火炎円筒部のうちの連続火炎領域、間欠火

炎領域の表面積[m2]で、次式で計算する。 

天井がない時、壁際空間における円筒部連続火炎領域の表面積(側面+下面) 

𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙 = 2𝜋𝑟𝑓 ×
2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
× Lc,wall + 𝜋𝑟𝑓

2 ×
2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
+
𝑟𝑓
2𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2
× 2 (4.2.9) 

天井がない時、壁際空間における円筒部間欠火炎領域の表面積(側面+上面) 

𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙 = 2𝜋𝑟𝑓 ×
2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
× (𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙 − Lc,wall) + 𝜋𝑟𝑓

2 ×
2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2
× 2 (4.2.10) 

ここで、𝜃𝑐は図 4.2 に示すように、火炎が壁に接触する部分の角度である。角度𝜃𝑐は実験と

の比較により、適切な値を 4.3.2 節で定める。 

円盤部がないため、この時の円盤部の放射率は 0 とする。 

 𝜀𝑑 = 0 (4.2.11) 
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(2)間欠火炎が展炎する場合 𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙 < 𝐻 < 𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙   

(2-1)円盤部が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑖 <
𝐷𝑓

2
 

図 4.4 に間欠火炎が展炎するかつ円盤部が円筒部に含まれる場合の壁際空間での火炎形

状を示す。 

rf,1  

ri 

L
c,

w
a

ll
 

θc 

 

図 4.4 間欠火炎が展炎すし、円盤部が円筒部に含まれる場合の壁際空間の火炎形状 

壁際空間における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙−𝐻)

2
 (4.2.12) 

壁際空間における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐 = 0  (4.2.13) 

壁際空間における平均火炎高さ：𝐿𝑚 = 𝑟𝑖 +𝐻  (4.2.14) 

壁際空間における連続火炎高さ：𝐿𝑐 = Lc,wall  (4.2.15) 

円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.8)と同様に計算する。 

円盤部放射率：𝜀𝑑 = 0  (4.2.16) 
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(2-2)円盤部が展炎する場合 
𝐷𝑓

2
< 𝑟𝑖 

図 4.5 に間欠火炎が展炎し、円盤部が円筒部から突出する場合の壁際空間の火炎形状を示

す。 

rf 

ri 

θdi 

L
c,

w
a

ll
 

θc

 

図 4.5 間欠火炎が展炎し、円盤部が円筒部から突出する場合の壁際空間の火炎形状 

壁際空間における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙−𝐻)

2
 (4.2.17) 

壁際空間における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐 = 0  (4.2.18) 

壁際空間における平均火炎高さ：𝐿𝑚 = 𝑟𝑖 +𝐻  (4.2.19) 

壁際空間における連続火炎高さ：𝐿𝑐 = Lc,wall  (4.2.20) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.8)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率： 

 𝜀𝑐𝐴𝑐𝑐𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖 = 𝜒𝑄 (4.2.21) 

上式を整理すると、火炎１の円盤部放射率は次式で計算する： 

 𝜀𝑑 =
1−

𝐴𝑐𝑐,𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖𝐸𝑐𝑖
𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒𝑄 (4.2.22) 

ただし、 

壁際空間における円筒部連続火炎領域の表面積 
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側面：𝐴𝑐𝑐,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓 ×
2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
× Lc,wall 

下面：𝐴𝑐𝑐,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
+
𝑟𝑓
2𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2
× 2 

合計：𝐴𝑐𝑐 = 𝐴𝑐𝑐,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑐,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

壁際空間における円筒部間欠火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑖,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓 ×
2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
× (0.9𝐻 − Lc,wall) 

上面：𝐴𝑐𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑐

2𝜋
+
𝑟𝑓
2𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2
× 2 

合計：𝐴𝑐𝑖 = 𝐴𝑐𝑖,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

壁際空間における円盤部連続火炎領域の表面積 𝐴𝑑𝑐 = 0 

壁際空間における円盤部間欠火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑖 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑓cos𝜃𝑐

𝑟𝑖
] 

側面：𝐴𝑑𝑖,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑖 ×
2𝜋−2𝜃𝑑𝑖

2𝜋
× 0.1𝐻 

上面：𝐴𝑑𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑖

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐𝑟𝑖𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖

2
× 2 − 𝐴𝑐𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

下面：𝐴𝑑𝑖,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑖

2𝜋
+
𝑟𝑓cos𝜃𝑐𝑟𝑖𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖

2
× 2 − 𝐴𝑐𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

合計：𝐴𝑑𝑖 = 𝐴𝑑𝑖,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑖,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑖,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 
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(3)連続火炎が展炎する場合 𝐻 < 𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙 

(3-1)円盤部が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑖 <
𝐷𝑓

2
 

図 4.6 に連続火炎が展炎し、円盤部が円筒部に含まれる場合の壁際空間の火炎形状を示

す。 

rf 

rc 
ri 

θc 

 

図 4.6 連続火炎が展炎し、円盤部が円筒部に含まれる場合の壁際空間の火炎形状 

壁際空間における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙−𝐻)

2
 (4.2.23) 

壁際空間における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐 =
(𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙−𝐻)

2
 (4.2.24) 

壁際空間における平均火炎高さ：𝐿𝑚 = 𝑟𝑖 +𝐻  (4.2.25) 

壁際空間における連続火炎高さ：𝐿𝑐 = 𝑟𝑐 +𝐻  (4.2.26) 

火炎１の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.8)と同様に計算する。 

火炎１の円盤部放射率：𝜀𝑑 = 0  (4.2.27) 
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(3-2)円盤部連続火炎領域が円筒部に含まれる。𝑟𝑐,1 <
𝐷𝑓,1

2
< 𝑟𝑖,1 

図 4.7 に連続火炎が展炎し、円盤部間欠火炎領域が円筒部から突出する場合の壁際空間の

火炎形状を示す。 

rf 

θdi 

rc ri 

θc 

 

図 4.7 連続火炎が展炎し、円盤部間欠火炎領域が円筒部から突出する場合の壁際空間の

火炎形状 

壁際空間における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖,1 =
(𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙,1−𝐻)

2
 (4.2.28) 

壁際空間における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 =
(𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,1−𝐻)

2
 (4.2.29) 

壁際空間における平均火炎高さ：𝐿𝑚,1 = 𝑟𝑖,1 +𝐻 (4.2.30) 

壁際空間における連続火炎高さ：𝐿𝑐,1 = 𝑟𝑐,1 +𝐻 (4.2.31) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.8)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率： 

 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑐,1𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖 = 𝜒1𝑄1 (4.2.32) 

式(4.2.8)を式(4.2.32)に代入して、式を整理すると、火炎１の円盤部放射率は式(5)で計算で

きる： 

 𝜀𝑑,1 =
1−

𝐴𝑐𝑐,1,𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,1𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒1𝑄1 (4.2.33) 
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ただし、 

壁際空間における円筒部連続火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓,1 ×
2𝜋−2𝜃𝑐,1

2𝜋
× 0.9𝐻 = 0.583 × 2𝜋𝑟𝑓,1 × 0.9𝐻 

上面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 =  𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑐,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 

下面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑐,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 

合計：𝐴𝑐𝑐,1 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

壁際空間における円筒部間欠火炎領域の表面積 𝐴𝑐𝑖,1 = 0 

壁際空間における円盤部連続火炎領域の表面積 𝐴𝑑𝑐,1 = 0 

壁際空間における円盤部間欠火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑖,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1

𝑟𝑖,1
] 

側面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑖,1 ×
2𝜋−2𝜃𝑑𝑖,1

2𝜋
× 0.1𝐻 

上面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑖,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

下面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑖,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

合計：𝐴𝑑𝑖,1 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 
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(3-3)連続火炎が展炎し、円盤部連続火炎が円筒部から突出する場合 
𝐷𝑓

2
< 𝑟𝑐 

図 4.8 に連続火炎が展炎し、円盤部連続火炎が円筒部から突出する場合の概要図を示す。

連続火炎が展炎する時、円筒部は間欠火炎領域がないため、内部放射の放射熱は円筒部連続

火炎領域からの放射熱のみである。 

rf 

θdc 

rc ri 

θdi 

θc 

 

図 4.8 連続火炎が展炎し、円盤部連続火炎が円筒部から突出する場合の壁際空間の火炎

形状 

壁際空間における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖,1 =
(𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙,1−𝐻)

2
 (4.2.34) 

壁際空間における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 =
(𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,1−𝐻)

2
 (4.2.35) 

壁際空間における平均火炎高さ：𝐿𝑚,1 = 𝑟𝑖,1 +𝐻 (4.2.36) 

壁際空間における連続火炎高さ：𝐿𝑐,1 = 𝑟𝑐,1 +𝐻 (4.2.37) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.8)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率： 

 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑐,1𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖 = 𝜒1𝑄1 (4.2.38) 

式(4.2.8)を式(4.2.38)に代入して、式を整理すると、火炎１の円盤部放射率は式(5)で計算で

きる： 
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 𝜀𝑑,1 =
1−

𝐴𝑐𝑐,1,𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,1𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒1𝑄1 (4.2.39) 

 

ただし、 

壁際空間における円筒部連続火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓,1 ×
2𝜋−2𝜃𝑐,1

2𝜋
× 0.9𝐻 

上面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 =  𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑐,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 

下面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑐,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 

合計：𝐴𝑐𝑐,1 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

壁際空間における円筒部間欠火炎領域の表面積 𝐴𝑐𝑖,1 = 0 

壁際空間における円盤部連続火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑐,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1

𝑟𝑐,1
] 

側面：𝐴𝑑𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 0 

上面：𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑐,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑐,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑐,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑐,1

2
× 2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

下面：𝐴𝑑𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑐,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑐,1

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑐,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑐,1

2
× 2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

合計：𝐴𝑑𝑐,1 = 𝐴𝑑𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

壁際空間における円盤部間欠火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑖,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑐,1cos𝜃𝑑𝑐,1

𝑟𝑖,1
] 

側面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑖,1 ×
2𝜋−2𝜃𝑑𝑖,1

2𝜋
× 0.1𝐻 = (2𝜋 − 2𝜃𝑑𝑖,1)𝑟𝑖,1 × 0.1𝐻 

上面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑖,1

2𝜋
+
𝑟𝑐,1cos𝜃𝑑𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 − (𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟) 

下面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

2𝜋−2𝜃𝑑𝑖,1

2𝜋
+
𝑟𝑐,1cos𝜃𝑑𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 − (𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 +

𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟) 

合計：𝐴𝑑𝑖,1 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

 

4.2.1.3 壁際におけるプルーム質量流量 

図 4.9 に示すように、壁際のプルーム質量流量を求めるには、まず、火源が壁に対して対
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称的であると仮定し、壁面を挟んで鏡像的に配置された 2 つの火源（実火源と仮想火源）を

考慮し、仮想火源も含めた発熱速度を用いてプルームの質量流量𝑚𝑝を計算する。その後、

実際の壁際におけるプルーム質量流量はこの仮想火源も含めたプルーム流量の半分とする。 

発熱速度：𝑄𝑤𝑎𝑙𝑙 = 2𝑄  (4.2.40) 

燃焼面積：𝐴𝑓,𝑤𝑎𝑙𝑙 = 2 ×
𝜋𝐷𝑓

2

4
  (4.2.41) 

燃焼直径：𝐷𝑓,𝑤𝑎𝑙𝑙 = √2𝐷𝑓  (4.2.42) 

壁際のプルーム質量流量：𝑚𝑝,𝑤𝑎𝑙𝑙 =
1

2
𝑚𝑝  (4.2.43) 

火源Q

Q

Af

Af

壁際

 

図 4.9 壁際におけるプルーム質量流量の計算 

 

4.2.2 隅角部における単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モデル 

本節では、第 2 章のモデルを基に、隅角部における単一の固体可燃物の燃え拡がり予測モ

デルを構築した。本モデルの計算方法および計算手順は第 2 章と基本的に同様であり、基本

的な修正の考え方は第 4.2.1 節で述べた壁際空間と同じである。 

4.2.2.1 隅角部における火炎高さ 

火炎高さは、可燃物と周壁の位置関係により異なる。隅角部では式(4.2.44)を用いる[8]。 

隅角部における平均火炎高さ： 

 𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 4.3𝑄𝐷
∗ n𝐷𝑓 (4.2.44) 

隅角部における連続火炎高さ： 

 𝐿𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 0.6𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 (4.2.45) 

ただし、べき乗 n については壁際と同様に、𝑄𝐷
∗<1 の時は n=2/3、Q*>1 の時は n=2/5 と

した。図 4.10 に既往の文献[4,5,6,9,10,11]における隅角部の火炎高さの測定値と式(4.2.44)を比較

して示す。 
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図 4.10 隅角部における火炎高さの測定データと相関式 

 

4.2.2.2 隅角部における放射率 

隅角部の計算は壁際と同様に、火炎が外部へ放射する熱流は火炎が隅角部の壁と接す

る角度𝜃𝑐を仮定して計算する。形態係数と放射熱の計算式は第 2 章の表 2.3 に示した式と

同様であるが、放射率のみが異なる。放射率の計算方法を以下に示す。 

（１）火炎が展炎しない場合 𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1 < 𝐻 

図 4.11 に火炎が展炎しない場合の隅角部空間の火炎形状を示す。 
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L
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図 4.11 火炎が展炎しない場合の隅角部空間の火炎形状 
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無次元発熱速度 Q*D

Tran et al.(D=0.305,連続火炎)
Tran et al.(D=0.305,平均火炎)
Tran et al.(D=0.305,間欠火炎)
Poreh et al.（D=0.5-1.0,連続火炎）
Poreh et al.（D=0.5-1.0,間欠火炎）
Poreh et al.（D=0.5-1.0,平均火炎）
Lattimer(D=0.3-0.5m、間欠火炎高さ)
長谷見・徳永(D=0.2-0.5m、連続火炎)
長谷見・徳永(D=0.2-0.5m、間欠火炎)
高橋(D=0.05-0.2,間欠火炎)
Janssens(D=0.305、平均火炎高さ)
Williamson(D=0.3m、平均火炎高さ)
Cleary(D=0.28-0.49、平均火炎高さ)
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隅角部における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖 = 0  (4.2.46) 

隅角部における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐 = 0  (4.2.47) 

隅角部における平均火炎高さ：𝐿𝑚 = Lm,corner  (4.2.48) 

隅角部における連続火炎高さ：𝐿𝑐 = Lc,corner  (4.2.49) 

火炎の円筒部放射率： 

 𝜀𝑐 =
𝜒𝑄

𝐴𝑐𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,corner𝐸𝑐𝑖
 (4.2.50) 

ただし、𝐸𝑐𝑐(= 80.5kW/m
2), 𝐸𝑐𝑖(= 51.2kW/m

2)は火炎円筒部の連続火炎領域、間欠火炎領域

の放射発散度[12]である。𝜒は火源の発熱速度のうち放射性分の割合[-]で、第 2 章の式(2.2.10)

で計算する。𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙 , 𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙は壁際空間における火炎円筒部のうちの連続火炎領域、間欠火

炎領域の表面積[m2]で、次式で計算する。 

天井がない時、隅角部における円筒部連続火炎領域の表面積(側面+下面) 

𝐴𝑐𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 2𝜋𝑟𝑓 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐)×2+

𝜋

2

2𝜋
× Lc,corner + 𝜋𝑟𝑓

2 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓
2𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2
× 2 + 𝑟𝑓

2𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐
2

  (4.2.51) 

天井がない時、隅角部における円筒部間欠火炎領域の表面積(側面+上面) 

𝐴𝑐𝑖,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 2𝜋𝑟𝑓 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐)×2+

𝜋

2

2𝜋
× (𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 − Lc,corner) + 𝜋𝑟𝑓

2 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓
2𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2
× 2 +

𝑟𝑓
2𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐

2  (4.2.52) 

火炎の円盤部放射率：𝜀𝑑 = 0  (4.2.53)
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(2)間欠火炎が展炎する場合 𝐿𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1 < 𝐻 < 𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1 

(2-1)円盤部が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑖,1 <
𝐷𝑓,1

2
 

間欠火炎が展炎し、かつ円盤部が円筒部に含まれる場合の隅角部空間での火炎形状を図

4.12 に示す。 
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図 4.12 間欠火炎が展炎し、かつ円盤部が円筒部に含まれる場合の隅角部空間での火炎形

状 

隅角部における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟−𝐻)

2
 (4.2.54) 

隅角部における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 = 0  (4.2.55) 

隅角部における平均火炎高さ：𝐿𝑚 = 𝑟𝑖 +𝐻  (4.2.56) 

隅角部における連続火炎高さ：𝐿𝑐 = Lc,corner  (4.2.57) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.50)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率：𝜀𝑑 = 0  (4.2.58) 
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(2-2)円盤部が展炎する場合 
𝐷𝑓,1

2
< 𝑟𝑖,1 

間欠火炎が展炎し、円盤部が円筒部から突出する場合の隅角部空間の火炎形状を図 4.13

に示す。 
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 𝑟𝑓 ,1  𝑟𝑖,1 

 𝜃𝑑𝑖 ,1 

 

図 4.13 間欠火炎が展炎し、円盤部が円筒部から突出する場合の隅角部空間の火炎形状 

隅角部における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖,1 =
(𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.59) 

隅角部における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 = 0  (4.2.60) 

隅角部における平均火炎高さ：𝐿𝑚,1 = 𝑟𝑖,1 +𝐻  (4.2.61) 

隅角部における連続火炎高さ：𝐿𝑐,1 = Lc,corner,1  (4.2.62) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.50)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率： 

 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑐,1𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖 = 𝜒1𝑄1 (4.2.63) 

式(4.2.8)を式(4.2.63)に代入して、式を整理すると、火炎１の円盤部放射率は式(4.2.64)で計

算できる： 
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 𝜀𝑑,1 =
1−

𝐴𝑐𝑐,1,𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒1𝑄1 (4.2.64) 

ただし、 

隅角部における円筒部連続火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× Lc,corner,1 

下面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 

合計：𝐴𝑐𝑐,1 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

隅角部における円筒部間欠火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× (0.9𝐻 − Lc,wall,1) 

上面：𝐴𝑐𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 

合計：𝐴𝑐𝑖,1 = 𝐴𝑐𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

隅角部における円盤部連続火炎領域の表面積 𝐴𝑑𝑐,1 = 0 

隅角部における円盤部間欠火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑖,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1

𝑟𝑖,1
] 

側面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑖,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× 0.1𝐻 

上面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 

+𝑟𝑓,1
2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2 − 𝐴𝑐𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

下面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
 

+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 − 𝐴𝑐𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

合計：𝐴𝑑𝑖,1 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

  



 

123 

(3)連続火炎が展炎する場合 𝐻 < 𝐿𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1 

(3-1)円盤部が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑖,1 <
𝐷𝑓,1

2
 

連続火炎が展炎し、円盤部が円筒部に含まれる場合の隅角部空間での火炎形状を図 4.14

に示す。 

H

𝜃𝑐 ,1 

 𝑟𝑓 ,1 

 

図 4.14 連続火炎が展炎し、円盤部が円筒部に含まれる場合の隅角部空間での火炎形状 

隅角部における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖,1 =
(𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.65) 

隅角部における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 =
(𝐿𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.66) 

隅角部における平均火炎高さ：𝐿𝑚,1 = 𝑟𝑖,1 +𝐻  (4.2.67) 

隅角部における連続火炎高さ：𝐿𝑐,1 = 𝑟𝑐,1 +𝐻  (4.2.68) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.50)と同様に計算する。 

火炎１の円盤部放射率：𝜀𝑑,1 = 0  (4.2.69) 
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(3-2)円盤部連続火炎領域が円筒部に含まれる。𝑟𝑐,1 <
𝐷𝑓,1

2
< 𝑟𝑖,1 

連続火炎が展炎し、円盤部間欠火炎が円筒部から突出する場合の隅角部空間での火炎形

状を図 4.15 に示す。 

L
m

,c
o
rn

er
,1

 

L
c,

co
rn

er
,1

 H

𝜃𝑐 ,1 

 𝑟𝑓 ,1  𝑟𝑖,1 

𝜃𝑑𝑖 ,1 

 

図 4.15 連続火炎が展炎し、円盤部間欠火炎が円筒部から突出する場合の隅角部空間での

火炎形状 

隅角部における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖,1 =
(𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.70) 

隅角部における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 =
(𝐿𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.71) 

隅角部における平均火炎高さ：𝐿𝑚,1 = 𝑟𝑖,1 +𝐻  (4.2.72) 

隅角部における連続火炎高さ：𝐿𝑐,1 = 𝑟𝑐,1 +𝐻  (4.2.73) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐は式(4.2.50)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率： 

 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑐,1𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖 = 𝜒1𝑄1 (4.2.74) 

式(4.2.8)を式(4.2.74)に代入して、式を整理すると、火炎１の円盤部放射率は式(4.2.75)で

計算できる： 

 𝜀𝑑,1 =
1−

𝐴𝑐𝑐,1,𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒1𝑄1 (4.2.75) 
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ただし、 

隅角部における円筒部連続火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× 0.9𝐻 

上面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 

下面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 

合計：𝐴𝑐𝑐,1 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

隅角部における円筒部間欠火炎領域の表面積 𝐴𝑐𝑖,1 = 0 

隅角部における円盤部連続火炎領域の表面積 𝐴𝑑𝑐,1 = 0 

隅角部における円盤部間欠火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑖,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1

𝑟𝑖,1
] 

側面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑖,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× 0.1𝐻 

上面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

下面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
 

+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

合計：𝐴𝑑𝑖,1 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 
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(3-3)連続火炎が展炎するかつ
𝐷𝑓,1

2
< 𝑟𝑐,1時 

連続火炎が展炎し、円盤部連続火炎が円筒部から突出する場合の隅角部空間での火炎形

状を図 4.16 に示す。 

L
m

,c
o
rn

er
,1

 

L
c,

co
rn

er
,1

 H

𝜃𝑐 ,1 

 𝑟𝑐 ,1  𝑟𝑖,1 

𝜃𝑑𝑖 ,1 

 𝑟𝑓 ,1 

𝜃𝑑𝑐 ,1 

 

図 4.16 連続火炎が展炎し、円盤部連続火炎が円筒部から突出する場合の隅角部空間での

火炎形状 

隅角部における間欠火炎展炎半径：𝑟𝑖,1 =
(𝐿𝑚,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.76) 

隅角部における連続火炎展炎半径：𝑟𝑐,1 =
(𝐿𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1−𝐻)

2
 (4.2.77) 

隅角部における平均火炎高さ：𝐿𝑚,1 = 𝑟𝑖,1 +𝐻  (4.2.78) 

隅角部における連続火炎高さ：𝐿𝑐,1 = 𝑟𝑐,1 +𝐻  (4.2.79) 

火炎の円筒部放射率：𝜀𝑐,1は式(4.2.50)と同様に計算する。 

火炎の円盤部放射率： 

 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑐,1𝐸𝑐𝑐 + 𝜀𝑐,1𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐 + 𝜀𝑑,1𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖 = 𝜒1𝑄1 (4.2.80) 

式(4.2.8)を式(4.2.80)に代入して、式を整理すると、火炎１の円盤部放射率は式(5)で計算で

きる： 

 𝜀𝑑,1 =
1−

𝐴𝑐𝑐,1,𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟,1𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,1𝐸𝑑𝑐+𝐴𝑑𝑖,1𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒1𝑄1 (4.2.81) 

ただし、 
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隅角部における円筒部連続火炎領域の表面積 

側面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑓,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× 0.9𝐻 

上面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 

下面：𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑓,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,1𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 

合計：𝐴𝑐𝑐,1 = 𝐴𝑐𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

隅角部における円筒部間欠火炎領域の表面積 𝐴𝑐𝑖,1 = 0 

隅角部における円盤部連続火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑐,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1
𝑟𝑐,1

] 

側面：𝐴𝑑𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 0 

上面：𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑐,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑐,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑐,1

2
× 2 

+𝑟𝑓,1
2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

下面：𝐴𝑑𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑐,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑐,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
 

+
𝑟𝑓,1cos𝜃𝑐,1𝑟𝑐,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑐,1

2
× 2 + 𝑟𝑓,1

2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1
2 − 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 

合計：𝐴𝑑𝑐,1 = 𝐴𝑑𝑐,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑐,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 

隅角部における円盤部間欠火炎領域の表面積 

𝜃𝑑𝑖,1 = 𝑐𝑜𝑠
−1 [
𝑟𝑐,1cos𝜃𝑑𝑐,1

𝑟𝑖,1
] 

側面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 = 2𝜋𝑟𝑖,1 ×
(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
× 0.1𝐻 

上面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑐,1cos𝜃𝑑𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 

+𝑟𝑓,1
2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2 − (𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟) 

下面：𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 = 𝜋𝑟𝑖,1
2 ×

(
𝜋

2
−𝜃𝑑𝑖,1)×2+

𝜋

2

2𝜋
+
𝑟𝑐,1cos𝜃𝑑𝑐,1𝑟𝑖,1𝑠𝑖𝑛𝜃𝑑𝑖,1

2
× 2 

+𝑟𝑓,1
2 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,1

2 − (𝐴𝑑𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑐𝑐,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟) 

合計：𝐴𝑑𝑖,1 = 𝐴𝑑𝑖,1,𝑠𝑖𝑑𝑒 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟 + 𝐴𝑑𝑖,1,𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 
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4.2.2.3 隅角部におけるプルーム質量流量 

図 4.17 に示すように、壁際のプルーム質量流量を求めるには、まず、火源が隅角部に対

して対称的であると仮定し、壁面を挟んで鏡像的に配置された四つの火源を考える。仮想火

源（実火源の４倍）の発熱速度を用いてプルームの質量流量𝑚𝑝を計算する。その後、実際

の壁際におけるプルーム質量流量はこの仮想系の 1/4 とする。 

隅角部のプルーム質量流量を計算する際には、 

発熱速度：𝑄𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 4𝑄  (4.2.82) 

燃焼面積：𝐴𝑓,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 4 ×
𝜋𝐷𝑓

2

4
  (4.2.83) 

燃焼直径：𝐷𝑓,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 = 2𝐷𝑓  (4.2.84) 

隅角部のプルーム質量流量：𝑚𝑝,𝑐𝑜𝑟𝑛𝑒𝑟 =
1

4
𝑚𝑝  (4.2.85) 

火源Q

Q

Af

Af
Af

Af
Q

Q

隅角部

 

図 4.17 隅角部おけるプルーム質量流量の計算 

 

4.3 予測結果と実験結果の比較 

4.3.1 実験概要（東京理科大学共同利用実験） 

原田ら[2,3]はルームコーナー試験区画内でのウレタンフォームブロックの燃焼実験を

実施した。実験に用いた模型室を図4.18および図4.19に示す。模型室の寸法は2300mm(幅)

×3500mm(奥行き)×2250mm(高さ）である。開口部は一つで、大きさは 850mm(幅)×

2100mm(高さ)である。周壁と天井は全てセラミックファイバー製である。 

試験体はウレタンフォームブロックを用いた。寸法は 500×500×500mm、密度は

15.6kg/m3である。全ての実験では試験体上面の中央に点火された。 
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熱電対 

ツリー 

3500mm 

2300mm 

2250mm 850mm 

2100mm 

熱流束計 

壁面温度 

  

  図 4.18 実験装置  図 4.19 実験 C1 の写真 

4.3.1.1 測定項目 

実験の測定項目を表 4.1 に示す。発熱速度は開口部から排出されるガスを収集して酸素消

費法で測定された。試験体の燃焼性状は模型室の四隅に設置されたビデオカメラで記録さ

れた。上部層高さ、上部層温度および下部層温度は、手前と奥に設置された熱電対ツリーに

よって測定され、N%法（N=10）を用いて計算された。壁面温度は、壁に設置された熱電対

によって測定された。下部層壁面に入射する熱流は試験体から 1m 離れた位置での熱流束計

（熱流束計の高さは試験体上面の高さと一致）によって測定された。 

表 4.1 実験の測定項目 

測定項目 測定装置 測定位置 

発熱速度 酸素消費法 / 

試験体の燃焼性状 ビデオカメラ 模型室の四隅 

上部層温度、下部層温度、上部層

高さ 
熱電対ツリー 手前と奥 

上部層壁面温度 熱電対 H=1800mm 

下部層壁面温度 熱電対 H=200mm 

下部層壁面に入射する熱流 
熱流束計 hfg1（試験体向き） 

熱流束計 hfg2（上向き） 
試験体から 1ｍ 

 

酸素消費法では、燃焼によって発生した煙が点火直後から測定システムに収集されるま

でに一定の時間差が生じるため、実験値に対して遅れ時間補正を行う必要がある。本研究で

は、実験 1 から 4 の実験値に対して 30 秒の遅れ時間補正を行った。 

4.3.1.2 実験レイアウト 

実験レイアウトを図 4.20 に示す。実験 C1~C4 では、試験体の位置を変えて燃焼させ、そ

の位置が燃焼性状に与える影響を検討した。 
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(a) Comp 1   (b) Comp 2 

   

(c) Comp3    (d) Comp4 

図 4.20 東京理科大学共同利用実験の実験条件 

4.3.2 計算条件の設定 

4.3.2.1 模型室および可燃物に関する定数と初期値の設定 

実験条件を参考にして、可燃物の設置位置の違いに基づき、中央、壁際、隅角部の 3 種類

の計算条件を設定した。模型室および可燃物の設置を図 4.21 に示す。すべての計算条件に

おいて、模型室および可燃物の寸法は同一であり、異なるのは可燃物の設置位置のみである。

なお、実験 C2 および C4 はともに隅角部での燃焼であり、実験結果から両者に大きな差が

見られなかったため、計算時にはこれら 2 つの隅角部での燃焼を特に区別せず、同一の計算

条件および方法を用いている。 
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熱電対 
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壁面温度 
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(a) Comp 1    (b) Comp 2 

 

熱電対 

ツリー 
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2250mm 850mm 

2100mm 

壁面温度 

 

熱電対 

ツリー 
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850mm 

2100mm 

壁面温度 

 

(c) Comp3    (d) Comp4 

図 4.21 壁際空間と隅角部の計算条件の設定 

本実験で使用したモデル室および可燃物の材料は同一であるため、物性値および定数の

設定は第 3 章の赤尾実験と同様である。物性値と定数の入力値を表 4.2 に示す。 

表 4.2 物性値と定数の入力 

分類 項目 記号 値 

模型室 

材質 セラミックファイバーボード 

幅×長さ×高さ 𝐷𝑚 ×𝑊𝑚 × 𝐻 3.5 × 2.3 × 2.25 m 

開口幅 𝐻𝑜 2.1 m 

開口高さ B 0.85 m 

厚さ 𝑥 0.05 m 

密度 𝜌𝑤 250 kg/m3 

比熱 𝑐 1.13 kJ/(kg ∙ K) 

放射率 𝜀𝑤 0.9 

熱伝導率[20] 𝑘 
k = 2 × 10−7max(T, 600) − 3 × 10−5 

[kW/(m ∙ K)] 

試験体 
材質 ウレタンフォーム 

幅×長さ×高さ 𝐷𝑢 ×𝑊𝑢 × ℎ 0.5 × 0.5 × 0.5 m 
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着火温度 [21] 𝑇𝑏 481K 

単位質量当たりの

発熱量 
∆𝐻 29410 kJ/kg 

単位質量当たりの

発熱量/分解潜熱 
∆𝐻/𝐿 17.24 

自由空間における

火炎伝播速度 
𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒 0.0035 m/s 

側面燃焼高さ ℎ𝑓 0.02 m 

外部空気 温度 𝑇∞ 293K 

対流熱伝達率 ℎ∞ 0.0083 kW/(m2 ∙ K) 

4.3.2.2 壁際および隅角部における火炎と壁面が接触する角度𝜽𝒄の設定 

4.2.2 節で述べたように、中央部での燃焼と比較して、壁際や隅角部での燃焼では火炎が

傾斜し、壁側に傾く傾向がある。そのため、本モデルでは一定の角度𝜃𝑐を導入した。火炎が

壁と接する角度 𝜃𝑐の最適値を決定するために、本節では多数の角度（ 𝜃𝑐 = 30°,

40°, 50°, 60°, 70°）における計算値を算出し、実験値と比較した。 

図 4.22(a)に壁際の計算結果を示す。火炎と壁面が接触する角度𝜃𝑐によって、発熱速度の計

算結果は大きく変化する。𝜃𝑐,1 = 75°の場合、最大発熱速度は実験値に近いが、燃焼終了時

間は大幅に早い。𝜃𝑐 = 65°の場合、最大発熱速度は実験値より小さいものの、燃え尽きに至

る変化パターンは実験値に近い。 

図 20(b)に隅角部の計算結果を示す。実験結果によると、実験 C2(手前の隅角)と実験 C4(奥

の隅角)の発熱速度はほぼ同じである。自由空間と比較すると、中央部の最大発熱速度は約

100 kW 大きく、壁際では約 150 kW、隅角部では約 200 kW 大きい。 

壁際と隅角の計算結果のうち、実験値と全般的に最も一致しているのは𝜃𝑐 = 60°の場合で

あった。従って、以下では火炎と壁面が接触する角度𝜃𝑐を60°とする。 

  

(a) 壁際（実験 Comp 3）   (b) 隅角部（実験 Comp 2 と Comp 4） 

図 4.22 様々な火炎と壁面が接触する角度𝜽𝒄における発熱速度の計算値と実験値の比較 

4.3.3 予測結果と考察 

4.3.3.1 中央部の計算結果（実験 Comp 1） 

図 4.21 に試験体が中央に配置された場合の計算結果を示す。図 4.23(a)に示す自由空間実
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験値は、同一の試験体(h=500mm)が自由空間で燃焼する際に測定された発熱速度である。自

由空間での最大発熱速度は実験値と一致しているが、室内での最大発熱速度は実験値より

小さい。また、最大発熱速度に達する時間は実験値より早い。 

図 4.23(b)に燃焼半径、展炎半径と燃え尽き半径の計算値を示す。展炎半径が 0 であり、

火炎は展炎しない。約 260 秒で燃え尽きが始まり、約 450 秒で燃焼が終了する。火炎が展炎

しないため、図 4.23(g)に示すように、外部放射の放射熱は煙層および周壁からの放射熱と

火炎からの間接放射のみである。 

上部層温度、下部層温度、上部層壁面温度、下部層壁面温度、および下部層壁面に入射す

る熱流は、いずれも実験値より低いものの、その変化傾向は概ね一致している。上部層高さ

は実験値とよく一致しており、計算結果からは上部層高さが最終的に開口高さ 2.1m で安定

することが確認された。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 
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  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 4.23 中央部における発熱速度の計算値と実験値の比較 

4.3.3.2 壁際の計算結果（実験 Comp 3） 

図 4.24 に試験体が壁際に配置された場合の計算結果を示す。図 4.22 (a)に示すように、室

内での最大発熱速度は実験値より大きく、最大発熱速度に達する時間と燃焼終了時間は実

験値より早い。 

図 4.24 (b)の計算値によると、火炎が展炎しない。約 250 秒で燃え尽きが始まり、約 440

秒で燃焼が終了する。 

上部層温度と上部層高さは実験値に近いものの、下部層温度、上部層壁面温度、下部層壁

面温度、および下部層壁面に入射する熱流は、実験値よりも低い。また、内部放射の放射熱

は外部放射よりもはるかに大きく、内部放射の影響がより大きいことが分かった。 
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(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

 (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 4.24 壁際における発熱速度の計算値と実験値の比較 

4.3.3.3 隅角部の計算結果（実験 Comp 2 と Comp 4） 

図 4.23 に試験体が隅角部に配置された場合の計算結果を示す。図 4.25(a)に示すように、

実験 C2 と C4 で測定された発熱速度はほぼ同じであるが、図 4.25 (f)に示す実験 C4 の壁面

温度は実験 C2 よりも高い。これは、実験 C4 の試験体が壁面温度測定用の熱電対により近

かったためである。 

図 4.25(a)によると、隅角部の発熱速度は実験値と良好に一致している。 

図 4.25 (b)の計算値によると、間欠火炎が展炎する。約 160 秒で燃え尽きが始まり、約 340

秒で燃焼が終了する。 

上部層温度、上部層壁面温度、下部層壁面温度と上部層高さは実験値に近いものの、下部

層温度と下部層壁面に入射する熱流は、実験値よりも低い。 

 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

 (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 4.25 隅角部における発熱速度の計算値と実験値の比較 

4.3.3.4 可燃物の位置による発熱速度の計算結果のまとめ 

図 4.26 に可燃物の位置による発熱速度の計算値と実験値の比較を示す。実験結果より、
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最大発熱速度は自由空間、中央部、壁際、隅角部の順に大きくなり、燃焼終了時間はこの順

に早まる傾向が確認された。計算結果もこの傾向を再現している。中央部においては、発熱

速度の計算値が実験値よりも小さい結果となった。原因として、本モデルでは、側面の最大

燃焼高さℎ𝑓の設定が過小評価されたことが考えられる。本章において使用した試験体の厚

さは 0.5m であり、実験によれば、厚さが大きい場合には、ウレタンが溶融して滴下し、試

験体の足元に新たな着火点が形成され、側面の燃焼面積の拡大により、側面の等価最大燃焼

高さが増加した。しかし、本モデルでは側面の最大燃焼高さを 0.02m に設定しており、これ

は実験で観察された実際の値よりも小さかったためと考えられる。 

 

図 4.26 可燃物の位置における発熱速度の計算値と実験値の比較 

4.3.3.5 可燃物の位置による平均火炎高さの計算結果のまとめ 

図 4.27 に可燃物の位置による平均火炎高さの計算値の比較を示す。平均火炎高さは中央

部、壁際、隅角部の順に大きくなった。 

 

図 4.27 可燃物の位置の違いによる平均火炎高さの計算値の比較 
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4.4.3.6 可燃物の位置による上部層温度の計算結果のまとめ 

図 4.28 に可燃物の位置による上部層温度の計算値と実験値の比較を示す。上部層温度の

最大値は発熱速度と同様に、自由空間、中央部、壁際、隅角部の順に高くなる。計算結果も

この傾向を再現した。全ての計算条件において、燃焼終了直後に上部層温度の計算値が一時

的に上昇する傾向が見られた。これは、燃焼終了時にプルーム質量流量が計算上は急に 0 と

なり、上部層へ流入する冷気流が急になくなったためと考えられる。加えて、この時点では

上部層壁面温度が依然として高いであることから、上部層壁面からの対流熱により上部層

が加熱されたことが原因である。 

 

図 4.28 可燃物の位置における上部層温度の計算値の比較 

4.4 本章の結論 

本章では、第 2 章で構築した単一固体可燃物の燃え拡がりモデルを基に、可燃物の位置が

燃焼性状に及ぼす影響を考慮して、壁際および隅角部における固体可燃物の燃え拡がり予

測手法を提案した。そして、ルームコーナー区画内でのウレタンフォームの燃焼実験（東

京理科大学共同利用実験）の実験結果と比較して、モデルの精度を検証した。以下に本章の

主な成果をまとめる。 

本章では、火炎高さ、火炎の放射率、プルーム質量流量の改良により、壁際および隅角部

における燃え拡がりモデルを構築した。既往研究により、火炎高さは自由空間、壁際、隅角

部の順に高くなることが知られている。第 2 章のモデルでは自由空間における火炎高さを

用いていたが、本章のモデルでは壁際および隅角における火炎高さを使用した。また、火炎

が壁に近づくと壁側へ傾斜する傾向があるため、本研究では火炎の傾斜を考慮するために

火炎と壁面が接触する角度𝜃𝑐を導入した。さらに、火炎の放射率の計算においては、火炎が

壁面に非常に近いことにより、壁側の火炎の放射熱はほぼすべてが壁で吸収されて再放射

されて火炎に戻ると考えられるため、外部へ放射する円筒部と円盤部の面積の算出におい

てこの影響を考慮した。プルーム質量流量については、第 2 章では火源が室内中央にある場
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合に適用可能な計算式を用いていたが、本章ではその式を基に、火源の対称性を考慮するこ

とで、壁際や隅角部にも適用可能な簡易的な計算手法を提案した。 

東京理科大学共同利用実験の実験条件を参考にして計算条件を設定し、可燃物の設置位

置によって、それぞれの計算結果と実験結果を比較した。全体的に、計算結果は実験結果と

一致した。発熱速度、平均火炎高さおよび上部層温度の計算値についても、自由空間、中央

部、壁際、隅角部の順に高くなる傾向が再現された。しかし、中央部および壁際における最

大発熱速度が小さく評価された。原因として、溶融したウレタンの滴下による側面燃焼面積

の拡大が考慮されていなかった可能性が考えられる。特に厚みのある試験体においては、滴

下によって側面の燃焼面積が増加する傾向が見られるため、今後の課題としてはこの点を

考慮する必要がある。 
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第 5 章 同時燃焼を考慮した複数の固体可燃物の燃え拡がり予測モデル 

5.1 概要 

第 2 章および第 4 章では、単一可燃物が室中央、壁際、隅角部に設置された場合の燃え拡

がりモデルを提案した。モデルの適用範囲をさらに拡張するために、本章では、これらのモ

デルを基に、2 つの可燃物が同時に燃焼する場合の燃焼拡大性状を予測するモデルを提案す

る。そして、モデルの予測結果を東京理科大学共同利用実験[1,2]の結果と比較して、モデル

の精度を検証する。 

5.2 予測モデル 

本モデルでは、２個の可燃物は同一の寸法・材質とし、可燃物上面の中心点から同時に着

火するものと仮定する。室内において 2 つの可燃物が同時に燃焼する場合、図 5.1 に示すよ

うに、各燃焼面は隣の火炎からの放射熱を受ける。そのため本モデルでは、展炎部から𝑞𝑑、

火炎が接する天井部から𝑞𝑤、周壁および煙層からの放射熱𝑞𝑠および火炎からの間接放射

𝑞𝑓,𝑟𝑒に加え、隣の火炎の円筒部からの放射熱𝑞𝑐,1→2 [kW/m2]、隣の展炎部からの放射熱

𝑞𝑑,1→2[kW/m2]、さらに隣の火炎が接する天井部からの放射熱𝑞𝑤,1→2[kW/m2]も考慮する。 

本モデルの計算方法および計算手順は第 2 章と基本的に同様である。本節では、隣の火炎

からの放射熱の計算方法に加え、単位面積当たりの発熱速度と火炎伝播速度の計算式、二層

ゾーンモデルにおける修正点について述べる。 

smoke

Combustible 2Combustible 1

 𝒒𝒘, →𝟐 

 𝒒𝒅, →𝟐 

 𝒒𝒄, →𝟐 

 𝒒𝒘,𝟐→  

 𝒒𝒅,𝟐→  

 𝒒𝒄,𝟐→  

 

図 5.1 相互予熱効果を受ける固体可燃物の燃焼 

5.2.1 隣の火炎からの放射熱 

展炎部から𝑞𝑑、火炎が接する天井部から𝑞𝑤、周壁および煙層からの放射熱𝑞𝑠および火炎

からの間接放射𝑞𝑓,𝑟𝑒の計算方法については第 2 章で詳述したため、本節では隣の火炎から

の放射熱の計算方法のみを記述する。 
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5.2.1.1 円筒部の放射率 

(1)可燃物が中央に設置された場合 

可燃物が中央に設置された場合、可燃物が壁面から十分に離れているため、火炎高さは自

由空間の火炎高さを用いる。火炎高さに基づき、火炎の放射率は以下の式で算出される。以

下の式において、添え字 i は各可燃物を識別する番号を表す。 

 𝜀𝑐,𝑖 =
𝜒𝑖𝑄𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖
 (5.2.1) 

ただし、𝑄𝑖は火源 i の発熱速度[kW]、𝐸𝑐𝑐(= 80.5kW/m
2), 𝐸𝑐𝑖(= 51.2kW/m

2)は火炎円筒部の

連続火炎領域、間欠火炎領域の放射発散度である。𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 , 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖は自由空間における火

炎円筒部のうちの連続火炎領域、間欠火炎領域の表面積[m2]であり次式で計算する。 

 𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 =
𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 + 𝜋𝐷𝑓,𝑖𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 (5.2.2) 

 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 =
𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 + 𝜋𝐷𝑓,𝑖(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 − 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖) (5.2.3) 

ただし、𝐷𝑓,𝑖は火炎 i の燃焼直径[m]である。𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖、𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖は自由空間における火炎 i の平

均火炎高さ、連続火炎火炎高さ[m]で、次式で計算する。 

 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 = 3.4𝑄𝐷,𝑖
∗ 𝑛
𝐷𝑓,𝑖 (5.2.4) 

 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 = 1.8𝑄𝐷,𝑖
∗ 𝑛
𝐷𝑓,𝑖 (5.2.5) 

ただし、 

 𝑄𝐷,𝑖
∗ =

𝑄𝑖

𝑐𝑝𝜌0𝑇0√𝑔𝐷𝑓,𝑖
5/2 (5.2.6) 

 𝑛 = {
2/3 (𝑄∗ < 1)
2/5 (1 < 𝑄∗)

 (5.2.7) 

である。 

(2)可燃物が壁際に設置された場合 

可燃物が壁際に設置された場合、火炎高さは壁際における火炎高さとして式(4.2.1)およ

び(4.2.2)を用いる。火炎高さに基づき、火炎の放射率は以下の式で算出される。 

 𝜀𝑐,𝑖 =
𝜒𝑖𝑄𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖𝐸𝑐𝑐+𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖𝐸𝑐𝑖
 (5.2.8) 

ただし、𝑄𝑖は火炎 i の発熱速度[kW]、𝐸𝑐𝑐(= 80.5kW/m
2), 𝐸𝑐𝑖(= 51.2kW/m

2)は火炎円筒部の

連続火炎領域、間欠火炎領域の放射発散度である。𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖 , 𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖は壁際における火炎円

筒部のうちの連続火炎領域、間欠火炎領域の表面積[m2]であり次式で計算する。 

𝐴𝑐𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖 = 2𝜋𝑟𝑓,𝑖 ×
2𝜋−2𝜃𝑐,𝑖

2𝜋
× Lc,wall,i + 𝜋𝑟𝑓,𝑖

2 ×
2𝜋−2𝜃𝑐,𝑖

2𝜋
+
𝑟𝑓,𝑖
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,𝑖𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,𝑖

2
× 2 (5.2.9) 

𝐴𝑐𝑖,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖 = 2𝜋𝑟𝑓,𝑖 ×
2𝜋−2𝜃𝑐,𝑖

2𝜋
× (𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖 − Lc,wall,i) + 𝜋𝑟𝑓,𝑖

2 ×
2𝜋−2𝜃𝑐,𝑖

2𝜋
+
𝑟𝑓,𝑖
2 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐,𝑖𝑐𝑜𝑠𝜃𝑐,𝑖

2
× 2 (5.2.10) 

ただし、𝐷𝑓,𝑖は火炎 i の燃焼直径[m]、𝜃𝑐,𝑖は第 4.3.2.2 節において設定された火炎と壁が接す

る角度（=60°）である。𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖、𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖は壁際における火炎 i の平均火炎高さ、連続火炎
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火炎高さ[m]であり、次式で計算する。 

 𝐿𝑚,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖 = 3.5𝑄𝐷,𝑖
∗ 2/5

𝐷𝑓,𝑖 (5.2.11) 

 𝐿𝑐,𝑤𝑎𝑙𝑙,𝑖 = 2.2𝑄𝐷,𝑖
∗ 2/5

𝐷𝑓,𝑖 (5.2.12) 

ただし、 

 𝑄𝐷,𝑖
∗ =

𝑄𝑖

𝑐𝑝𝜌0𝑇0√𝑔𝐷𝑓,𝑖
5/2 (5.2.13) 

である。 

5.2.1.2 隣の火炎からの形態係数 

図 5.2 に示すように、燃焼面から隣の円筒部を見た時の形態係数は微小要素から円筒を見

た時の形態係数の計算式[3]を用いる。形態係数は次式で計算する。計算式は複雑であるため、

本研究では形態係数を関数で表す。 

X

R

L

2

1

 

図 5.2 燃焼面から隣の円筒部を見た時の形態係数 

 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(𝑙, 𝑥) =
1

𝜋
[𝑡𝑎𝑛−1√

𝑥+1

𝑥−1
−

𝑙2+𝑥2−1

√𝑙2+(𝑥+1)2√𝑙2+(𝑥−1)2
𝑡𝑎𝑛−1 (√

𝑥+1

𝑥−1
√
𝑙2+(𝑥+1)2

𝑙2+(𝑥−1)2
)] (5.2.14) 

ただし、 

 𝑙 =
𝐿

𝑅
 (5.2.15) 

 𝑥 =
𝑋

𝑅
 (5.2.16) 

である。 

図 5.3 に示すように、燃焼面から隣の火炎が接する天井部を見た時の形態係数は微小要

素から円形を見た時の形態係数の計算式[3]を用いる。形態係数は次式で計算する。 

X

R

H

1

2

 

図 5.3 燃焼面から隣の火炎が接する天井部を見た時の形態係数 
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 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(ℎ, 𝑥) =
1

2
(1 −

ℎ2+𝑥2−1

√(ℎ2+𝑥2+1)2−4𝑥2
) (5.2.17) 

ただし、 

 ℎ =
𝐻

𝑅
 (5.2.18) 

 𝑥 =
𝑋

𝑅
 (5.2.19) 

である。 

5.2.1.3 各火炎形状における隣の火炎からの放射熱 

第 2 章では、火炎高さおよび展炎半径に基づき、火炎形状を 6 種類に分類した。本章で

は、2 つの可燃物は寸法・材質が同一であり、かつ同時に着火するものと仮定しているため、

両火炎は形状において対称であるものとする。可燃物が同時に燃焼する場合においても、火

炎形状は 6 種類に分類されることから、本節では、試験体が室中央に設置された場合、それ

ぞれの火炎形状における隣の火炎からの放射熱の計算方法について詳述する。 

試験体が壁際空間に設置された場合においても、同様の式で計算が可能であるが、火炎円

筒部の放射率および火炎高さについては、式（5.2.8）および式（5.2.11）を用いて計算する

必要がある。同様に、試験体が隅角部に設置された場合について理論上は同様に計算可能で

あるものの、二個の試験体が隅角部に設置された場合の実験データが不足しており、モデル

の精度検証が困難である。したがって、本章では隅角部における計算手法の記述は行ってい

ない。 
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（１）火炎が天井に展炎しない場合 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 < 𝐻 

図 5.4 に火炎が天井に展炎しない場合の火炎形状を示す。この時、隣の火炎からの放射熱は円筒部からの放射熱のみである。計算方法を表

5.1 に示す。ただし、Hは天井高さ[m]、𝑋𝑓は二つの可燃物の中心点の距離[m]、𝐹𝑐𝑐,1→2、𝐹𝑐𝑖,1→2は火炎 2 の燃焼面から火炎 1 の円筒部連続

火炎領域、間欠火炎領域を見た時の形態係数[-]、𝐹𝑐𝑐,2→1、𝐹𝑐𝑖,2→1は火炎 1 の燃焼面から火炎 2 の円筒部連続火炎領域、間欠火炎領域を

見た時の形態係数[-]である。添字 1 と 2 は火炎の番号を表す。 

Flame 1

 𝑞𝑐 ,1→2 

Flame 2

Lc,1 

Lm,1 

Lc,2

Lm,2

Df ,1 Df ,2

Xf
 

図 5.4 火炎が天井に展炎しない場合の火炎形状 

表 5.1 火炎が天井に展炎しない場合の隣の火炎からの放射熱の計算式 

計算項目 部位 火炎領域 計算式 

火炎長さ  
 連続火炎領域 𝐿𝑐,𝑖 = 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 
 間欠火炎領域 𝐿𝑚,𝑖 = 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 

展炎半径 円盤部 

 連続火炎領域 𝑟𝑐,𝑖 = 0 

 
間欠火炎領域 𝑟𝑖,𝑖 = 0  
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放射率 
円筒部 

 
全て 𝜀𝑐,𝑖 =

𝜒𝑖𝑄𝑖
𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖

 

円盤部  全て 𝜀𝑑,𝑖 = 0 

形態係数 

隣の円筒部から 

1→2 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐿𝑚,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
)

+ 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐿𝑚,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
)

+ 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

隣の展炎部から 

1→2 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

隣の火炎か

らの放射熱 
隣の円筒部から 

1→2 全て 𝑞𝑐,1→2 = 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,1→2 + 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖,1→2 

2→1 全て 𝑞𝑐,2→1 = 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,2→1 + 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖,2→1 
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隣の展炎部から 

1→2 全て 𝑞𝑑,1→2 = 0 

2→1 全て 𝑞𝑑,2→1 = 0 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 全て 𝑞𝑤,1→2 = 0 

2→1 全て 𝑞𝑤,2→1 = 0 

 

(2)間欠火炎が展炎する場合 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 < 𝐻 < 𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖   

(2-1)円盤部が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑖,𝑖 <
𝐷𝑓,𝑖

2
 

図 5.5 に間欠火炎が展炎し、円盤部が円筒部に含まれる場合の火炎形状を示す。この時、隣の火炎からの放射熱は円筒部からの放射熱と火

炎が接する天井部からの放射熱で構成される。計算方法を表 5.2 に示す。 

Lc,1 Lc,2

H

Df ,1 Df ,2

X

H

Flame 1 Flame 2

 𝑞𝑤 ,1→2 

 𝑞𝑓 ,1→2 

 

図 5.5 間欠火炎が展炎する場合の火炎形状 

 



 

149 

表 5.2 間欠火炎が展炎する場合の隣の火炎からの放射熱の計算式 

計算項目 部位 火炎領域 計算式 

火炎長さ  

 連続火炎領域 𝐿𝑐,𝑖 = 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 
 

間欠火炎領域 𝐿𝑚,𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
+ 𝐻 

展炎半径 円盤部 

 連続火炎領域 𝑟𝑐,𝑖 = 0 

 
間欠火炎領域 𝑟𝑖,𝑖 =

(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
 

放射率 
円筒部 

 
全て 𝜀𝑐,𝑖 =

𝜒𝑖𝑄𝑖
𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖

 

円盤部  全て 𝜀𝑑,𝑖 = 0 

形態係数 
隣の円筒部から 

1→2 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)

+ 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)

+ 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

隣の展炎部から 1→2 連続火炎領域 / 



 

150 

間欠火炎領域 / 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 𝐹𝑤,𝑐𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 𝐹𝑤,𝑐𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

隣の火炎か

らの放射熱 

隣の円筒部から 

1→2 全て 𝑞𝑐,1→2 = 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,1→2 + 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖,1→2 

2→1 全て 𝑞𝑐,2→1 = 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,2→1 + 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖,2→1 

隣の展炎部から 

1→2 全て 𝑞𝑑,1→2 = 0 

2→1 全て 𝑞𝑑,2→1 = 0 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 全て 𝑞𝑤,1→2 = (1 − 𝜀𝑐,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑖
4 𝐹𝑤,𝑐𝑖,,1→2 

2→1 全て 𝑞𝑤,2→1 = (1 − 𝜀𝑐,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑖
4 𝐹𝑤,𝑐𝑖,,2→1 

(2-2)円盤部が展炎する場合 
𝐷

2
< 𝑟𝑖 

図 5.6 に間欠火炎が展炎する場合の火炎形状を示す。この時、隣の火炎からの放射熱は円筒部からの放射熱、展炎部からの放射熱と火炎が

接する天井部からの放射熱で構成される。計算方法を表 5.3 に示す。 
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Lc,1 Lc,2

H

Df ,1 Df ,2

X

H

Flame 1 Flame 2

ri,1 ri,2 

 𝑞𝑓 ,1→2 

 𝑞𝑤 ,1→2 
 𝑞𝑑 ,1→2 

 

図 5.6 間欠火炎が展炎する場合の火炎形状 

表 5.3 間欠火炎が展炎する場合の隣の火炎からの放射熱の計算式 

計算項目 部位 火炎領域 計算式 

火炎長さ  

 連続火炎領域 𝐿𝑐,𝑖 = 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 
 

間欠火炎領域 𝐿𝑚,𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 − 𝐻)

2
+ 𝐻 

展炎半径 円盤部 

 連続火炎領域 𝑟𝑐,𝑖 = 0 

 
間欠火炎領域 𝑟𝑖,𝑖 =

(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
 

放射率 円筒部 
 

全て 𝜀𝑐,𝑖 =
𝜒𝑖𝑄𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖
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円盤部 

 

全て 

𝜀𝑑,𝑖 =

1 −
𝐴𝑐𝑐,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒.𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,𝑖𝐸𝑑𝑐 + 𝐴𝑑𝑖,𝑖𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒𝑖𝑄𝑖 

円筒部連続火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑐,𝑖 =
𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 + 𝜋𝐷𝑓𝐿𝑐,𝑖 

円盤部間欠火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑖,𝑖 =
𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 + 𝜋𝐷𝑓(0.9𝐻 − 𝐿𝑐,𝑖) 

円盤部連続火炎領域表面積 𝐴𝑑𝑐,𝑖 = 0 

円盤部間欠火炎領域表面積 Adi,i = 2(πri,i
2 −

𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 ) + 2πri,i(0.1H) 

形態係数 
隣の円筒部から 

1→2 

連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)

+ 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐿𝑐,1
𝐷𝑓,1/2

,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 

𝐹𝑐𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)

+ 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐿𝑐,2
𝐷𝑓,2/2

,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

隣の展炎部から 1→2 連続火炎領域 / 
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間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
)

− [𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)]

+ [𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
0.9𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)] 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
)

− [𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)]

+ [𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
0.9𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)] 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 

𝐹𝑤,𝑐𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

𝐹𝑤,𝑑𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ (
𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
)− 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 

𝐹𝑤,𝑐𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

𝐹𝑤,𝑑𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ (
𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

隣の円筒部から 1→2 全て 𝑞𝑐,1→2 = 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,1→2 + 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖,1→2 
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隣の火炎か

らの放射熱 

2→1 全て 𝑞𝑐,2→1 = 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,2→1 + 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑖𝐹𝑐𝑖,2→1 

隣の展炎部から 

1→2 
間欠火炎領域 

𝑞𝑑,1→2 = [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)]𝜀𝑑,1𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖,1→2 

*右の半分が火炎 1 の円筒部を透過しない、左の半分が透過する。 

2→1 間欠火炎領域 𝑞𝑑,2→1 = [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,2)]𝜀𝑑,2𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖,2→1 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 
全て 

𝑞𝑤,1→2 = (1 − 𝜀𝑐,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑖
4 𝐹𝑤,𝑐𝑖

+ [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)](1 − 𝜀𝑑,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖
4 𝐹𝑤,𝑑𝑖,,1→2 

2→1 
全て 

𝑞𝑤,2→1 = (1 − 𝜀𝑐,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑖
4 𝐹𝑤,𝑐𝑖

+ [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)](1 − 𝜀𝑑,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖
4 𝐹𝑤,𝑑𝑖,,1→2 

(3)連続火炎が展炎する場合 𝐻 < 𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒 

(3-1)円盤部が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑖 <
𝐷

2
 

図 5.7 に連続火炎が展炎し、円盤部が円筒部に含まれる場合の火炎形状を示す。この時、隣の火炎からの放射熱は円筒部からの放射熱と火

炎が接する天井部からの放射熱で構成される。計算方法を表 5.4 に示す。 
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Df ,1 Df ,2

X

H

Flame 1 Flame 2

 𝑞𝑤 ,1→2 

 𝑞𝑓 ,1→2 

 

図 5.7 連続火炎が展炎する場合の火炎形状(円盤部が円筒部に含まれる場合) 

表 5.4 連続火炎が展炎する場合の隣の火炎からの放射熱(円盤部が円筒部に含まれる場合)の計算式 

計算項目 部位 火炎領域 計算式 

火炎長さ  

 
連続火炎領域 𝐿𝑐,𝑖 =

(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 − 𝐻)

2
+ 𝐻 

 
間欠火炎領域 𝐿𝑚,𝑖 =

(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
+ 𝐻 

展炎半径 円盤部 

 
連続火炎領域 𝑟𝑐,𝑖 =

(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 − 𝐻)

2
 

 

間欠火炎領域 𝑟𝑖,𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
 

放射率 円筒部 
 

全て 𝜀𝑐,𝑖 =
𝜒𝑖𝑄𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖
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円盤部  全て 𝜀𝑑,𝑖 = 0 

形態係数 

隣の円筒部から 

1→2 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 / 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 / 

隣の展炎部から 

1→2 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 / 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 
連続火炎領域 𝐹𝑤,𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 / 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑤,𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 / 

隣の火炎か

らの放射熱 

隣の円筒部から 

1→2 連続火炎領域 𝑞𝑐,1→2 = 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,1→2 

2→1 連続火炎領域 𝑞𝑐,2→1 = 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,2→1 

隣の展炎部から 

1→2 全て 𝑞𝑑,1→2 = 0 

2→1 全て 𝑞𝑑,2→1 = 0 

1→2 連続火炎領域 𝑞𝑤,1→2 = (1 − 𝜀𝑐,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐,1→2 
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隣の火炎が接する天

井部から 

2→1 
連続火炎領域 𝑞𝑤,2→1 = (1 − 𝜀𝑐,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐

4 𝐹𝑤,𝑐𝑐,2→1 

 

(3-2)円盤部連続火炎領域が円筒部に含まれる場合 𝑟𝑐 <
𝐷

2
< 𝑟𝑖 

図 5.8 に連続火炎が展炎し、円盤部連続火炎領域が円筒部に含まれる場合の火炎形状を示す。この時、隣の火炎からの放射熱は円筒部から

の放射熱、展炎部からの放射熱と火炎が接する天井部からの放射熱で構成される。計算方法を表 5.5 に示す。 

X

H

Flame 1 Flame 2

ri,1 ri,2 

 𝑞𝑓 ,1→2 

 𝑞𝑤 ,1→2 
 𝑞𝑑 ,1→2 

 

図 5.8 連続火炎が展炎する場合の火炎形状（円盤部連続火炎領域が円筒部に含まれる場合） 

表 5.5 連続火炎が展炎する場合の隣の火炎からの放射熱（円盤部連続火炎領域が円筒部に含まれる場合）の計算式 

計算項目 部位 火炎領域 計算式 

火炎長さ  連続火炎領域 𝐿𝑐,𝑖 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
+ 𝐻 
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間欠火炎領域 𝐿𝑚,𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
+ 𝐻 

展炎半径 円盤部 

 
連続火炎領域 𝑟𝑐,𝑖 =

(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
 

 
間欠火炎領域 𝑟𝑖,𝑖 =

(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖−𝐻)

2
  

放射率 

円筒部 
 

全て 𝜀𝑐,𝑖 =
𝜒𝑖𝑄𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖
 

円盤部 

 

全て 

𝜀𝑑,𝑖 =

1 −
𝐴𝑐𝑐,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒.𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖
𝐴𝑑𝑐,𝑖𝐸𝑑𝑐 + 𝐴𝑑𝑖,𝑖𝐸𝑑𝑖

∙ 𝜒𝑖𝑄𝑖 

円筒部連続火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑐,𝑖 = 2 ×
𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 + 𝜋𝐷𝑓0.9𝐻 

円盤部間欠火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑖,𝑖 = 0 

円盤部連続火炎領域表面積 𝐴𝑑𝑐,𝑖 = 0 

円盤部間欠火炎領域表面積 Adi,i = 2(πri,i
2 −

𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 ) + 2πri(0.1H) 

形態係数 
隣の円筒部から 

1→2 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 / 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 / 

隣の展炎部から 1→2 連続火炎領域 / 
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間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
)

− [𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)]

+ [𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
0.9𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)] 

2→1 連続火炎領域 / 

間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
)

− [𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)]

+ [𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
0.9𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

0.9𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)] 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 
連続火炎領域 𝐹𝑤,𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 𝐹𝑤,𝑖,,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑤,𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

間欠火炎領域 𝐹𝑤,𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) 

隣の火炎か

らの放射熱 

隣の円筒部から 

1→2 全て 𝑞𝑐,1→2 = 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,1→2 

2→1 全て 𝑞𝑐,2→1 = 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,2→1 

隣の展炎部から 1→2 全て 𝑞𝑑,1→2 = [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)]𝜀𝑑,1𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖,1→2 
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2→1 全て 𝑞𝑑,2→1 = [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,2)]𝜀𝑑,2𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖,1→2 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 
全て 

𝑞𝑤,1→2 = (1 − 𝜀𝑐,1)(1 − 𝜀𝑑,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐,1→2 + [0.5

+ 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)](1 − 𝜀𝑑,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖
4 𝐹𝑤,𝑑𝑖,1→2 

2→1 
全て 

𝑞𝑤,2→1 = (1 − 𝜀𝑐,2)(1 − 𝜀𝑑,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐,2→1 + [0.5

+ 0.5(1 − 𝜀𝑐,2)](1 − 𝜀𝑑,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖
4 𝐹𝑤,𝑑𝑖,2→1 

 

(3-3)円盤部連続火炎が展炎する場合 
𝐷

2
< 𝑟𝑐 

図 5.9 に連続火炎が展炎する場合の火炎形状を示す。この時、隣の火炎からの放射熱は円筒部からの放射熱、展炎部からの放射熱と火炎が

接する天井部からの放射熱で構成される。計算方法を表 5.6 に示す。 

X
Flame 1 Flame 2

 𝑞𝑓 ,1→2 
H

ri,1 rc,1 ri,2 rc,2 

 𝑞𝑤 ,1→2 
 𝑞𝑑 ,1→2 

 

図 5.9 連続火炎が展炎する場合の火炎形状 
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表 5.6 連続火炎が展炎する場合の隣の火炎からの放射熱の計算式 

計算項目 部位 火炎領域 計算式 

火炎長さ  

連続火炎領域 𝐿𝑐,𝑖 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
+ 𝐻 

間欠火炎領域 𝐿𝑚,𝑖 =
(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
+ 𝐻 

展炎半径 円盤部 

 

連続火炎領域 𝑟𝑐,𝑖 =
(𝐿𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖 −𝐻)

2
 

 
間欠火炎領域 𝑟𝑖,𝑖 =

(𝐿𝑚,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖−𝐻)

2
  

放射率 

円筒部 
 

全て 𝜀𝑐,𝑖 =
𝜒𝑖𝑄𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖
 

円盤部 

 

全て 

𝜀𝑑,𝑖 =

1 −
𝐴𝑐𝑐,𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑐𝑐,𝑓𝑟𝑒𝑒.𝑖𝐸𝑐𝑐 + 𝐴𝑐𝑖,𝑓𝑟𝑒𝑒,𝑖𝐸𝑐𝑖

𝐴𝑑𝑐,𝑖𝐸𝑑𝑐 + 𝐴𝑑𝑖,𝑖𝐸𝑑𝑖
∙ 𝜒𝑖𝑄𝑖 

円筒部連続火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑐,𝑖 = 2 ∙
𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 + 𝜋𝐷𝑓0.9𝐻 

円盤部間欠火炎領域表面積 𝐴𝑐𝑖,𝑖 = 0 

円盤部連続火炎領域表面積 𝐴𝑑𝑐,𝑖 = 2(𝜋𝑟𝑐,𝑖
2 −

𝜋

4
𝐷𝑓,𝑖
2 ) 

円盤部間欠火炎領域表面積 Adi,i = 2(πri,i
2 − πrc,i

2) + 2πri,i(0.1H) 

形態係数 隣の円筒部から 

1→2 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,1/2
) 

間欠火炎領域 / 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋𝑓

𝐷𝑓,2/2
) 
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間欠火炎領域 / 

隣の展炎部から 

1→2 

連続火炎領域 

𝐹𝑑𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓

𝑐𝑦𝑙−ℎ
(
0.9𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
)

− [𝑓
𝑐𝑦𝑙−ℎ

(
𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
) − 𝑓

𝑐𝑦𝑙−ℎ
(
0.9𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)]

+ [𝑓
𝑐𝑖𝑟−ℎ

(
0.9𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑐,1
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
0.9𝐻

𝐷𝑓,1/2
,
𝑋

𝐷𝑓,1/2
)] 

間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
)

− [𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑐,1
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑐,1
)]

+ [𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
0.9𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑐,1
)] 

2→1 

連続火炎領域 

𝐹𝑑𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓

𝑐𝑦𝑙−ℎ
(
0.9𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
)

− [𝑓
𝑐𝑦𝑙−ℎ

(
𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
) − 𝑓

𝑐𝑦𝑙−ℎ
(
0.9𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)]

+ [𝑓
𝑐𝑖𝑟−ℎ

(
0.9𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑐,2
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
0.9𝐻

𝐷𝑓,2/2
,
𝑋

𝐷𝑓,2/2
)] 

間欠火炎領域 

𝐹𝑑𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
)

− [𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(
𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑐,2
) − 𝑓𝑐𝑦𝑙−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑐,2
)]

+ [𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
0.9𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

0.9𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑐,2
)] 
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隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 
連続火炎領域 𝐹𝑤,𝑐𝑐,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑐,1
) 

間欠火炎領域 𝐹𝑤,𝑑𝑖,1→2 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,1
,
𝑋

𝑟𝑖,1
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
𝐻

𝑟𝑐,1
,
𝑋

𝑟𝑐,1
) 

2→1 
連続火炎領域 𝐹𝑤,𝑐𝑐,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(

𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑐,2
) 

間欠火炎領域 𝐹𝑤,𝑖,2→1 = 𝑓𝑐𝑖𝑟−ℎ(
𝐻

𝑟𝑖,2
,
𝑋

𝑟𝑖,2
) − 𝑓

𝑐𝑖𝑟−ℎ
(
𝐻

𝑟𝑐,2
,
𝑋

𝑟𝑐,2
) 

隣の火炎か

らの放射熱 

隣の円筒部から 

1→2 全て 𝑞𝑐,1→2 = 𝜀𝑐,1𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,1→2 

2→1 全て 𝑞𝑐,2→1 = 𝜀𝑐,2𝐸𝑐𝑐𝐹𝑐𝑐,2→1 

隣の展炎部から 

1→2 全て 𝑞𝑑,1→2 = [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)]𝜀𝑑,1𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖,1→2 

2→1 全て 𝑞𝑑,2→1 = [0.5 + 0.5(1 − 𝜀𝑐,2)]𝜀𝑑,2𝐸𝑑𝑖𝐹𝑑𝑖,1→2 

隣の火炎が接する天

井部から 

1→2 
全て 

𝑞𝑤,1→2 = (1 − 𝜀𝑐,1)(1 − 𝜀𝑑,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐,1→2 + [0.5

+ 0.5(1 − 𝜀𝑐,1)](1 − 𝜀𝑑,1)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖
4 𝐹𝑤,𝑑𝑖,1→2 

2→1 
全て 

𝑞𝑤,2→1 = (1 − 𝜀𝑐,2)(1 − 𝜀𝑑,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑐𝑐
4 𝐹𝑤,𝑐𝑐,2→1 + [0.5

+ 0.5(1 − 𝜀𝑐,2)](1 − 𝜀𝑑,2)𝜀𝑤𝜎𝑇𝑤,𝑑𝑖
4 𝐹𝑤,𝑑𝑖,2→1 
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5.2.2 同時燃焼を考慮した単位面積当たりの発熱速度と火炎伝播速度 

5.2.2.1 相互予熱効果を考慮した単位面積当たりの発熱速度 

図 5.10 に可燃物 2 の燃焼面に入射する内部放射と外部放射を示す。可燃物 2 の燃焼面に

入射する内部放射𝑞𝑓,2[kW/m2]は火炎 2 の円筒部からの放射熱である。可燃物 2 の燃焼面に

入射する外部放射𝑞inc,2 [kW/m2]は展炎部からの放射熱𝑞𝑑,2、火炎が接する天井部から放射熱

𝑞𝑤,2[kW/m2]、周壁および煙層からの放射熱および火炎からの間接放射𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠[kW/m2]、火炎 1

の円筒部からの放射熱𝑞𝑐,1→2[kW/m2]、火炎 1 の展炎部からの放射熱𝑞𝑑,1→2[kW/m2]、火炎 1 が

接する天井部から放射熱𝑞𝑤,1→2[kW/m2]の和で与えられる： 

 𝑞inc,2 = 𝑞𝑑,2 + 𝑞𝑤,2 + 𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 + 𝑞𝑐,1→2 + 𝑞𝑑,1→2 + 𝑞𝑤,1→2 (5.2.20) 

同様に、可燃物 1 の燃焼面に入射する外部放射は次式で与えられる： 

 𝑞inc,1 = 𝑞𝑑,1 + 𝑞𝑤,1 + 𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 + 𝑞𝑐,2→1 + 𝑞𝑑,2→1 + 𝑞𝑤,2→1 (5.2.21) 

smoke

Combustible 2

 𝑞𝑓 ,2 

 𝑞𝑑 ,2  𝑞𝑤 ,2  𝑞𝑓 ,𝑟𝑒𝑠  

 𝑚2 Combustible 1

 𝒒𝒘, →𝟐 

 𝒒𝒅, →𝟐 

 𝒒𝒄, →𝟐 

 

図 5.10 火炎 2 の燃焼面に入射する内部放射と外部放射 

外部放射が燃焼面に到達するためには、火炎円筒部を透過する必要があることを考慮し、

補正された可燃物 2 の単位面積あたりの発熱速度は次式で表される： 

 𝑞0,2 = (𝑞𝑓,2 + 𝜏𝑐,2𝑞𝑖𝑛𝑐,2) ∙
∆𝐻

L
 (5.2.22) 

可燃物 1 の単位面積当たりの発熱速度は次式で計算する。 

 𝑞0,1 = (𝑞𝑓,1 + 𝜏𝑐,1𝑞𝑖𝑛𝑐,1) ∙
∆𝐻

L
 (5.2.23) 

ただし、𝜏𝑐,𝑖は火炎円筒部の透過率であり、次式で計算する： 

 𝜏𝑐,𝑖 = (1 − 𝜀𝑐,𝑖) × 𝑓 (5.2.24) 

ただし、𝜀𝑐,𝑖は火炎円筒部の放射率であり、第 2.2.2.1 節の式(5.2.1)で計算する。また、𝜀𝑐は火

炎全体の平均放射率であるが、火炎基部では火炎粒子が濃く放射透過率が低いため、減衰係

数𝑓を導入する。第 2 章と同様に、𝑓の数値を 0.8 とする。 
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5.2.2.2 相互予熱効果を考慮した火炎伝播速度 

図 5.11 に可燃物 2 の予熱面に入射する内部放射と外部放射を示す。可燃物 2 の予熱面に

入射する外部放射𝑞inc,2には隣の火炎からの放射熱𝑞𝑐,1→2、𝑞𝑑,1→2、𝑞𝑤,1→2を考慮した。図 5.11

に示すように、火炎基部付近では火炎粒子が濃いため、外部放射が火炎基部を透過して予熱

面に到達することは困難である。例えば、可燃物 2 においては、外部放射は左側の予熱面に

は直接に到達できるが、右側の予熱面には火炎基部による遮蔽により到達しにくい。このた

め、理論的には左側の火炎伝播速度が右側よりも大きくなる傾向があると考えられる。本研

究では計算の簡便化のため、左右の火炎伝播速度を等しいものと近似し、いわゆる燃焼面は

常に正円形に拡がるものとする。したがって、本研究では、予熱面に入射する外部放射にお

いて、火炎基部による遮蔽効果を考慮し、外部放射のうち予熱面に到達するのは全体の半分

であると近似して計算を行う。 

smoke

Combustible 2

 𝑞𝑓  

 𝑞𝑑  
 𝑞𝑤  

 𝑣𝑓  

 𝑞𝑓 ,𝑟𝑒𝑠  

Combustible 1

 𝒒𝒘, →𝟐 

 𝒒𝒅, →𝟐 

 𝒒𝒇, →𝟐 

 

図 5.11 可燃物 2 の予熱面に入射する内部放射と外部放射 

可燃物 2 の予熱面に入射する外部放射は次式で計算する。 

𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙,2 = 0.5[0.3(𝑞𝑑,2 + 𝑞𝑤,2) + 0.7𝜏𝑐,2(𝑞𝑑,2 + 𝑞𝑤,2)] + 0.5(𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 + 𝑞𝑓,1→2 + 𝑞𝑑,1→2 + 𝑞𝑤,1→2) 

  (5.2.25) 

可燃物 1 の予熱面に入射する外部放射は次式で計算する。 

𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙,1 = 0.5[0.3(𝑞𝑑,1 + 𝑞𝑤,1) + 0.7𝜏𝑐,2(𝑞𝑑,1 + 𝑞𝑤,1)] + 0.5(𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠 + 𝑞𝑓,2→1 + 𝑞𝑑,2→1 + 𝑞𝑤,2→1) 

  (5.2.26) 

予熱面に入射する外部放射により火炎伝播速度が増加する。可燃物 2 の火炎伝播速度は次

式で計算する。 

 𝑣𝑓,2 =

{
 

 (
0.5𝑞𝑓,2+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙,2

0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒,2
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒                              𝐷𝑓,2 ≤ 𝑊𝑢,2

0.5 (
0.5𝑞𝑓,2+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙,2

0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒,2
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒                         𝐷𝑓,2 > 𝑊𝑢,2

 (5.2.27) 

可燃物 1 の火炎伝播速度は次式で計算する。 
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 𝑣𝑓,1 =

{
 

 (
0.5𝑞𝑓,1+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙,1

0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒,1
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒                              𝐷𝑓,1 ≤ 𝑊𝑢,1

0.5 (
0.5𝑞𝑓,1+𝑞𝑖𝑛𝑐,𝑙,1

0.5𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒,1
)
2

𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒                         𝐷𝑓,1 > 𝑊𝑢,1

 (5.2.28) 

ただし、𝑞𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒,1は自由空間における火炎円筒部からの放射熱[kW/m2]、𝑣𝑓,𝑓𝑟𝑒𝑒は自由空間に

おける水平方向火炎伝播速度[m/s]、𝐷𝑓,𝑖は燃焼直径[m]である。𝑊𝑢は試験体の上面における

等価直径[m]次式で計算する。 

 𝑊𝑢,i = √4𝐴𝑡𝑜𝑝,i/𝜋 (5.2.29) 

ただし、𝐴𝑡𝑜𝑝,𝑖は試験体上面の面積[m2 ]である。本研究では、試験体上面は正方形であるた

め、𝑊𝑢,𝑖は試験体の幅[m]である。 

5.2.3 同時燃焼における二層ゾーンモデルの修正 

火炎からの間接放射と周壁および煙層からの放射熱𝑞𝑓,𝑟𝑒𝑠を求めるためには、煙層温度等が必要

である。そのため、二層ゾーンモデル[5]を用いて上部層および下部層の気体温度および壁面温度を

求めた。図5に同時燃焼における二層ゾーンモデルの概要図を示す。上部層がプルームから対流

により得る熱量は： 

 𝑄𝑓 = (1 − 𝜒1)𝑄1 + (1 − 𝜒2)𝑄2 (5.2.30) 

ただし、𝜒1は火炎１の放射性分の割合[-]、𝜒2は火炎２の放射性分の割合[-]、𝑄1は火炎１の発熱

速度[kW]、𝑄2は火炎２の発熱速度[kW]である。 

mso
msi
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mao
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Ta, ρa, Va 
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Q1 Q2
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図 5.12 同時燃焼における二層ゾーンモデルの概要図 

図 5.13 に火炎からの放射熱を示す。第 2 章と同様に、火炎からの対流熱は全部上部層に

流入し、放射熱の 2 割が開口を通じて外部に損失し、残り 8 割が上部層または下部層に流

入すると仮定する。火源は二つあるため、火炎から上部層と下部層に入射する放射熱は次

式で表す： 

 𝑄𝑓𝑟𝑎𝑑,𝑏𝑢𝑟𝑛𝑒𝑟 = 0.8(𝜒1𝑄1 + 𝜒2𝑄2) (5.2.31) 

また、本章では、試験体が室中央に設置されるため、二層ゾーンモデルに関する計算方法は

第 2 章と同じである。一方、試験体が壁際に設置される場合、プルーム質量流量については
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第 4.2.1.3 節に示した方法に基づいて算出する必要がある。 

Qfrad,s

Qfrad,a

Qfrad,ws

Qfrad,wa

Qfrad,burner火源

20%

 

図 5.13 火炎からの放射熱 

5.3 予測結果と実験結果の比較 

5.3.1 実験概要（東京理科大学共同利用実験） 

原田ら[1,2]は区画内でのウレタンフォームブロックの燃焼実験を実施した。模型室の寸法は

2300(W) × 3500(D) × 2250(H) mm、周壁および天井はセラミックファイバーボードである。開口は一

個で、幅は850 mmである。試験体はウレタンフォーム、寸法は500mm×500mm×500 mm、密度は

15.6kg/m3である。 

本章で扱う実験は、第 4 章で述べた実験と同一系列に属するものである。したがって、実

験装置および実験方法は第 4 章と共通であり、詳細な内容については第 4.3.1 節に示したも

のと同一である。 

5.3.1.1 測定項目 

実験の測定項目を表 5.7 に示す。 

表 5.7 実験の測定項目 

測定項目 測定装置 測定位置 

発熱速度 酸素消費法 / 

試験体の燃焼性状 ビデオカメラ 模型室の四隅 

上部層温度、下部層温度、上部層

高さ 
熱電対ツリー 手前と奥 

上部層壁面温度 熱電対 H=1800mm 

下部層壁面温度 熱電対 H=200mm 

下部層壁面に入射する熱流 
熱流束計 hfg1（試験体向き） 

熱流束計 hfg2（上向き） 
試験体から 1ｍ 

 

5.3.1.2 実験条件 

実験条件を図5.14に示す。実験Comp 5とComp 6の開口高さは2.1m、実験 Comp10の開口高

さは0.5mである。すべての実験において、2個の試験体の上面中心点に同時点火を行った。 
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(a) Comp5 (b) Comp6  (c) Comp10 

図 5.14 実験条件 

5.3.2 計算条件の設定 

本章では、上述の実験を参考して計算条件を設定した。計算条件を表１に示す。同時燃焼

と単独燃焼の差異を検討するため、本章では、第 4 章で示した実験 Open 1、Comp 1 および

Comp 3 との比較も併せて行った。 

表 5.8 計算条件 

実験
No. 

開口高さ 

(m) 

試験体の数量 

(個) 
試験体の位置 

Open 1 / 1 自由空間 

Comp 1 2.1 1 中央 

Comp 3 2.1 1 壁際 

Comp 5 2.1 2 中央 

Comp 6 2.1 2 壁際 

Comp 10 0.5 2 中央 

 

5.3.3 予測結果と考察 

5.3.3.1 実験 Comp 5 

図 5.18 に実験 Comp 5 の計算値と実験値の比較を示す。 

図5.18(a)に実験Open 1、Comp 1、Comp 5の発熱速度の計算値と実験値を示す。Open 1は一つの

試験体が自由空間で燃焼する場合、Comp 1は一つの試験体が燃焼する場合である。比較のため、図

5.18(a)のOpen 1とComp 1の計算値と実験値を２倍にした。実験Comp5の発熱速度は室内におけ

る総発熱速度を表しており、二個の試験体の発熱速度の和として定義される。実験 Comp 5

における最大発熱速度の計算値は、実験値より小さい結果となった。これは、実験Comp 1 におけ

る発熱速度が過小評価された場合と同様に、ウレタンの滴下現象が考慮されていないことが一因で

ある可能性がある。Comp 5においては試験体間の距離がより近いため、ウレタンの滴下現象
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および相互予熱効果により燃焼面の拡大が促進され、実際の最大燃焼面積がより大きくな

るべきである。しかし、本モデルでは試験体側面の最大燃焼高さを 0.20m に設定しているた

め、最大燃焼面積が制限されることとなった。図 5.19 の実験写真からも確認できるように、

実際の試験体側面の最大燃焼高さは 0.20m を大きく上回っている。 

また、同時燃焼の最大発熱速度は単独燃焼の 2倍よりも大きいことが確認された。これは試験体

同士の相互予熱効果の影響が大きいと考えられる。更に、同時燃焼の場合、燃え尽きが実験より早

いことが分かった。 

図 5.18(b)に燃焼半径、展炎半径と燃え尽き半径の計算値を示す。2 つの試験体は寸法・材

質ともに完全に一致しており、同一条件下で同時に着火されたことから、両火炎の形状は全

く同一である。そのため、各火炎における燃焼半径𝑟𝑓、燃え尽き半径𝑟𝑏および展炎半径も一

致する。図 5.18(b)に示されている計算値は、一方の火炎に対する代表値である。𝑟𝑖、𝑟𝑐は間

欠火炎の展炎半径、連続火炎領域の展炎半径である。展炎半径が 0 であるため、火炎は展炎

しない。約 210 秒で燃え尽きが始まり、約 310 秒で燃焼が終了する。火炎が展炎しないた

め、隣の火炎からの外部放射は円筒部からの放射熱のみである。 

図 5.18(c)に上部層温度と下部層温度の計算値と実験値を示す。上部層温度が過小評価さ

れた原因は、主に発熱速度の過小評価に起因していると考えられる。一方、下部層温度の過

小評価については、発熱速度に加えて空気層の放射率の影響も関与している。本研究では、

下部層空気の放射率を 0 と設定しているため、下部層による放射熱の吸収は考慮されてい

ない。 

図 5.18(d)、(e)、(f)に実験 Comp5 の壁面温度、上部層高さ、下部層壁面に入射する熱流の

計算値と実験値の比較を示す。煙層高さの実験値はN%法（N＝10％）を用いて求めた値である。

燃焼後期においては煙層が不安定になるため、上部層と下部層の境界を明確に分別ことが困難であ

り、その結果として上部層高さの実験値に振動が見られる。上部層高さは実験値に近く、壁面温

度と下部層壁面に入射する熱流は実験値より小さいことが分かった。熱流束の計算値と実

験値との間に大きな差異が生じた要因としては、実験では熱流束計が火源の近傍に設置さ

れているため、実験値には火炎からの直接放射が多く含まれているためであろう。 

 

(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 
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  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 

 

(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 5.18 実験 Comp5 の計算値と実験値の比較 
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図 5.19 ２個の試験体が室中央で燃焼している様子（実験 Comp 5, 180 秒時点） 

5.3.3.2 実験 Comp 6 

図 5.20 に実験 Comp 6 の計算値と実験値の比較を示す。 

図 5.20(a)に実験 Open 1、Comp 3、Comp 6 の計算値と実験値を示す。比較のため、Open 1 

と Comp 3 の計算値と実験値を２倍にした。Open 1 の最大発熱速度は実験値に近いが、Comp 

3 と comp 6 の最大発熱速度は実験値よりも大きい。発熱速度の最大値に関しては、自由空

間＜単独燃焼＜同時燃焼という傾向が再現された。また、単独燃焼時の最大発熱速度の 2 倍

は約 700 kW であるのに対し、同時燃焼時の最大発熱速度は約 800 kW となり、単独燃焼の

2 倍より少し大きいことが確認された。これは相互予熱効果の影響によるものである。 

さらに、実験 Comp 5（中央）と比べて、壁際では試験体同士の距離が大きいため、相互

予熱効果が小さくなり、最大発熱速度は実験 Comp 5 より小さい。しかし、計算値では実験

Comp6 の最大値は Comp 5 より大きい。これは主に、Comp 5 の発熱速度が過小に評価され

たことによるものである。 

図 5.20(b)に燃焼半径、展炎半径と燃え尽き半径の計算値を示す。𝑟𝑖、𝑟𝑐は間欠火炎領域の

展炎半径、連続火炎領域の展炎半径である。展炎半径の計算値によると、火炎が展炎しない。

約 160 秒で燃え尽きが始まり、約 250 秒で燃焼が終了する。火炎の円盤部が円筒部に含ま

れるため、隣の火炎からの放射熱は隣の火炎の円筒部からの放射熱と火炎が接する天井部

から放射熱のみである。 

図 5.20(c)に上部層温度と下部層温度の計算値と実験値を示す。上部層温度は実験値より

やや小さいが、実験 Comp 5 より実験値に近い。 

図 5.20(d)、(e)、(f)に実験 Comp 6 の壁面温度、上部層高さ、下部層壁面に入射する熱流の

計算値と実験値の比較を示す。上部層高さと壁面温度は実験値に近いが、下部層温度と下部

層壁面に入射する熱流は実験値より小さいことが分かった。 
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(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 5.20 実験 C6 の計算値と実験値の比較 

5.3.3.3 実験 Comp 10 

実験 Comp 10 と Open 1 の発熱速度の計算値と実験値を図 5.21(a)に示す。比較のため、

Open 1 の計算値と実験値を２倍にして表示している。発熱速度の計算結果によると、およ

そ 105 秒付近で発熱速度が最大値に達し、その後は一定の値で推移している。これは、

Comp10 の開口面積が小さいため、105 秒時点で換気支配となる臨界発熱速度に達したため

と考えられる。自由空間の計算値と実験値は一致しており、室内の最大発熱速度も実験値に

近い。しかし、室内の燃え尽きは実験値よりも早い。また、実験値によると、室内での総発

熱量は自由空間より少ない。これは、模型室の開口が小さく、試験体の燃焼効率が低下した

ためと考えられる。 

図 5.21(b)に実験 Comp 10 の試験体の燃焼半径と燃え尽き半径の計算結果を示す。60秒付

近で、燃焼半径の勾配に急激な変化が見られる。これは、火炎伝播が水平方向から鉛直下方へ変化

したためである。約215秒で燃え尽きが始まり、242秒で燃焼が終了する。 

図 5.21(c)に実験 Comp 10 の層の温度の計算値と実験値を示す。上部層温度は実験値に近いが、

空気層温度は実験値より低い。図 5.21(d)、(e)、(f)に実験 Comp 6 の壁面温度、上部層高さ、下

部層壁面に入射する熱流の計算値と実験値の比較を示す。上部層高さ、壁面温度および下部

層壁面に入射する熱流も実験値より小さい。 
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(a)発熱速度   (b)燃焼半径、燃え尽き半径、展炎半径 

 

  (c)層の温度    (d)壁面温度 

 

  (e)煙層高さ   (f)下部層壁面に入射する放射熱流 
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(g) 内部放射と外部放射の放射熱 

図 5.21 実験 Comp 10 の計算値と実験値の比較 

5.4 本章の結論 

既往研究[4]においては、単一の固体可燃物の燃焼性状を予測するモデルが提案されている

が、可燃物の数量を考慮しておらず、汎用性に欠けていた。本章では、複数の固体可燃物が

同時燃焼する場合における燃焼性状の予測を目的として、第 2 章と第 4 章で構築した単一

固体可燃物の燃え拡がりモデルを基に、試験体間の相互予熱作用を考慮した燃え拡がりモ

デルを構築した。また、モデルの精度を検証するため、発熱速度、層の温度、壁面温度、上

部層高さ、下部層壁面に入射する熱流において、既往の実験結果との比較を行い、モデルの

有効性を確認した。 

単独燃焼と比べて、同時燃焼の場合には、可燃物の燃焼面に入射する外部放射は、隣の火

炎からの放射熱が加わるため、燃焼が促進される。本章では、6 種類の火炎形状における隣

の火炎からの放射熱の計算方法を提案した。さらに、外部放射の増加が単位面積あたりの発

熱速度および火炎伝播速度に与える影響についても考慮した。また、煙層からの放射熱の計

算には二層ゾーンモデルが必要であることから、本章では、二つの火源に対応可能となるよ

う二層ゾーンモデルを改良した。 

実験条件が限られているため、本章では、二個の試験体を室中央に設置した場合、壁際空

間に設置した場合、および室中央に設置し開口が小さい場合の三つの条件のみを比較対象

とした。試験体間の距離が小さいほど、相互予熱の効果が高まり、発熱速度が増加し、燃焼

がより激しくなる。実験結果と計算結果によって、２個の試験体の総発熱速度は、単独燃焼

時の 2 倍を上回っており、試験体間の相互予熱が燃焼に大きな影響を及ぼしていることが

示された。換気支配となる条件での計算では、発熱速度の最大値は実験値とよく一致した。

しかし、試験体の総発熱量は自由空間の場合より少なく、これは開口部が非常に小さいため

に酸素供給が不十分となり、燃焼効率が低下し、未燃焼の可燃性ガスが開口部を通じて室外

へ流出したことを示している。 
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実験との比較から、本章のモデルも発熱速度が過小評価される傾向が確認された。これは

第 4 章と同様に、試験体の滴下現象が考慮されていないことが主な原因である。また、本章

のモデルでは、相互予熱効果が単位面積当たりの発熱速度および火炎伝播速度に及ぼす影

響を考慮しているが、実験結果からは、隣の火炎からの放射熱によって試験体の対向面が先

に燃えて、側面燃焼面積が増加する様子が確認された。従って、厚みのある試験体において

は、ウレタンの滴下現象および相互予熱効果が試験体の鉛直面の燃焼面積に及ぼす影響を

考慮することが重要であり、今後の課題の一つである。 

なお、本モデルは 2 つの試験体が同時に燃焼する場合にのみ適用可能であるが、試験体の

数が増加すると、計算量も指数関数的に増加する。さらに、試験体の配置位置の相対関係に

応じて、隣の火炎と燃焼面との形態係数の計算方法も異なり、計算は非常に複雑になる。実

際の室火災では、多数の可燃物が存在し、その配置も多様であることが多いため、アルゴリ

ズムの最適化を通じて、多数の試験体の同時燃焼を考慮したモデルを一般化することは、今

後の重要な課題である。 
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第 6 章 各種条件が燃焼拡大性状に及ぼす影響 

6.1 単一の固体可燃物における感度分析 

本節では、単一の固体可燃物における試験体厚さ、天井高さ、開口高さ、試験体の位置が

燃焼性状に及ぼす影響について検討する。 

6.1.1 計算条件の設定 

図 6.1 に模型室および試験体の寸法を示す。ほとんどの計算条件は３章で示した赤尾実験

を参考して設定した。模型室の長さと幅は 0.9m×1.7m であり、幅 0.9m の開口部が 2 箇所設

けられている。試験体はウレタンマットレスを用いた。試験体の長さと幅は 0.5m×0.5m で

ある。 

hSpecimen

Ho

0.9m

H

curtain

0.5m

 

図 6.1 模型室及び試験体の設定 

6.1.2 感度分析の結果 

6.1.2.1 試験体厚さの影響 

試験体厚さの影響を検討するため、天井高さと開口高さは 0.8m に固定した。試験体厚さ

は 0.05m から 0.30m まで変更させた。図 6.2 に異なる試験体厚さにおける計算結果を示す。

試験体厚さの増加に伴い、最大発熱速度、最大平均火炎高さ、最高上部層温度は増加し、燃

焼継続時間も長くなる。 
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(a)発熱速度    (b)平均火炎高さ 

 

(c)上部層温度    (d)上部層高さ 

図 6.2 異なる試験体厚さにおける計算結果 

6.1.2.2 天井高さの影響 

天井高さ H の影響を検討するため、試験体厚さは 0.05m に固定した。垂れ壁を設置せず、

天井高さは 0.3m から 0.8m まで変更させた。図 6.3(a)に異なる天井高さにおける発熱速度の

計算結果を示す。天井が低くなるほど発熱速度は増加し、特に H ≤0.5m では、発熱速度は急

激に増加する。これは火炎が展炎して、外部放射が増加するためである。 

天井高さが低いほど、平均火炎高さは高くなり、上部層の温度も高くなる傾向が見られる。 

 

(a)発熱速度    (b)平均火炎高さ 
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(c)上部層温度    (d)上部層高さ 

図 6.3 異なる天井高さにおける計算結果 

6.1.2.3 開口高さの影響 

開口高さ Ho の影響を検討するため、試験体厚さは 0.1m、天井高さは 0.8m に固定した。

開口高さは 0.3m から 0.8m まで変更させた。図 6.4 に異なる開口高さにおける計算結果を示

す。開口高さが低く、すなわち開口面積が小さいほど、最大発熱速度が増加し、平均火炎高

さが高くなる。また、上部層の温度は上昇し、上部層の高さは低下する傾向がある。ただし、

天井高さと比べて、開口高さが燃焼性状に及ぼす影響は相対的に小さい。 

 

(a)発熱速度    (b)平均火炎高さ 
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(c)上部層温度    (d)上部層高さ 

図 6.4 異なる開口高さにおける計算結果 

6.1.2.4 可燃物の位置の影響 

可燃物の位置の影響を検討するため、試験体厚さは 0.05m、天井高さは 0.8m、開口高さは

0.8m に固定した。試験体は自由空間、模型室の中央、壁際、隅角部に設置した。図 6.5 に異

なる試験体の位置における計算結果を示す。最大発熱速度と最高上部層温度は、自由空間、

中央、壁際、隅角部の順に増加する。可燃物の位置によって、平均火炎高さは大きく変化す

るものの、上部層高さには顕著な変化は見られなかった。 

 

(a)発熱速度    (b)平均火炎高さ 
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(c)上部層温度    (d)上部層高さ 

図 6.5 異なる試験体の位置における計算結果 

6.2 複数の固体可燃物における感度分析 

6.2.1 計算条件の設定 

図 6.7 に模型室および試験体の寸法を示す。東京理科大学共同利用実験を参考して計算条

件を設定した。模型室の寸法は 2300mm(幅)×3500mm(奥行き)×2250mm(高さ）である。開口

部は一つで、大きさは 850mm(幅)×2100mm(高さ)である。周壁と天井は全てセラミックファ

イバー製である。試験体はウレタンフォームブロックを用いた。寸法は 500×500×500mm、

密度は 15.6kg/m3 である。Xfは二つの試験体の中心点間の距離である。 

 

図 6.7 模型室及び試験体の寸法の設定 

6.2.2 感度分析の結果 

6.2.2.1 試験体間の距離の影響 

試験体間の距離の影響を検討するため、Xfは 0.6m から 1.2m まで（離隔距離 0.1m から
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0.7m まで）の範囲で変更した。図 6.8 に異なる試験体間の距離における計算結果を示す。試

験体間の距離が小さいほど、相互加熱の効果が強まり、その結果、最大発熱速度も大きくな

る。発熱速度の増加により、平均火炎高さ、上部層温度、および上部層高さも上昇する。さ

らに、試験体間の距離が短くなるほど、発熱速度等の増加率がより顕著になることが確認さ

れた。 

 

(a)発熱速度    (b)平均火炎高さ 

  

(c)上部層温度    (d)上部層高さ 

図 6.8 異なる試験体間の距離における計算結果 
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第 7 章 結論 

7.1 本研究の結論 

本研究では、自由空間での燃焼実験のデータを用いて、室内における固体可燃物の燃焼性

状を予測するモデルを提案した。先ず、既存の単一固体可燃物の燃え拡がりモデルを改良し

て、モデルの精度を向上させた。次に、予測モデルの適用範囲を拡張するため、単一固体可

燃物の燃え拡がりモデルを基に、可燃物の位置と数量に着目して、壁際および隅角部におけ

る単一固体可燃物の燃え拡がりモデルと複数の固体可燃物の燃え拡がりモデルを構築した。

これらのモデルの精度を検証するため、既往の実験結果と比較した。 

 

第 1 章では、本研究の背景を説明し、外部放射による燃焼速度の増加、固体可燃物の燃え

拡がり、既存の燃え拡がりモデルに関する既往研究を概説し、本研究の目的と構成を述べた。 

 

第 2 章では、室内における単一固体可燃物の燃え拡がりモデルを構築した。予測モデル

は、火炎自身からの内部放射だけでなく、展炎部、火炎と接する天井、周壁および煙層、火

炎からの間接放射による外部放射も考慮した。これにより、室内固体可燃物の燃え拡がり性

状の正確な予測を可能にした。本モデルの独自性は以下に示す点である。 

(1) 既往研究では 3 種類に分類されていた火炎形状を 6 種類に拡張した。火炎形状の精緻

化により、内部放射と外部放射の放射熱をより正確に算出し、予測精度を向上させる。 

(2) 外部放射の影響を定量化するための計算式を改良した。外部放射が燃焼面と予熱面に

入射して、単位面積当たりの発熱速度と火炎伝播速度が増加する。しかし、火炎基部は輝炎

のため外部放射が透過しにくく、放射率が低くなる。この点を従来モデルでは考慮しておら

ず、平均放射率を用いていたのに対し、本モデルでは減衰係数𝑓 = 0.8を導入することで対

応した。 

(3) 従来のモデルでは換気支配型燃焼を考慮していなかったが、本研究では室内で燃焼可

能な発熱速度の上限を換気支配の臨界発熱速度とした。臨界発熱速度から火炎伝播速度お

よび単位面積発熱速度を逆算する手法を作成した。 

(4) 従来の二層ゾーンモデルでは火炎からの発熱が全部上部層に流入すると仮定してい

た。本研究は火炎からの放射熱の一部が開口を通じて損失し、残りが下部層と上部層に分か

れて流入すると仮定した。 

 

第 3 章では、第 2 章モデルの予測結果を既往の小規模区画内でのウレタンマットレス燃

焼実験（赤尾実験，李実験）と比較して、モデルの精度を検証した。実験を模擬するため天

井高さ、開口高さ、試験体厚さを変更して、合計 14 回の計算を行った。多くの場合、発熱

速度および上層壁面温度は実験値と良好に一致した。しかし、天井高さが低い場合、計算値
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は過大評価される傾向があり、これは展炎部からの外部放射の影響を過大に評価したため

と考えられる。開口高さが低い場合にも、計算値が過大に評価される傾向が見られた。これ

は、開口が小さいことにより室内の酸素供給が不十分となり、未燃の可燃性ガスが開口部か

ら火炎として噴出する可能性があるためと考えられる。 

異なる実験における発熱速度を比較した結果、天井高さが低いほど、試験体の高さが高い

ほど、また開口高さが低いほど、発熱速度が大きくなる傾向が再現された。 

 

第４章では、第 2 章で構築した単一固体可燃物の燃え拡がりモデルを基に、火炎高さ、火

炎の放射率、プルーム質量流量の改良により、壁際および隅角部における固体可燃物の燃

え拡がりモデルを提案した。 

(1) 火炎高さについては、既往研究により、火炎高さは自由空間、壁際、隅角部の順に高

くなることが知られている。従来のモデルでは、可燃物が室中央に配置されたため、火炎高

さは自由空間における火炎高さを用いていた。本モデルは壁際および隅角部における火炎

高さを使用した。 

(2) 火炎の放射率の改良については、壁際における火炎から外部へ放射される熱流束

の割合を評価するため、火炎と壁が接する角度𝜃𝑐を新たに導入した。そして、角度𝜃𝑐を

60°とすることで、火炎の表面積に基づいて火炎の放射率を計算した。 

(3) プルーム質量流量の改良については、従来のプルーム質量流量の計算式を基に、

火源の対称性を考慮することで、壁際や隅角部にも適用可能な簡易的な計算手法を提案

した。 

ルームコーナー試験区画内でのウレタンブロックの燃焼実験（東京理科大学共同利用

実験）の結果と比較したところ、予測モデルは発熱速度、火炎高さ、上部層温度の変化

傾向（中央部＜壁際＜隅角部）を再現した。中央部および壁際における最大発熱速度が過小

に評価された。原因として、試験体のウレタンが溶融下して最下部に新たに着火する現象を

考慮していないことが考えられる。 

 

第 5 章では、第 2 章と第 4 章で構築した単一固体可燃物の燃え拡がりモデルを基に、試

験体間の相互予熱作用を考慮した燃え拡がりモデルを構築した。 

(1) 隣の火炎からの放射熱の計算手法を提案した。隣の火炎からの放射熱には、隣の火炎

の円筒部からの放射熱、隣の火炎の展炎部からの放射熱、隣の火炎が接する天井部から放射

熱が含まれる。本章では、6 種類の火炎形状における円筒部の放射率、円盤部の放射率、形

態係数等の計算方法を整理した。 

(2) 外部放射の増加が単位面積あたりの発熱速度および火炎伝播速度に与える影響につ

いても考慮した。単独燃焼と比べて、同時燃焼の場合には、可燃物の燃焼面に入射する外部

放射に、隣の火炎からの放射熱が加わるため、燃焼が促進される。本章では、隣の火炎から

の放射熱を考慮して、単位面積当たりの発熱速度と火炎伝播速度の式を改良した。 
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(3) 二つの火源に対応可能となるよう二層ゾーンモデルを改良した。 

ルームコーナー試験区画内でのウレタンブロックの燃焼実験（東京理科大学共同利用

実験）の結果と比較したところ、二個の試験体の合計の発熱速度が単独燃焼時の 2 倍を

超え、相互予熱が燃焼に大きな影響を与えていることが確認された。一方、発熱速度は過

小評価される傾向が見られた。その主な原因は第 4 章と同様に試験体のウレタンが溶融下

して最下部に新たに着火する現象を考慮していないことである。 

 

第 6 章では、本研究で構築した三種類の燃え拡がりモデルを用いて、試験体の厚さ、天井

高さ、開口高さ、可燃物の設置位置および試験体間の距離を変更して、計算を行い、これら

のパラメータが燃焼性状に及ぼす影響を検討した。 

 

検討の結果、試験体が厚くなるほど、天井が低くなるほど、開口が小さくなるほど、また

試験体間の距離が近づくほど、発熱速度が増大し、燃焼はより激しくなる。特に天井高さの

影響が顕著である。同一の試験体において、天井高さが火炎の展炎の発生の有無を直接左右

し、展炎の有無が外部放射の強さに直接に影響するためである。展炎により外部放射が増加

すると、燃焼は激しくなる。 

複数の試験体の場合、試験体間の距離が近いほど、発熱速度が増加し、燃焼は激しくなる

傾向を再現した。 

7.2 今後の課題 

今後の課題として、以下のことが挙げられる。 

(1) 厚みのある試験体におけるウレタンの溶融滴下を考慮する。 

本研究のモデルは、試験体が薄い場合には高い精度を示すが、厚さが大きい場合、例えば

試験体の厚さが 0.5m のときには、予測結果が実験結果を下回る傾向がある。厚みのある試

験体では、燃焼時にウレタンが溶融して滴下が発生し、側面の燃焼面積が拡大することが確

認された。この現象を定量的にモデルに反映させることで、予測結果の過小評価の問題を解

決する必要がある。 

(2)換気支配における燃え拡がり速度の予測 

開口が小さい時、試験体の総発熱量は自由空間の場合より少なくなる。これは開口部が非

常に小さいために酸素供給が不十分となり、室内での燃焼が制限される。この時の燃え拡が

り速度の予測精度を改良する必要がある。 

(3)可燃物数の増加に伴う計算量の増加 

試験体の数が増えると計算量は指数関数的に増大し、さらに配置位置の違いにより計算

が複雑化する。アルゴリズムの最適化を通じて複数の固体可燃物の同時燃焼を考慮した燃

え拡がりモデルを一般化することは、今後の重要な課題である。 

(4)複数の可燃物からの火炎 
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複数の可燃物が同時燃焼する時、二つの火炎が融合して大きい火炎が生じる。可燃物の距

離が近い場合には、火炎融合を考慮すべきである。 

(5) モデル適用範囲の拡張 

本モデルの検証はウレタンフォームのみに限られており、実際の建築火災では多様な可

燃物が存在する。したがって、本モデルを実際の建築火災予測に応用するためには、他の種

類の固体可燃物への適用性をさらに検証する必要がある。 
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